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In today's knowledge-based society, universities are strongly required to educate 

students so that they can master “Graduate Attributes”, or basic competencies 

specifically required in times of unpredictableness. To prepare a scheme, the Central 

Council for Education issued its report to the Minister of Education, Culture, Sports, 

Science and Technology in 2012 stating that the development of a university-wide 

teaching/learning and management system along with training programs for 

support staff is a pressing matter. 

Under these circumstances, universities need to carry out radical governance 

reforms and to initiate a strategic teaching management system. Each university is 

expected to design a specific system of educational affairs and develop human 

resources to implement it. However, no particular and useful functions of the system 

have not yet been specified. 

In this paper, the author clarified and explicated the definition of and the scope of 

“Institutional Management of Teaching and Learning” and then analyzed the 

functions and nature of academic affairs associated with it. 

In this research, the author has confirmed that the process of making decisions and 

forming consensus in promoting "Institutional Management of Teaching and 

Learning" has been commonly observed in due course. Therefore, it has become clear 

that the document created as output is the evidence of tracing back decision making 

and consensus building processes among staff. Hence, to promote “Institutional 

Management of Teaching and Learning”, the author concluded that it is imperative 

to create an appropriate draft proposal for a lively discussion which will enable 

participants to summarize all findings into a harmonized and concrete proposal.  

However, information content and resource capacity pertinent to “Institutional 

Management of Teaching and Learning” are so diverse that it is extremely 

challenging to gain a better understanding of its concept for practical use. Therefore, 

based on a tentative theory that the utilization of the knowledge management 

system for inexperienced university staff to promote “Institutional Management of 
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Teaching and Learning” is effective, the author ascertained the efficacy of “Job-aid” 

system. With the use of “Job-aid” system, even untrained university staff in academic 

affairs job-related matters could promote “Institutional Management of Teaching 

and Learning” sufficiently. Specifically, in this research, the author designed and 

developed a “Job-aid” system for subject numbering designed for university staff 

with work experience of fewer than five years in the academic affairs department. 

Based on the results of this research, the author will illustrate aid tools for the 

management system revealed in this paper. As the consequence of utilizing the tools, 

it can be expected that the skills of individual academic staff members will 

dramatically improve, leading to further promotion of “Institutional Management of 

Teaching and Learning” in each university. 
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序章－はじめに－ 

知識基盤社会の到来が指摘され、社会環境が激しく変化する中、予測困難な時代に未知

を切り拓く力を身につけた人材を養成することが強く高等教育機関に求められている。特

に高等教育機関のうち学生数の 93.9％、機関数の 66.1％（文部科学省 2016）を占める大

学に対し、社会の期待に対応していくために、教育課程の体系化や組織的な教育の実施に

よる学士課程教育の質的転換が強く求められている（文部科学省中央教育審議会（以下、

「中教審」という） 2012）。 

これまで、大学における教育は教授会を中心とする学部・学科等の組織に委ねられた運

営であった。授業は、ディプロマポリシーとの整合性をあまり意識することなく、個々の

担当教員の自由な教育により展開されてきた。そのため、求められる質的転換を達成する

ためには、組織的な教育プログラムへの整備が必要とであり、前提として、学長のリーダ

ーシップによる教育研究機能を最大化するマネジメント体制の実施と大学職員の機能強化

が提言されている（中教審大学部会 2014）。 

これは教育プログラム運営に全体最適を求めることを示す。具体的には、プログラムと

してのゴール設定などに基づく運営の必要性を提言しており、自由な教育を展開してきた

科目担当者の活動の積み上げによるプログラム運営ではなく、総合的にコーディネートす

る人員の関与の必要性に言及しているといえよう。こうした客観的なコーディネートの必

要性に対し、大学の教学運営で従来から教務系大学職員が関与してきていることから、職

員の教学マネジメントを担うための機能強化が求められていると捉えることができるが、

教学マネジメント業務はまだ業務として確立されているとはいえず、この機能も十分でき

ているとはいえない。 

そこで本研究では、教育プログラム運営において達成すべき機能を明確にするために、

「教学マネジメント」の定義と、研究対象とする範囲を検討したうえで、教学マネジメン

トの業務を分析し、教学マネジメントの目指す機能の顕在化を図る。さらに、教育プログ

ラム運営における組織的な活動を精査し、教学マネジメントが機能するために必要な要素

を抽出し、これを大学職員が担うために必要な支援について検討を行う。 

なお、学生の大学における学びは、正課課程の教育以外に多くの活動等から構成される

が、ここでは中教審答申等で指摘される学士課程教育として提供される正課課程の教育に

対するマネジメントを対象として検討する。  
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第1章 研究の背景と現状 

1. 大学を取り巻く環境の変化と社会的要請 

日本において高等教育機関への進学該当年齢にあたる 18 歳人口は、1980 年代を 160 万

人前後で推移した後 1992 年に 205 万人のピークに達し、その後 2000 年代末の 120 万人

台まで減少し、さらに 2030 年代に向け、100 万人を下回るレベルまで長期的に振り幅の

かなり大きな変動を示すことが予測されている（図 1）。文部省（当時）は、当初人口増加

局面での受験進学競争の激化を懸念し、人口増があっても 36%前後の進学率を維持できる

レベルまでの高等教育機関の量的拡大を容認する方針転換を行ったが、1992 年以降の 18

歳人口減少期に向け入学定員増の半分は来るべき減少期に備えた定員増の抑制を行うべき

ところを、予想以上の進学率上昇と私立大学の強い抵抗から、臨時分全数の定員増を容認

せざるを得なくなった（天野 2003: 123-124,128-133, 148-151）。さらに、1991 年の大学

設置基準の改正、いわゆる大学設置基準の大綱化は各大学の自由度を高め、図 2 のとおり

4 年制大学に限っても、1988 年には 490 校だった大学数が 2003 年には 702 校となり、受

図 1 18 歳人口と高等教育機関への進学率等の推移 

出典：文部科学省, 2016,『平成 27 年度 文部科学白書』, pp.209-230, 日経印刷株式会社 



3 
 

け入れ学生数も 2016 年には 777 校となっており、当然在籍学生数は増え、1988 年に 199

万人だった在籍学生は 287 万人と約 1.4 倍となっているように、大学は個性的教育を実現

するとともに、かなり規模拡大がなされることになった。全大学 777 校のうち私立大学が

600 校と 77.2％を占めるように、私立セクターが大きい比率を占める高等教育では、ユニ

バーサル段階への移行とともに、各大学・短大の生き残りをかけた競争は避けることがで

きなくなっており、競合校に対する優位性確立の方途が模索されている。結果的に、入試

選抜の機能しない状態の大学が出現し、学生の多様化につながっている。 

このように、高等教育のユニバーサル段階を迎え（中教審 2005）るとともに、高等教育

機関への進学者は旧来の伝統的学生像から乖離し多様性を増していることが広く認識され

ている。高等教育機関の受け入れ学生数が進学希望者数を上回る「全入時代」到来が言及

される中、強い学習動機なしに進学するケースも多く見られ、学力面の多様化だけでなく

学習意欲の面でも大きな多様性を見せることになっている。大学ではこうした学習意欲の

低下した学生を受け入れ、社会に送り出す最終段階としてのゲートキーパーの役割が期待

されている。 

図 2 4 年制大学の設置数推移 

出典：文部科学省学校基本調査をもとに筆者が作成 
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学習者の学習意欲の低下は、諸要素が絡まり合って引き起こされていると考えられてい

るが、この原因の一つに教育観の変化があると考えることができる。系統主義・行動主義

を取る考え方では、教育者を中心とした教育内容を教え込みの「注入主義」がとられたが、

デューイをはじめとする経験主義の考え方では学習者が中心であり、学習者が持つ意欲を

学習内容の獲得に誘導することが重要であるとされる（Dewy 1938=2004 市村: 105-106）。

そのため、教育者は、学習者の本来持つモティベーションに働きかけ、善きものに到達さ

せるよう誘導することが求められているのである（沼野 1986: 51）。 

一方、「知識基盤社会」である現在、「知識」に資源としての価値が見出され、既知の知

識を活用して新たな知識を展開していくことで社会基盤の構築がなされるなか、産業界に

おいても常に新しい知識の収集・活用の必要が生じている。大学は「知」の源泉であると

ともに、これまで以上に知識を資源として活用できる人材を育成することが高等教育機関

の機能として求められるようになっている。 

このように、取り巻く環境が大きく変化し、多様な学生を受け入れているにも関わ

 らず、学生や社会の変化に対応した機能が発揮されていない、との厳しい社会的

批判のもと、教育・学習成果に対する質の担保が大学の責務として求められるようになっ

ている。 

こうした社会の要請に対応すべく、中教審では「学士課程教育の構築に向けて」（中教審 

2008）、「新たな未来を築く見付くための大学教育の質的転換に向けて」（中教審 2012）（以

下、「質的転換答申」という）と続けて答申を発表している。 

質的転換答申では、教育・学習成果に対する質の担保を行うために、学位プログラムの

体系化・組織的な教育の実施が必要とし、この実現に改革サイクルを機能させる「教学マ

ネジメント」の確立が肝要としている。これはまさに大森の指摘する「国立大学等の法人

化，設置基準・設置認可の規制緩和等のマクロなシステム・レベルの改革から，各大学の

学位プログラムや授業科目というミクロ・レベルへの政策関心の移動」（大森 2014：10）

である。さらに、こうした養成に応じるには「人材需要に対応した教育プログラムを構築

するには、人材養成目的の明確化やカリキュラムの体系化について教職員の共通理解に基

づく組織的取組が必要となるとともに、資源配分・人員配置・教職員の役割構造等の一体

的見直しが不可欠」（大森 2010）である。専門分野が細分化すると同時に学際化する現状

にあって、人材養成の観点からカリキュラム単位でマネジメントするには、大学組織全体

を視野に全体最適をマネジメントで実現することが求められる。しかし、教員は専門分野
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の学会にメンバーとして帰属する独立事業主であるため、高等教育機関としては個々の独

立事業主が自律的に運営する組織としてゆるやかな運営がなされてきた。組織としてのマ

ネジメントがこれまで「ルースなシステムに慣れた教員や学部等は抵抗しがち」（大森 

2010）であることから、学長のリーダーシップの下、ガバナンス改革を推進することが必

要と提言されている（中教審大学分科会 2014）。ガバナンス改革には、学長のリーダーシ

ップを補佐し、組織にメンバーシップとしてのより高いコミットメントを持つ大学職員が、

組織の経営的観点からマネジメントする人材として、これまで以上に大学職員の役割が重

視されている（中教審 大学分科会大学教育部会 2016）。 

 

2. 大学職員の能力育成 

大学職員に必要とされる能力について、これまで調査研究がされている。例えば福留（宮

村）（2004）は職務に重要と考えられる能力として、「情報を収集する能力」、「幅広い視野

から職務を見通すことのできる力」、「特定の専門的な知識」、「情報を分析する力」、「問題

を見つけて解決方法を見出す力」などについて、職務ごとに必要とされる能力を５つ回答

することで大学職員の能力について調査している。入試関係、教務・学生関係、学術関係、

管理運営関係、図書関係など９つの職務についての調査にて、全体平均では前述の５つの

能力が重要となっているが、教務・学生関係では「情報収集する力」よりも「相手の立場

や気持ちを適切に感じ取る力」の重要度が高く認識されていたことが見てとれる。また各

務（2003）は、大学運営における教務職員の役割を検討する際、アメリカの事例を挙げて

教務職員に必要とされる特性を「牽引力」、「責任感」、「意思決定力」、「指導力」などに加

え、教員や学生に対する「leadあるいはprovideという特性」、「コミュニケーション能力」、

「パートナーシップ」、「信頼を得る資質」を挙げている。 

こうした先行事例における「大学職員にとって必要な能力」を木村（2015）が、「知識・

その他」、「スキル」、「意識」にまとめている。木村（2015）によると、近年の調査では、

「専門的な知識」「外国語能力」「業務処理能力」「対人関係・折衝能力」「企画立案・課題

解決能力」「情報分析・処理能力」の項目がほとんどの調査に設定されていることが確認さ

れている。したがって、これらの能力が大学職員にとって必要なものでるとの仮説により

調査設計がされていると考えることができ、さらにこの傾向が 10 年以上も継続している

ことから、これらが一定の普遍性を持つと考えることができる、としている。また、木村
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（2015）は、近年「大学関係の知識」として専門性発揮のための基礎が着目される傾向に

あることのほか、「意識」として、一般企業での新卒採用にあたっても重視されている、「業

務への前向きな姿勢」「非公務員的な意識」「誠実さ・倫理観」が共通項として必要な能力

と認識されていると述べている（木村 2015：62-65）。 

以上から、これまでの大学職員に関する研究では、「大学職員にとって必要な能力」とし

て、「知識・その他」、「スキル」とともに「意識」の必要性が重視されてきたが、大学職員

に対し求める役割の高度化に伴い「専門性」が重視される傾向のもと、能力養成が模索さ

れていることが確認できる。しかし、こうした大学職員に必要な能力の検討は、「どういっ

た能力をどのように身につけるか」との観点で展開されているに過ぎず、「どういった機能

を発揮するか」という観点について十分に検討されているとはいえない。 

一方、「大学のガバナンス改革の推進について」（中教審大学分科会 2014）で教学マネ

ジメントの機能展開において大学職員が発揮する役割重視などを受け、大学教員によるフ

ァカルティ・ディベロップメントだけが大学の義務とされていた大学設置基準が改正され、

大学の運営に必要となる知識・技能習得と能力・資質向上のための研修がスタッフ・ディ

ベロップメント（SD）として大学教職員の義務とされることになった。この提言では「三

つのポリシーに基づく体系的で組織的な大学教育」など大学に求められる教育的使命の十

全な達成に対する大学個々の教員等による取組の限界を指摘し、教員とともに事務職員の

資質・能力向上の組織的推進や学長のリーダーシップの下に教職共闘による大学運営体制

の構築の必要が挙げられており（中教審大学分科会大学教育部会 2016）、大学職員による

教学領域へのより深い関与が求められていることがわかる。 

しかし、社会から教学領域で深く関与して発揮する機能 
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第2章 研究の目的と方法 

社会変化への対応が強く求められる大学では、大学での確実な学習成果の可視化のため

に体系的な学位プログラムの実施が必要となっているが、これには学長のリーダーシップ

の下に組織的に機能する教学マネジメント体制が必要であり、大学職員の役割が大きく注

目されている。そのため、本研究では教学マネジメントを担う大学職員の機能について検

討を行う。 

先述のとおり、これまでの大学職員に関する研究では、「大学職員にとって必要な能力」

として、「知識・その他」、「スキル」とともに「意識」の必要性が重視されてきたが、大学

職員に対し求める役割の高度化に伴い、「専門性」が重視される傾向のもと、能力養成が模

索されている。しかし、「意識」については、教務担当の経験の長い熟達職員であっても教

学マネジメントの観点を持っていないケースもある（中井 2014）ように、「意識」にはま

だ十分にマネジメント的な観点を包含できていない可能性があることが想定される。教学

マネジメントで求められる「意識」がどういったものか、これまでの調査の範囲で明らか

にされているとはいえない。 

また、これまでの大学職員に必要な能力の検討では、「何をどのように身につけるか」と

の観点で展開されているに過ぎず、「どういう機能を発揮するか」という観点から十分に検

討されているとはいえない。獲得すべき「知識・その他」、「スキル」を考えるためには、

獲得した「知識・その他」、「スキル」がどう発揮されるのかを検討する必要があり、専門

性が求められる場面で機能を発揮するには、何が解決されなければいけないのか、そのた

めにどのような専門性が必要なのかが明らかにされる必要がある。この解決すべき課題な

しに、必要な人材の育成を検討することは難しい。 

よって本研究では、まず教学マネジメントを担う大学職員に必要となる「知識・その他」、

「スキル」を明確にするために、「教学マネジメント」の定義と、研究対象とする範囲を明

確にしたうえで、教学マネジメントの業務を分析し、これを行うために必要な「知識」や

「スキル」を抽出することを研究課題とする。 

なお、学生の大学における学びは、正課課程の教育以外に多くの活動等から構成される

が、ここでは中教審答申等で指摘される学士課程教育として提供される正課課程の教育に

対するマネジメントを対象として検討する。 
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第3章 求められる教学マネジメントの定義と範囲 

1. 教学マネジメントの定義 

先に見たとおり、質的転換答申では、教育・学習成果に対する質の担保を行うために必

要とされる学位プログラムの体系化・組織的な教育の実施には、改革サイクルを機能させ

る「教学マネジメント」の確立が肝要としている（中教審 2012）。これは、社会からの要

請に応じる「人材需要に対応した教育プログラムを構築するには、人材養成目的の明確化

やカリキュラムの体系化について教職員の共通理解に基づく組織的取組が必要となるとと

もに、資源配分・人員配置・教職員の役割構造等の一体的見直しが不可欠」（大森, 2010）

との言及を受けたもので、「学生の能力をどう伸ばすかという学生本位の視点に立」ち、 

「大学が組織的に提供する体系だった」「学士課程教育への質的な転換を図る」ために「教

員中心の授業科目の編成から学位プログラム中心の授業科目編成への転換」することが重

要とし、このために「学長のリーダーシップによる全学的な合意形成」を図り、「実効性あ

る全学的なガバナンスと財政基盤の確立」（中教審, 2012）することが求められるとしてい

る。つまり、教学マネジメントとは、改革サイクルを機能させながら学位プログラムの体

系化とその組織的な実施を行うこと解釈することができる。これは、言い換えれば「高等

教育において、教育目標を達成するための方針を定め、教育課程の実施に係る内部組織を

整備し、教育を実践するとともに、評価・改善を図りながら教育の質の向上を図る、組織

的な取り組み」（篠田 2009）であり、あるいは「大学が有する物的・人的資源を最適配分

することによって、効果的、効率的に教育に関わる使命を実現し、基本的な目標を達成す

ること、あるいは、そのための仕組み」（川嶋 2014）である。ここでいう「教育目標」・「教

育に関わる使命」とは「学修成果の獲得による学生の成長」であり、このマネジメントを

行うということは、大学全体を視野に全体最適を効率的に図ることとである。 

そこで、先行研究等の言及を受け、本研究では「教学マネジメント」を「教育と学習に

関するマネジメント」とし、「学生の学習効果を最大限生み出すために、大学の有する物的・

人的資源を効果的、効率的に配分し、活用する」（川嶋 2014）ための大学全体に対する組

織的なマネジメント体制と定義する。 

では、「教学マネジメント」が発揮する機能として、何が想定されているのだろうか。 

公益社団法人私立大学情報教育協会（2012）「大学教育への提言－未知の時代を切り拓

く教育とＩＣＴ活用－」にて、質保証に向けた教学マネジメント改革として「大学ガバナ
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ンスの発揮」として意識あわせや合意形成が重要な要素として挙げられており、「教育課程

の体系化、授業科目の整理統合によるカリキュラム改編と科目削減」が成果とされている。

つまり、ガバナンスの発揮によりいかにして意思決定を行うか、との観点と、意思決定の

結果として、教育課程の体系化、授業科目の整理統合が効果として想定されているのであ

る。教学マネジメントの実施に関係者の意識合わせや合意形成のための配慮が重要である

ことは、川嶋（2014）ほかの先行研究でも困難な課題であることが自明の前提であるかの

ように指摘されており、関係者の意思決定や問題解決のための調整が機能として必要であ

り、この調整のうえに具体的な教学マネジメントが実施される構図が確認されている。 

表 2 具体的な教学マネジメントの工夫と実施事例 

大学ガバナンスの発揮 

①意識あわせ 

②学士課程教育の理解の定着 

③職務意識の合意形成 

教学マネジメントの工夫・改善 
①教育課程の体系化 

②授業科目の整理統合 

 

 

2. 教学マネジメントの範囲 

教育と学習を最大限に生みだすためのマネジメントの方策と定義する教学マネジメン

トは、定義のとおり教育と学習に関することすべてが範囲と想定されるため、範囲が広く

不明瞭である。そこで、2013 年に文部科学省により「先導的改革推進委託事業」として実

施された「大学の教学マネジメントの確立に必要な専門スタッフの養成等の在り方に関す

る調査研究報告書」（リベルタス・コンサルティング 2013）を参照した。この調査は、「各

大学における学士課程教育の質的転換を促す観点から、大学における専門スタッフの養成・

活用の在り方に関し、その実態を把握すること」（リベルタス・コンサルティング 2013:2）

を目的としたものである。全国の学長、教務担当役職者、人事担当役職者に、17 項目から

学士課程教育の質的転換にあたり重要だと思うもの全て・3 つについて回答を求め、集計

により教学を所管する意思決定層が何を重視しているか可視化を試みている。 

ここでは、この調査にてどの項目の回答率が高かったかという観点からではなく、教学

マネジメントを確立するために必要な専門スタッフの機能を考える範囲として網羅されて

出典：公益社団法人私立大学情報教育協会（2012）「大学教育への提言－未知の時代を切り拓く教育と

ICT 活用－」より筆者が作成 
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いるものと捉え、項目を分析の対象とすることとし、図 1 のとおり、調査項目を 4 つに整

理した。 

   ①カリキュラムマネジメントの企画・管理に関する機能 

   ②教学マネジメントに関する情報収集・分析機能 

   ③学生の学修状況把握・環境支援に関する機能 

   ④授業方法の改善に関する機能 

 

 1．3つのポリシーの策定 

 2．3つのポリシー実現のための授業科目の整理、統合 

 3．3つのポリシー実現のために教育課程の構造を明示する取組

 4．ルーブリック活用による教育効果の可視化 

16．学士課程教育改革実現のための組織的・恒常的PDCA管理 

17．教員の教育面での業績評価の導入・推進 

 ①カリキュラムマ

ネジメントの企

画・管理に関する

機能 

 5．教学マネジメントの知識・経験獲得目的の教員出向 

 6．教学マネジメントの知識・経験獲得目的の職員出向 

 7．IR活動による大学内外の情報収集・分析 

 8．学士課程の質的転換に関する国内外の先進的取組状況把握 

 
②教学マネジメン

トに関する情報収

集・分析機能 

 9．システム整備・インフラ整備等による学修支援環境の向上 

10．学生の学習行動や時間の把握・増加に関する取組 

11．教職員が行う学生との面談 

12．課程を通じた学修成果の把握に関する取組 

 ③学生の学修状況

把握・環境支援に

関する機能 

14．ファカルティ・ディベロップメント 

15．アクティブラーニングの推進 

 4．ルーブリック活用による教育効果の可視化 

18．その他の教育方法の改善についての取組 

 
④授業方法の改善

に関する機能 

図 3 大学・短大の教学マネジメントに関する調査 質問項目 

  

出典：株式会社リベルタス・コンサルティング（2014） 「大学の教学マネジメントの確立に必要な

専門スタッフの養成等の在り方に関する調査研究」調査報告書から筆者が編集 

※設問 13 は抜け番号 
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第4章 教学マネジメントの機能分類と業務分析 

1. 教学マネジメントの機能分類と業務分析 

まず、前章で設定した教学マネジメントの機能・範囲を受け、教学マネジメントの業務

全体の可視化を図る。そのため、図 3 にまとめた教学マネジメントの範囲の 4 つの区分に

基づき、一旦教学マネジメントに関する具体的な機能を抽出し、分類を行った。具体的に

は、①カリキュラムマネジメントの企画・管理に関する機能、②教学マネジメントに関す

る情報収集・分析機能、③学生の学修状況把握・環境支援に関する機能、④授業方法の改

善に関する機能のそれぞれについて、機能を達成するために実際に行う具体的な業務を挙

げ、各業務に必要となる根拠資料や参考情報について列挙するとともに、これらの資料や

情報を活用して実施する際の考慮するポイントを洗い出した。このように網羅的に列挙し

た教学マネジメントの業務遂行に関する実践知ともいうべきポイントを再度まとめ直し、

結果をカリキュラムレベルでの取り組みと授業レベルの取り組みに区分し、「教学マネジ

メントの業務分析」に整理した（表 3-1～3-2）。 

表 3−1、3−2 での「意思決定事項」は教学マネジメントを遂行する際の決定事項である

が、このためには「必要資料」を用い、「チェックポイント」に留意しながら、意思決定の

結果として必要となる「作成資料」をアウトプットすることが必要であることが確認でき

た。 
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表 3-1 教学マネジメントの業務分析 

意思決定事項 作成資料 必要資料 チェックポイント 業務 作業

学部の⽬的・⽬標である教育理念と合致する育成する⼈材像を
策定する。

⽂科省通達等により、教育理念・育成⼈材像の策定⽅針を確認する。→全学意思決定機関会議で教
育理念・育成⼈材像の策定⽅針を決定。→建学の精神、ミッション等学内のステイトメントを模索して適
切な⾔葉を抽出し教学担当責任者（学⻑・副学⻑・教務部⻑）とたたき台作成、全学意思決定機関
会議で策定を決定。

教育理念と育成する⼈材像が合致しているかを確認する。 ⾃⼰点検・評価委員会等で確認し、全学意思決定会議に報告する。

学⼠課程教育改⾰のための現状把握 学⽣実態調査分析レポート、
卒業⽣アンケート 作成に関する⽂献、他⼤学資料 ・ベンチマーク⼤学と⽐較し、所属機関の学⽣や教職員の特徴が明⽰されている

か。 所属機関の学⽣や教職員の特徴を確認する。 所属機関の学⽣や教職員の特徴を確認する。

所属機関の教育⽬標、授業やカリキュラムに関する本的な事項や
特徴を確認する。

所属機関の教育⽬標、授業やカリキュラムに関する本的な事項や特徴を確認する。

学⽣の学修プロセスを可視化し、成果の最⼤化に有効な⽅策を
抽出する。 学修プロセスにおける学⽣の達成状況可視化を⽬指し、指標作成を⾏う。

現⾏のカリキュラムを分析し、問題を解決するための指針を提⽰す
る。

カリキュラム・チェックリスト等を⽤い、科⽬の担う機能の重複をチェックし、規模縮⼩あるいは追加などの必
要性を精査する。

所属機関の⽬的・⽬標の達成に適した⽅法を選択し、カリキュラム
を評価する。 社会ニーズを到達⽬標のひとつに組み⼊れ、適合度を評価基準のひとつとする。

DPステイトメント

審議会検討資料、
中教審ガイドライン、
他⼤学資料

・育成する⼈材像と整合性が取れているか。
・客観的に評価できる到達⽬標として表現されているか。
・漠然とした⼈材像の記述に留まっていないか。
・社会の要請や評価を踏まえているか。
・領域別にラーニングアウトカムとして⽰してあるか。
・学⽣の状況を把握し、達成可能なレベルに設定しr⼿いるか。
・汎⽤的能⼒が含まれているか。
・⽂章を整理して学⽣に分かりやすくまとまるか。（学⽣が主語、⽂末に⾏為動詞
を使⽤、⼀⽂に⾏為動詞を複数混ぜない、領域に整理）

DPを、卒業時の到達⽬標として⾔語化し、策定する。

教育理念・育成⼈材像に基づいた各学部DPを作成する⽅針を教務委員会等で説明し、各学部教務
担当教員に作成を依頼する。
→他⼤学同領域、あれば学内他学部のDPを資料提供する。
→DPの⽂章を整える（学⽣が主語、⽂末に⾏為動詞を使⽤、⼀⽂に⾏為動詞を複数混ぜない、領域
に整理）。
→各学部のDPを整え、全体として整合性を持たせる。
→教務委員会等で確認した上で、全学意思決定機関会議で決定する。

所属機関のニーズを把握するために、⼈材育成⽬標を確認する。

教育理念と育成する⼈材像が合致しているかを確認する。

DPと連動するCP作成⽅針を教務委員会等で説明する、→科⽬の履修順序と領域を可視化するカリ
キュラム・マップ作成を各学部担当教員に依頼する。
→科⽬のDPとの対応を可視化するカリキュラム・チェックリスト作成を各学部担当教員に依頼する。→教
務委員会等で確認した上で、全学意思決定機関会議で決定する。

カリキュラム・チェックリストにて、到達⽬標に過度の重複、漏れがないかを確認し、科⽬を履修順序に沿っ
て配置する。

DPとCPを、カリキュラム・チェックリスト、カリキュラム・マップにより、⼀
体性、整合性の観点で修正する。

⾃⼰点検・評価委員会等で確認し、全学意思決定会議に報告する。

APは、受け⼊れる学⽣に求める学修成果（学⼒の３要素）から
策定する。

DP・CPと⼀貫性のあるAPの策定について、全学意思決定機関会議で決定する。→教務委員会・⼊試
委員会等でAP策定を確認した上で、担当教員に作成を依頼する。→学⼒の3要素（知識・技能、思
考⼒・判断⼒・表現⼒、主体性を持って多様な⼈々と協働して学ぶ態度）を踏まえ、受け⼊れ学⽣に求
める学修成果を策定できるよう、担当教員に情報提供するなど⽀援する。→DPのレベルを超えない学修
成果であることを確認する。→APを確認し、受験⽣にわかりやすい表現に整える。→教務委員会等で確
認した上で、全学意思決定機関会議で決定する。

APが学⼒の３要素で構成されているかの観点で修正する。
APの表現が受験⽣にわかりやすいかの観点で修正する。
APは、DP・CPと⼀貫性があるかの観点で修正する。

必修等、カリキュラム上のコアとなっている科⽬のルーブリックを共通
で作成し、到達⽬標を可視化する。

カリキュラム上のコア科⽬を特定する。
各科⽬の評価基準をルーブリック（評価基準表）を作成して明⽰する。
カリキュラム・チェックリストで⽰す修得すべき知識・スキル・能⼒と整合性のある評価基準を設定す
る。
ルーブリックでDP対応をチェックする。

必修コアの到達⽬標に応じ、学修成果を可視化できる共通評価
を設定する。 計画通りにルーブリックが活⽤できているかを確認する。

必修コアの到達⽬標をほかの学修成果と関連させて分析し、学⽣
の学修到達度を可視化する。 学⽣の学修到達状況から、難易度等の調整を図り、教授法改⾰を検討する。

科⽬の履修順序を整備し、先修条件を明確にすることで、科⽬の
授業レベルを整備する。

先修条件の科⽬の到達レベルが後継科⽬のスタートレベルとなっているかを確認する。
カリキュラムマップで⽰す科⽬順序と評価基準の整合性を確保する。

各科⽬の評価基準を明確にし、到達⽬標を明⽰することで、カリ
キュラムの中での位置づけを明確にする。

カリキュラム・チェックリストで⽰す修得すべき知識・スキル・能⼒と整合性のある評価基準を設定す
る。

所属機関の⽬的・⽬標の達成に適した科⽬を配列し、ナンバリング
を⾏う。 可視化した履修プロセスに順序性が明⽰される科⽬番号をふる。

中教審答申、
通達、
他⼤学資料

カリキュラム評価のための現状
チェック

３つのポリシーを実現させるための授業科⽬の整理、統
合、追加

「育成する⼈材像」ステイトメン
ト

・建学の精神、教育理念、ミッションステイトメントと整合性が取れているか。
・策定するDPと齟齬がないか。

科⽬ナンバリング
他⼤学資料（ナンバリング⼿順書、科⽬ナンバリ
ング学内ルール）
学問分野⼀覧表

・共通ルールに則って作成しているか。
・学問領域・難易度が明⽰されているか。
・科⽬配置の偏在が起こっていないか。

・学⼒の3要素（知識・技能、思考⼒・判断⼒・表現⼒、主体性を持って多様な
⼈々と協働して学ぶ態度）を踏まえてあるか。
・受け⼊れ学⽣に求める学修成果となっているか。
・受験⽣にわかりやすい表現になっているか。

カリキュラム・チェックリスト、カリ
キュラム・マップ

⾃⼰点検・評価委員会等で確認し、全学意思決定会議に報告する。

作成に関する⽂献、他⼤学資料

・所属機関の教育⽬標、授業やカリキュラムに関する基本的な事項を確認する項
⽬があるか。
・学⽣の学修プロセスに対する配慮が確認できるか。
・所属機関の⽬的・⽬標にあった確認項⽬となっているか。
・現⾏のカリキュラムの改善⽅向を判断するための要素があるか。

⾃⼰点検・評価委員会等で確認し、全学意思決定会議に報告する。

・学⽣が何を学修するのかを⽰す評価規準が⽰されているか。
・評価の視点、或いは観点にあたる「記述語」が⽰されているか。
・学⽣が学修到達しているレベルを⽰す具体的な評価基準となっているか。
・評価の段階的⽔準、レベルが⽰されているか。
・コア科⽬全てに適⽤できる表現になっているか。
・レベルに⾶躍がないか。
・具体的な記述になっているか。

ルーブリック説明資料、
他⼤学作成事例
（共通科⽬ルーブリック、専⾨科⽬ルーブリック）

コア科⽬のルーブリック

学修プロセスの可視化
教育効果の向上のための科⽬精選

APステイトメント

審議会検討資料、
中教審ガイドライン、
学⼒の3要素に関する資料、
他⼤学資料

審議会検討資料、
中教審ガイドライン、
他⼤学資料、
カリキュラム評価のための現状チェック、
IR報告書

・学修プロセスに無理がないか。
・系統性（シークエンス）、広がりと深さ（スコープ）が明⽰されているか。
・全学で統⼀的な形式を取っているか。
・到達⽬標に対する科⽬の関連、寄与度が⽰されているか。
・到達⽬標に関連しない科⽬の配置がないか。
・科⽬間で内容の重複や漏れがないか。
・学⽣のモティベーションに配慮しているか。
・学⽣の発達段階、学修展開を考慮してあるか。
・作成されたカリキュラム・マップから⾒て、DPに齟齬がないか。

カ
リ
キ
⑃
ラ
ム
レ
ベ
ル

３つのポリシーを実現させるために、カリキュラム・マップ、カリキュラム・
ツリーを作成し、教育課程の構造を分かりやすく明⽰する。

３つのポリシー（ディプロマポリシー・カリキュラムポリシー・ア
ドミッションポリシー）の策定

「育成する⼈材像」ステイトメントの策定
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⾃⼰点検・評価報告書
教育課程編成（年間）スケ

ジュール

関係者へのリリース前年度スケジュール、
教育課程編成（前年度）進⾏実態、
会議開催スケジュール

・関係者へのリリースのタイミングから逆算した意思決定会議発議となっているか
（スケジュール管理）。
・意思決定に必要な会議⼿順が踏まえられているか（⼿続き管理）。

所属機関におけるカリキュラム編成に関わる組織や仕組みを確認
し、意思決定の⼿続きを把握する。

全学意思決定機関会議、教務委員会等の規程により意思決定する内容を確認し、適切な意
思決定の⼿続きを把握する。

教学改⾰計画
過去の中期計画・教学改⾰計画、
中期計画報告書、
他⼤学事例

・⾼等教育⾏政の流れを踏まえた計画となっているか。
・⼤学の課題が⼗分踏まえられているか。
・中⻑期的な教学改⾰の進⾏が具体的に検討されているか。

経営戦略⽴案会議等で原案を策定し、全学意思決定会議で決定する。

DP、CP、AP⾒直し報告 DP、AP、CP、シラバス、
学⽣実態調査分析レポート

・実際のカリキュラム運営と整合性が取れているか。
・学⽣の実態とあっているか。
・想定した学修成果があがっているか。

⾃⼰点検・評価委員会等で確認し、全学意思決定会議に報告する。

学内意思決定機関にてカリキュラムの実施における資源配分の原
則を策定する。 予算⽴案における策定⽅針を決定し、カリキュラム単位で仕分けする。

カリキュラム毎の財務分析を⾏い、評価する。 カリキュラム単位で収⼊・⽀出を算定し、学部間⽐較などにより、適性予算規模策定を⾏う。

原則を勘案しながら、カリキュラムで科⽬の追加新設、改廃の必要
性を⼗分検討し、運営する。

カリキュラム・チェックリスト等を⽤い、科⽬の担う機能の重複をチェックし、規模縮⼩あるいは追加な
どの必要性を精査する。

学⽣の学修⾏動や時間の把握・増加に関する取組 学部全体で授業外での課題を積極的に課し、授業外学修時間の拡⼤を図る。
課程を通じた学修成果（授業のみならず、授業のための事前準備
から事後の展開までを通して学⽣が⾝につける成果）の把握に関
する取組

授業アンケートを実施し、学⽣の学修活動について回答を求める。
学修時間に変化があったかをアンケート等で把握する。

学⽣の学修⾏動を可視化し、学修の阻害要因を抽出する。 学修プロセスにおける学⽣の達成状況可視化を⽬指し、指標作成を⾏う。

アカデミック・アドバイジング・
チェックリスト

学⽣成績推移データ

中教審審議会資料、
他⼤学資料

・成績について、指導すべき項⽬があがっているか。
・学⽣の学修に対する助⾔が企図される項⽬となっているか。
・学⽣の状況が判別できるデータとなっているか。

学修⽀援のためのアカデミック・アドバイジングを定期的に実施する。
（履修時、成績返却時を基本として、随時）

カリキュラムにおける学修プロセスにおいて、学⽣の状況をヒアリングし、がクセの現状認識を⽀援す
る。
アカデミック・アドバイジングで指導する内容のチェックリストを作成する。

教育研究業績評価結果（教
員別、学部別）

他⼤学資料、
シミュレーション資料

・⼤学・学部領域の特性に配慮した項⽬となっているか。
・教員の活動を適切に⽰すことができる基準となっているか。 教員の教育⾯の活動を可視化し、評価する。 教員の教育活動を、⾏動実績から可視データ化する。

授業アンケート

DP、CP、
設置基準、中教審答申、審議会資料、⽂科省
通達、私学事業団補助要件資料、他⼤学FD
資料、他⼤学シラバス⼿引書

・カリキュラム・チェックリスト、カリキュラム・マップの記載と整合性が取れているか。
・DPが到達⽬標との関連で記載されているか。
・授業前後の課題について、指⽰されているか。
・授業の学修成果毎に分析されているか。

課程を通じた学修成果（授業のみならず、授業のための事前準備
から事後の展開までを通して学⽣が⾝につける成果）を把握する。 授業の学修成果が到達されたか、確認する。

システム整備・インフラ整備等による学修⽀援環境の向
上 ポートフォリオ整備概算要求書

主な授業での提出課題状況、
システム開発⾒積、
他⼤学開発計画

・授業での提出物の格納に適切なシステムとなっているか。
・学⽣が提出した成果物を随時確認できるようになっているか。
・学⽣間での相互コメント等の機能が装備されているか。

提出物の格納やルーブリックなどのシステム整備を⾏う。 全学で、授業課題の提出、保管や成績基準の明⽰が可能となるようにツールの配備やシステム開
発などを⾏う。

３つのポリシー（ディプロマポリシー・カリキュラムポリシー・アドミッション
ポリシー）の策定 カリキュラム・チェックリスト、カリキュラム・マップに則ったシラバスを作成する。

ルーブリック（評価規準と評価資料・情報および評価基準）の活
⽤による、教育効果の可視化 授業の評価基準を明確にし、到達⽬標とともにシラバスに明⽰する。

学⽣の学修⾏動や時間の把握・増加に関する取組 授業前後に課題を付与し、授業前後の学修を促進する。
ファカルティ・ディベロップメント CPの下、各授業科⽬の学修成果を最⼤化するためにどういう授業⽅法があるかを提案する。

新しい学修⽅法取り⼊れの推進 CPで想定するスキルなどの育成⽅法としてアクティブ・ラーニングを紹介し、授業で活⽤できるように
⽀援する。

その他の教育⽅法の改善についての取組 授業間の授業⽅法の共有化を図るなど、学内での授業について話あう機会を設定する。
授業別提出課題⼀覧 他⼤学事例 ・学⽣に提出した成果物を随時確認させ、振り返りを進めているか。 システム整備・インフラ整備等による学修⽀援環境の向上 授業での提出物の格納により学修プロセス・成果を可視化し、リフレクションを促す。

授業アンケート シラバス作成⼿引き、他⼤学事例

・カリキュラム・チェックリスト、カリキュラム・マップの記載と整合性が取れているか。
・DPが到達⽬標との関連で記載されているか。
・授業前後の課題について、指⽰されているか。
・授業の学修成果毎に分析されているか。

課程を通じた学修成果（授業のみならず、授業のための事前準備
から事後の展開までを通して学⽣が⾝につける成果）の把握 授業の学修成果が到達されたか、確認する。

・カリキュラム上の授業の位置づけが踏まえられているか。
・各授業科⽬の学修成果が把握されているか。
・想定する学修成果に対し、授業⽅法のバリエーションに漏れ・偏りがないか。
・授業について話あう機会設定において、同じ領域の教員間だけでなく、異なる領

学校法⼈会計計算書類、資⾦収⽀内訳表、
⼈件費⽀出内訳表、学部別開講科⽬数、学
⽣数⼀覧、卒業⽣調査結果分析レポート、他
⼤学ベンチマーク資料

・プログラム別に収⽀バランスが取れているか。
・学部の個別事情が配慮されているか。

他⼤学資料
・学⽣の学修⾏動が把握・時間できる項⽬となっているか。
・学修成果（DP）ごとに、学⽣が学修できているかどうか確認できる項⽬となって
いるか。

・カリキュラム・チェックリスト、カリキュラム・マップの記載と整合性が取れているか。
・DPが到達⽬標との関連で記載されているか。
・授業前後の課題について、指⽰されているか。

学⼠課程教育の改⾰実現のロードマップ策定
学⼠課程教育の改⾰を実現するため、組織的・恒常的なP-D-C-
Aサイクル管理を⾏う。

授
業
レ
ベ
ル

カ
リ
キ
⑃
ラ
ム
レ
ベ
ル

ファカルティ・ディベロップメント FDセミナー企画書
授業コンサルティング計画書 他⼤学事例

シラバス作成⼿引き

DP、CP、
設置基準、中教審答申、審議会資料、⽂科省
通達、私学事業団補助要件資料、他⼤学FD
資料、他⼤学シラバス⼿引書

プログラム別収⽀報告

学⽣実態調査分析レポート、
卒業⽣アンケート

財政的に健全な学⼠課程教育運営

学⼠課程教育改⾰施策の⾒直しのための効果測定資
料作成

組織としての教育⼒向上施策

表 3-2 教学マネジメントの業務分析 
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2. 教学マネジメントの意思決定のプロセス 

先のステップで作成した「教学マネジメントの業務分析」に基づき、教学マネジメント

として行う業務の精査を行った。 

「教学マネジメントの業務分析」に挙げた業務はかなり詳細ではあるが、何をインプッ

トして、何をアウトプットするかという観点で手順の検討を行った結果、教学マネジメン

トを含む教学に関する意思決定のフローは概ね共通し、意思決定を文書化するアウトプッ

トにより、構成員に決定・合意形成事項が共有されていることが確認できた。 

つまり、意思決定のアウトプットに向けて、必要な根拠資料や参考情報を収集したうえ

で検討原案を作成し、これを会議体で検討承認するといった一連の流れは、意思決定の内

容が変わっても大きく変わることはなく、共通のプロセスであることが判明したのである。 

そこで、ここで確認した「教学に関する意思決定のプロセス」をフローにまとめ可視化

した（図 4）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

意思決定に必要な⽅針のための根拠資料の収集
• ⽬的・⽬標の明確化（⽅向性の確認：ベクトルの⼀致）
• ⽂科省資料のほか、課題解決のための他⼤学の先⾏事例、財務情報など

意思決定のレベルに応じた会議開催に向けた議題整理と議⻑との打合わせ
• ⽬的・⽬標の明確化（⽅向性の確認：ベクトルの⼀致）
• 何をどう検討して、何を決定し何を作成するかを決める

会議開催
• ⽬的・⽬標の明確化（⽅向性の確認：ベクトルの⼀致）
• 会議構成員への説明
• 作業依頼の場合は雛形、他⼤学資料等をつけて何を作成するのかを明⽰

→ 作業結果集約、全体案作成のための調整→会議にて全体を確認して承認

上位会議への審議・報告
• 承認会議体への審議・報告

⽬的・⽬標の明確化（⽅向性の確認：ベクトルの⼀致致） 

意思決定・エビデンス資料 

図 4 教学に関する意思決定のプロセス 
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3. 教学マネジメントの業務フロー 

「教学マネジメントの業務分析」に基づき、教学マネジメントを進める業務のプロセス

を PDCA の観点も踏まえて再整理し、「学士課程教育改革のための現状把握」、「学士課程

教育全体構造の明確化」、「学士課程教育の改革実施」、「学士課程教育の効果測定」、「学士

課程教育の見直し・課題抽出」、「学士課程教育の改善」にまとめた（図 5）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 教学マネジメントの業務フロー 
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ここでの各要素には、教学マネジメントの業務分析で抽出した機能を包含させている。

例えば、「学士課程教育改革のための現状把握」では「学生の実態把握」や「教育活動の可

視化」、「課程別収支状況の把握」といった IR 機能により状況把握を行うことを想定して

いるが、プロセスが進行したのちに行う「学士課程教育の効果測定」で同じ項目にてチェ

ックができる構造としている。また、「学士課程改革のロードマップ」については、「育成

する人材像」を起点に「ディプロマポリシー（DP）」、「カリキュラムチェックリスト、カ

リキュラムマップ」、「アドミッションポリシー（AP）」を策定・検討する流れを踏まえた

ものとし、データ等による現状把握を行いながら改革を実施し、大学全体に対する組織的

なマネジメント体制構築していくプロセスの可視化を目指した。 

4. 教学マネジメントを担う大学職員に求める能力 

先述のとおり、「教学マネジメントの業務分析」（表 3）にて、意思決定の一連の流れが

概ね共通であることが確認できたことから、「教学に関する意思決定のプロセス」（図 4）

に整理を行ったが、同時に、この検討において、アウトプットとして作成される文書は意

思決定のエビデンスとなっていることが確認できた。これは、意思決定の結果として作成

する文書に組織にとって重要な機能があると捉えることができることから、本研究では、

「学士課程教育の改革実施」で意思決定するために、「必要となる文書が作成できているこ

と」を以て「教学マネジメント」が機能している状態と捉えることとした。 

そのため、「教学マネジメントを担う大学職員に求める能力」は 

   ①教学マネジメント（＝意思決定事項）を進めるために、 

   ②必要資料を読み込み理解したうえで、 

   ③チェックポイントに則って確認しながら、 

   ④作成文書の様式に則り、たたき台を作成することができる 

能力である、と整理した。 

5. 教学マネジメントに関する成果物のエキスパートレビュー1 

これまでに集約した「教学マネジメントの業務分析（表 3−1〜表 3−2）」、「教学に関する

意思決定のプロセス（図 4）」、「教学マネジメントの業務フロー（図 5）」について、以下の

とおりエキスパートレビューを行った。 
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(1) エキスパートレビュー1 の概要 

① エキスパートレビュー1 の対象者 

大学職員経験の長い熟達者から、特に教務事務に精通する職員 2 名により行った。 

② エキスパートレビュー1 のヒアリング項目 

「教学マネジメントの業務分析（表 3−1～3−2）」、「教学に関する意思決定のプロセス

（図 4）」、「教学マネジメントの業務フロー（図 5）」について、内容の概要説明ののち、

想定した業務フローなどの一連の流れ、抽出した業務に違和感がないか、意見を求めた。 

(2) エキスパートレビュー1 の結果 

エキスパート 1・2 からのコメントは以下の通りである。 

① エキスパート 1 

＜属性＞ 

大阪府私立 O 大学勤務、60 代男性 

国立大学職員として文部省出向を含め長く勤務し、元愛媛県国立 E 大学にて総務部長、

私立 O 大学にて教務部事務部長を歴任。大学行政管理学会元理事。 

＜コメント＞ 

x 教学マネジメントとして想定している業務は理解できる。答申等の指摘と齟齬もない

ように思う。 

x 教学マネジメントとして意思決定に向けての委員会の流れなど、意思決定に関するフ

ローは、実際の業務の流れと合致していると思う。 

x 教学マネジメントの業務フローについては、大きな流れはわかるが、3 つのポリシー

策定など教育課程の枠組み設定・運営については、教育課程全体で設定するもので、

実施前に全体像を決めて進める。本来の考え方からいけば、毎年の整備は必要ない。

単年度の業務ではないのではないか。 

x 育成する人材像、3 つのポリシーの業務体系の構成が違っている理由はなにか、整理

できていないのではないか。 

x カリキュラムチェックリスト、カリキュラムマップは、成果物とする方が適切ではな

いか。 

 



19 
 

② エキスパート 2 

＜属性＞ 

京都府国立 K 大学勤務、50 代男性 

学長室、法人部門などを歴任し、現在教育企画、学生支援業務担当次長。 

＜コメント＞ 

x 教学マネジメントとしての業務で会議原案作成とする場合、ワーキンググループなど

を設置するケースもあるが、それも含めた原案作成と考えれば、意思決定のフローに

違和感はない。 

x 教学に関する業務全体として、教学マネジメントの業務一覧に特に大きな異論はない。

教育課程ごとの収支状況に関するところは、これまで教学としてというよりは概算要

求で見ているように思うが、教学マネジメントの定義から、含めたいという考えは理

解できる。 

x 実際の業務としては、実施と効果検証のためのデータ収集が基本で、これを繰り返し

ながらスパイラルしていくようなイメージではないか。 

x PDCA は、まず計画立案からはじまるところに問題があるとして、最近新たな考え方

である OODA がある。OODA は、状況観察（Observe）と目標設定（Orient）によ

り決定（Decide）し、行動（Act）するものである。教学マネジメントについても、

同じ考え方が取り入れられるのではないか。 

 

(3) エキスパートレビュー1 に対応した改善 

エキスパート 1・2 のレビューに対応し、以下の改善を行った。 

① 改善対応 1 

x 線上で作成していたフローをサイクル形式に修正。 

x 教育課程を単年度ではなく、（4 年制課程の場合）学生の入学から卒業までの 4 年間

で捉え直し、このマネジメントとしてフローを整理し直した。 

x 育成する人材像、DP、CP（カリキュラムポリシー）、AP の考え方を整理し、外部と

の接続の観点からDPとAPに外部のニーズや到達基準を検討のためのインプットと

して取り入れた。 
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x CP については策定を目標とし、CP 策定の際に作成するカリキュラムチェックリス

ト、カリキュラムマップ、シラバス、コア科目ルーブリック、ナンバリングを成果物

とした。 

x 学士課程改革としての施策を並べ替えた。 

 

以上から、「教学マネジメントの業務フロー」を見直し、教学マネジメントで扱う学び

を入学から卒業までの（4 年制課程の場合）4 年のなかで現状把握を行ったうえで計画

立案、計画に基づいた改革実施、さらに結果の状況把握から計画修正、とのサイクルで

進めて行くことを「教学マネジメントの全体像」（図 6）として表し教学マネジメントに

関する業務の全体像を可視化した。また、「教学マネジメントの業務分析」を見直し、「教

学マネジメントの体系図」（図 7−1〜7−3）にまとめ直し、具体的な業務との関連を体系

的に示した。 
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(1) エキスパートレビュー2 の概要 

③ エキスパートレビュー2 の対象者 

大学職員経験の長い熟達者から、特に教務事務に精通する職員 1 名と、国立・私立大

学にて執行部経験を有する教員 1 名に行った。 

④ エキスパートレビュー2 でのヒアリング項目 

「教学に関する意思決定のプロセス（図 4）」、「教学マネジメントの全体像（図 5）」

「教学マネジメントの体系図（図 6）」について、内容の概要を説明したのち、想定した

業務フローなどの一連の流れ、抽出した業務に違和感がないか、意見を求めた。 

(2) エキスパートレビュー2 の結果 

エキスパート 3・4 からのコメントは以下の通りである。 

① エキスパート 3 

＜属性＞ 

兵庫県私立 K 大学勤務、50 代男性 

教務関連業務を中心に、教職支援センター、事務局部長などを歴任し、現在学園サポー

トセンター事務部部長、学園教職支援センター長（教職課程改革担当）。 

＜コメント＞ 

x 教務事務をベースにした教学マネジメントという考えは共感する。大学の使命はやは

り人材の育成、教育と考えるので、教務事務からの発展としてのマネジメントにより

学生の育成ができることが重要だと考える。 

x こうした役割はマニュアルで達成できるものではないように考える。 

x アウトプットの資料をもって意思決定を進めて行く構造は間違いないが、収集する資

料を選別しており、そこにさまざまな知識やノウハウを活用しているように思う。 

x 教員や学生との関係、地域との関係など、大学の教育を最大化するために職員がすべ

きことは幅広い。教学マネジメントとして挙げられている要素は教育の整備として重

要で、現状把握と計画立案、実施の流れに問題はないと思う。 

x 実態把握としての情報収集からいけば、入学した学生だけを対象に分析するのではな

く、入学しなかった学生を対象にした調査も必要ではないか。 
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② エキスパート4 

＜属性＞ 

大阪府私立 O 大学勤務、60 代男性。愛知県国立 N 大学、私立 M 大学にて執行部経験を

歴任する教員。現在私立 O 大学にて学長補佐職。 

＜コメント＞ 

x 意思決定は、会議開催前に行われているのではないか。一連のプロセスで形成してい

るのは合意形成ではないか。 

x 教学マネジメントは、非常に経営的なものと位置づける。その観点をうまく取り込む

ことが重要。 

(3) エキスパートレビュー2 に対応した改善 

エキスパート 3・4 のレビューに対応し、以下の改善を行った。 

① 改善対応 2 

x 「教学に関する意思決定のプロセス」（図 4）を「教学に関する意思決定・合意形成の

プロセス」と修正。 

 

方向性という意味で、意思決定は会議開催前に決定しているとのエキスパート 4 の指

摘には妥当な部分もあるが、教学に関する意思決定と同時に合意形成が図られることも

あり、場面により異なる可能性もあることから、エキスパート 4 の意見も取り入れたう

えで「意思決定」も残し、「教学に関する意思決定・合意形成のフロー」と修正すること

とした。 

エキスパート 3のコメントで指摘を受けた入学前の志願者による大学評価は重要な観

点ではあるが、これは AP として志願者に示すというよりは募集戦略としての対策と捉

えるべき観点で、本研究では教学マネジメントが正課課程でのマネジメントに特化して

検討していることからこの観点を本研究としては採用せず、教学マネジメントに関して

集約した資料について妥当性・適切性が担保されたものとした。 
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図 8 教学に関する意思決定・合意形成のプロセス 
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第5章 教学マネジメントのための業務支援ツールの開発 

1. 業務支援ツール開発の理論的背景 

「教学マネジメントの業務分析（表 3-1～表 3-2）」作成に際し、教学マネジメントに関

する業務を作業に分解し再整理していったが、この課程で業務に必要となる知識にかなり

重複があることが判明した。知識・スキルと業務は 1 対 1 の関係になく、必要となる知識

やスキルは業務とかなり複合的に関係していると考えられる。この結果、分解された個々

の業務に対応するにも多岐にわたる情報を踏まえ業務にあたることになり、業務の障壁を

高めてしまうことになる。 

教学マネジメントに関する情報は、審議会等で紹介された高等教育の研究者など有識者

による知識・情報が文科省を通じて開示されるなど、非常に多くの情報が提供されるが、

それを業務に活用できる状態にすることは容易ではなく、この結果として、教学マネジメ

ントを担う人材が育っていないといえる。そのため、教学マネジメントを担うには、スタ

ッフが教学マネジメントに関する情報をいかにうまく業務で活用できるようになるかが非

常に重要な課題となる。 

こうした分析に基づき、教学マネジメントに関する情報の活用に対する支援として、ジ

ョブエイド開発が有効ではないかと考えることができる。根本・市川他（2015）によると、

ジョブエイドとは「パフォーマンス支援の一部」とされ、「ある仕事のパフォーマンスを支

援し、よりよいパフォーマンスに導くための道具の総称」、「単に情報と手続きを支援する

もの（マニュアル等）ではなく，決断を支援し，助言し，導くものを含む」（根本・市川他 

2015:152）と定義している。つまり、ジョブエイドは業務を進めていくうえで必要となる

情報をうまく取捨選択し、配慮を要するポイントに対する注意を喚起するなどの効果が期

待できる支援するツールであると捉えることができる。そこで本研究では、ジョブエイド

を活用することによって教学マネジメント業務が推進できるとの仮説を設定し、ジョブエ

イドシステムによる情報活用が可能となる業務支援ツールを開発し、その効果を検証する。

具体的には、教学マネジメントで想定するいずれか任意の業務に対しジョブエイドを作成

し、ジョブエイドを活用して業務支援を行うことで教学マネジメントとして求めるアウト

プットが可能となるかどうかを検証する。任意の業務についてジョブエイドの効果が確認

できれば、他の業務についてもジョブエイドを作成すればアウトプット作成が可能となる

との考えによる。 
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2. 業務支援ツールの基本コンセプト 

教学マネジメントは、これまで見てきたように、意思決定のアウトプットに向けて、必

要な根拠資料や参考情報を収集したうえで検討原案を作成し、これを会議体で検討承認す

るといった一連の流れは、意思決定の内容が変わっても大きく変わることはなく、共通の

プロセスであることが判明している。よって、いずれか任意の業務について、ジョブエイ

ドにより業務支援を行うことでアウトプット作成が可能となることが確認できれば、他の

業務についてもジョブエイドを作成すればアウトプット作成が可能となるとの考えによる。 

先に見たとおり、非常に多くの情報から有益な情報を選別し活用することで進めていく

業務に対し、適切な支援を行うことによって業務を支援することがジョブエイドの効果で

ある。 

本研究では、業務に必要な幅広い情報や既存文書を活用することができれば、教学マネ

ジメントの業務は一定レベルまで実効化できるとの仮説のもと、教学マネジメントに対す

るジョブエイドを設定し、ジョブエイドの効果を検証する。 

3. 教学マネジメントのための業務支援ツール要件定義 

(1) 教学マネジメントを支援するツールの対象業務 

本研究では、業務に必要な情報や既存文書を活用する能力があれば、教学マネジメント

の業務は一定レベルまで実効化できるとの仮説のもと、求められる意思決定に必要な情報

や既存文書を活用するための業務支援ツールとしてジョブエイドを開発し、意思決定に必

要な新たな文書等の作成を可能にすることを目指すものである。 

教学マネジメントのいずれか任意の業務について、ジョブエイドにより業務支援を行う

ことでアウトプット文書の作成が可能となることが確認できれば、他の業務についてもジ

ョブエイドを作成すればアウトプットが可能となるとの考えによる。 

ここでは、教学マネジメントの業務のなかでも、既存科目の順次性を検討し付番する「科

目ナンバリング」が、作業の複雑性が比較的低いにも関わらずカリキュラムの現状可視化

の効果は大きいことから、最初に取り組むことが妥当と判断し、プロトタイプ開発の課題

として抽出する。評価者に科目一覧表を配布し、事前に提示資料のみでナンバリング作業

を行ったのち、ジョブエイドを追加配布、ジョブエイドを用いて再度ナンバリング作業を

実施する。ジョブエイドなしでナンバリングを行う場合と、ジョブエイドを活用して行う

場合とを比較し、ジョブエイドの効果を検証する。 
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(2) 対象者と到達目標 

① 対象者 

本研究では、エントリーレベルの教務系事務職員が教学マネジメントを担うことを目的

としている。そのため、本研究でのジョブエイドの対象者を、最低限の教務事務の流れを

経験しているものとし、具体的な経験業務（履修登録、時間割編成、学部設置、学部経費

概算要求等）はチェックするに留め、教務系実務経験を 1 年以上有している大学職員と設

定する。 

前提条件として教務系事務の経験を問うものの、具体的な経験業務により抽出を行わな

いのは、教務系実務の階梯性が明確でなく、分散して担当している可能性が高いことから、

教学マネジメント業務の要件とすることが難しいとの考えによる。 

② 学習者の到達目標 

ジョブエイドを使うことで教学マネジメント業務として、意思決定に必要な文書等が作

成できることを本研究での学習者の到達目標とする。 

業務支援ツールを活用することは、業務に必要な知識・スキルを確認して業務を進める

ことになり、結果的に知識・スキルの活用方法を身につける学習機会にもなると考えるが、

ここでは、提供する支援内容を修得することは到達目標としない。 

(3) 教学マネジメントの支援ツールと試行業務の設定 

① ジョブエイドなしの状態 

本研究ではジョブエイドとして業務支援ツールを活用することの効果を検証するが、初

期状態を「ジョブエイドを用いずに一般的に流布している中教審説明資料・他大学資料だ

けを資料とする状態」とする。具体的には、中教審答申での用語説明、中教審各種分科会

等の審議会資料のほか、大学間で共通使用可能な学問分野一覧表と、参考事例として他の

複数大学の同じ領域のカリキュラムにおける科目ナンバリング一覧を事前提示資料として

提示する。 

② ジョブエイド 

ナンバリングのための業務支援ツールで、ナンバリングの目的、構成する要素や機能を

説明したうえで、プロトタイプの基とするナンバリングのルールを示し、何をチェックし

ながら作業を進めるか、作業手順、作業後のチェック項目を示すものである。 
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③ ジョブエイド 

ナンバリングのための業務支援ツールで、ナンバリングの目的、構成する要素や機能を

説明したうえで、プロトタイプの基とするナンバリングのルールを示し、何をチェックし

ながら作業を進めるか、作業手順、作業後のチェック項目を示すものである。 

④ 試行業務 

実際の科目一覧にナンバリングを付番する作業を試行業務とする。 

4. 教学マネジメントの業務支援ツールの形成的評価（１対１評価） 

(1) 1 対 1 による形成的評価の計画 

① 対象者 

教務系業務の担当歴 1 年以上 5 年未満の大学職員を対象とする。 

教務系以外の業務歴を問わないため、基本的に年齢は問わないが、本研究ではエントリ

ーレベルの大学職員にジョブエイドを使用することで業務対応可能な状況を目指すことか

ら、管理職に就いている大学職員は中心対象者としない。 

本研究で想定するジョブエイドの使用対象者は、教務歴 1 年以上 5 年未満を中心として

いるため、対象者レベルに大きな差はない。よって、形成的評価の対象者を業務経験のレ

ベルによって High、Middle、Low にグループ分けする必要はない。 

② 実施方法（概要） 

まず作業 1 を実施し、そののちジョブエイドを用いた作業 2 を実施する。 

ジョブエイドの有効性と妥当性を評価するために実施するため、１対１による形成的評

価にて大きな改善点は抽出されなかった場合は、作成したジョブエイドの有効性と妥当性

が確認されたと判断し、形勢的評価を終える。形成的評価により重要な改善点が判明した

場合はジョブエイドの改善を行い、形成的評価を続行する。 

③ 実施方法（詳細） 

まず、形成的評価として作業 1 を実施したのち、作業 2 を実施し、感想について質問す

ることを説明する。 

次に、作業 1 について以下を説明し、作業を実施してもらう。 

作業課題：資料 2・3・4・6・7・8 を用い、資料 5 の表をうめること 

作業時間：20 分程度（20 分で終わらない場合も、20 分程度で作業を中止する） 



32 
 

資料 2：教審答申用語集（抜粋） 

資料 3：中教審高大接続部会配布資料（抜粋） 

資料 4：学問分野一覧表 

資料 5：科目ナンバリング付番表（科目名、単位数、講義形態、配当年次が記載） 

資料 6：他大学ナンバリング一覧（1） 

資料 7：他大学ナンバリング一覧（2） 

資料 8：ナンバリング科目シラバス 

※資料 1 は抜け番 

作業 1 終了後、作業 2 について、以下の説明を行い実施してもらう。 

作業課題：作業 1 で使用した資料 2・3・4・6・7・8 に加え、資料 10 を用い資料 16

をうめること 

作業時間：20 分程度（20 分で終わらない場合も、20 分程度で作業を中止する） 

資料 2：教審答申用語集（抜粋） 

資料 3：中教審高大接続部会配布資料（抜粋） 

資料 4：学問分野一覧表 

資料 6：他大学ナンバリング一覧（1） 

資料 7：他大学ナンバリング一覧（2） 

資料 8：ナンバリング科目シラバス 

資料 10：業務支援ツール・科目ナンバリングのマニュアル 

資料 16：科目ナンバリング付番表（資料 5 と記載科目・内容は同じ） 

※資料 1・9 は抜け番 

作業 2 終了後、以下の項目を中心に、1 対 1 でヒアリングを行う。 

・ 作業の難易度 

・ 作業後の疲労度 

・ ナンバリングの作業のスピード 

・ ナンバリング作業の理解度 

・ ナンバリング作業の完成度 

・ ナンバリング作業の理解度 

・ 完成度に対するジョブエイドの有無による相違 

・ マニュアルの役立ち度、使いやすさ、使いにくさ 
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・ マニュアルの有無による作業難易度の違い 

・ マニュアルの改善した方がよいところ 

・ ナンバリング作業全般についての感想 

・ 教務事務担当歴（通算年数） 

・ 所属大学でのナンバリング導入状況 

・ ナンバリングについての既存知識 

・ ナンバリング作業経験の有無 

・ 日常業務と過去に経験した教務事務 

・ ナンバリング作業を実施した領域についての学習経験、業務経験 

なお、使用する資料は本研究全体を通じて共通であるが、後述の通り形成的評価にて資

料の追加・提示順序の検討を行っているため、資料番号は変動している。よって、形成的

評価で使用した資料の番号については付録として添付する。 

(2) 形成的評価の結果集約 

① 評価者 1 

＜属性＞ 

大阪府私立 O 大学勤務、20 代女性、教務事務担当 2 年目。現在教務部門に所属、全学

共通教育部門事務担当。教務課での勤務までに入試部門で実施業務担当。 

＜作業時間＞ 

1 回目（ジョブエイド使用前） 18 分 

2 回目（ジョブエイド使用） 15 分 

＜得られた感想＞ 

x マニュアルがあっても、ナンバリングがどういうものか、詳しくはわからない。 

x 資料のどこをどう見たらいいのかわからない。 

x 参照する他大学資料が 1 例だけだったので、なんとなく求める作業は理解できるがか

なり曖昧で、似たようなものを設定するだけに過ぎず、マニュアルなしでは確信が持

てない。（マニュアルがあっても確信は持てないが、マニュアルなしでは書き込むの

も自信が持てない。） 

x シラバスから得られる情報でかなり補充できた。特に、関連科目の記載により、科目

の学習順序が推測できた。 
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x マニュアルがないと、複数の年次にわたった科目の難易度レベルが決められない。 

x チェックリストを使うタイミングがわからない。 

＜実施により判明した改善点＞ 

x ナンバリングの目的について、説明を追加し、必要性に関する内容を補充。 

x 「手順」の説明を追加し、資料の使い方について説明を補足。 

x マニュアルなしで提示する他大学の資料を追加し、参照情報を増やした。 

x チェックリストをマニュアルの最後に組み込み、一連として手順に追加。 

＜ジョブエイドの改善対応＞ 

 科目ナンバリングのためのジョブエイド（マニュアル）A_v2→Av3 

 科目ナンバリングのチェックポイント・注意点 v2 

  →科目ナンバリングのマニュアル Av3 に統合 

＜ナンバリング結果＞ 

表 4 形成的評価ナンバリング付番結果（評価者 1） 

科目名 配当・授業形態・単位 想定する付番 ジョブエイドなし ジョブエイドあり 

入門経済学 1 1年次・講義・2単位 ECT101 ECO11  

入門経済学 2 1年次・講義・2単位 ECT102 ECO12  

基礎経済学 1年次・講義・2単位 ECT103 ECO13  

ミクロ経済学 2年次・講義・2単位 ECT201 ECO21  

マクロ経済学 2年次・講義・2単位 ECT202 ECO22  

統計学総論 1 2年次・講義・2単位 ECS201 ECS21  

統計学総論 2 3年次・講義・2単位 ECS301 ECS31  

外国経済史 1年次・講義・2単位 ECH101 ECH12  

日本経済史 1年次・講義・2単位 ECH102 ECH11  

経済政策 2～4年次・講義・2単位 ECP201 ECP21  

金融論 2〜4年次・講義・2単位 MOF201 MOF21  

財政学 2〜4年次・講義・2単位 PFP201 PFP21  

行政法 1 2〜4年次・講義・2単位 PUL201 PFP  

租税論 3〜4年次・講義・2単位 PFP301 PFP  

公共政策 1 3〜4年次・講義・2単位 ECP301 PFP2  
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公共政策 2 3〜4年次・講義・2単位 ECP302 PFP  

地方財政論 3〜4年次・講義・2単位 PFP302 PFP  

労働経済学 1 3〜4年次・講義・2単位 ECP303 ECO31  

労働経済学 2 3〜4年次・講義・2単位 ECP304 ECO32  

行政法 2 3〜4年次・講義・2単位 PUL301 PFP  

① 結果考察 

x ジョブエイド使用後の結果が散逸してしまったためジョブエイド使用前後の分析が

できない。 

x ジョブエイドなしでの回答 14 科目、70.0% 

x 想定する付番との適合率 

ジョブエイドなしの場合 5 科目、25.0%（基本的な考え方の適合注を含めた科目数） 

ジョブエイドあり・基本的な考え方の適合を含めた科目数 7 科目、35.0％ 

※想定する付番は、経済学領域のカリキュラム担当教員の協力により作成した。 

※注：基本的な考え方の適合とは、通し番号以外が適合していることを指す。 

x シラバスをよく読むことでかなり情報は収集できている。 

x 学修段階の付番は、学年指定で単純に選択できる場合はすぐに付番できるが、複数年

次にわたる配置の科目はマニュアルでルールが設定されていないと付番が難しい。 

x 経済学の領域は、比較的学問体系が整理されており、どの大学もカリキュラムが類似

しているため、他大学の資料から学問分野のルールが推測しやすい。 

② 評価者 2 

＜属性＞ 

愛知県国立 N 大学勤務、30 代男性、現在社会連携部門に所属。教務事務担当歴 1 年。

過去に学部教務を担当。 

＜作業時間＞ 

1 回目（ジョブエイド使用前） 20 分（完了せず） 

2 回目（ジョブエイド使用） 22 分 

＜得られた感想＞ 

x マニュアルがないと、そもそもナンバリングの必要性などがわからず、作業に支障を

来たす。 
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x 資料のどれが他大学の資料で、どれが自大学の資料かの区別ができず、資料の使い方

がわかりにくい。 

x 作業を進める手順がわかりづらい。 

x 学修段階についてはマニュアルなしでなんとかなるが、学問分野はマニュアルなしで

は難しい。 

x 通し番号自体は難しくないが、どう付番するかのルールがわからずに付番だけするの

は困難である。 

x 悩みはするが、マニュアルがあればナンバリングの作業はできると思う。 

＜実施により判明した改善点＞ 

x 調査説明で資料に関する説明を追加。 

x 全体の作業を「マニュアルの使い方」として追加。 

＜ジョブエイドの改善対応＞ 

 科目ナンバリングのためのジョブエイド_Av3→Av4 

x マニュアルの使い方、学内ルール・手順の説明について見直し、整理。 

x ナンバリングの手順を、ナンバリングの構成要素別に分けて記載するとともに、構成

要素の作業順序も説明を追加。 

x チェックリストの項目見直しと追加、整理。 

 科目ナンバリングのためのジョブエイド_Av4→Av5 

＜ナンバリング結果＞ 

表 5 形成的評価ナンバリング付番結果（評価者 2） 

科目名 配当・授業形態・単位 想定する付番 ジョブエイドなし ジョブエイドあり 

入門経済学 1 1年次・講義・2単位 ECT101 ECT103 ECO101 

入門経済学 2 1年次・講義・2単位 ECT102 ECT104 ECO102 

基礎経済学 1年次・講義・2単位 ECT103 ECT105 ECO103 

ミクロ経済学 2年次・講義・2単位 ECT201 ECT201 ECT201 

マクロ経済学 2年次・講義・2単位 ECT202 ECT202 ECT202 

統計学総論 1 2年次・講義・2単位 ECS201 ECS201 ECS201 

統計学総論 2 3年次・講義・2単位 ECS301 ECS301 ECS301 

外国経済史 1年次・講義・2単位 ECH101  ECH101 
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＜結果考察＞ 

x ジョブエイドなしでの回答 11 科目、25.0% 

x 想定する付番との適合率 

ジョブエイドなしの場合 5 科目、25.0%、ジョブエイドありの場合 15 科目、75.0% 

ジョブエイドなし・基本的な考え方の適合注を含めた科目数 8 科目、40.0％ 

ジョブエイドあり・基本的な考え方の適合注を含めた科目数 15 科目、75.0％ 

※想定する付番は、経済学領域のカリキュラム担当教員の協力により作成した。 

※注：基本的な考え方の適合とは、通し番号以外が適合していることを指す。 

x ミクロ経済学、マクロ経済学など、経済学の領域では代表的な科目名の科目は、どの

大学のカリキュラムでも用いるため、学問分野の選択が行いやすく、単純にジョブエ

イドなしで作業可能である。（ミクロ経済学 ECT201、マクロ経済学 ECT202） 

x 学修段階を適切に付番するにはジョブエイドが必要なことが見てとれる。（財政学） 

③ 評価者 3 

＜属性＞ 

大阪府私立 O 大学勤務、30 代男性、現在法人広報部門に所属。教務事務担当歴 4 年。

過去に教務課で資格関係、学部事務担当。 

日本経済史 1年次・講義・2単位 ECH102  ECH102 

経済政策 2〜4年次・講義・2単位 ECP201  ECP201 

金融論 2〜4年次・講義・2単位 MOF201 MOF201 MOF201 

財政学 2〜4年次・講義・2単位 PFP201 PFP301 PFP201 

行政法 1 2〜4年次・講義・2単位 PUL201  PUL201 

租税論 3〜4年次・講義・2単位 PFP301  ECT301 

公共政策 1 3〜4年次・講義・2単位 ECP301 PFP302 ECP301 

公共政策 2 3〜4年次・講義・2単位 ECP302 PFP303 ECP302 

地方財政論 3〜4年次・講義・2単位 PFP302  ECT302 

労働経済学 1 3〜4年次・講義・2単位 ECP303  ECP303 

労働経済学 2 3〜4年次・講義・2単位 ECP304  ECP304 

行政法 2 3〜4年次・講義・2単位 PUL301  PUL301 
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＜作業時間＞ 

1 回目（ジョブエイド使用前） 16 分 

2 回目（ジョブエイド使用） 15 分 

＜得られた感想＞ 

x 資料が分類されていないため、資料ごとの関係が分からないため、マニュアルなしで

は使いにくい。（マニュアルがあれば問題ない。） 

x ナンバリングというものを知っているひとでなければ、作業で何をアウトプットする

のかわからない。 

これは細部まで資料をしっかり読めばわかることだと思うが、そこまで詳細には見な

いので、曖昧な捉え方で進めることになり、負担感が高い。 

x マニュアルがあると、ナンバリングが何を目的としたもので、そのためにどういう機

能を持たせたものなのか、どういう手順で進めていくのかがはっきりするので、負担

感も減り、作業がスムーズになった。 

x こうしたマニュアルを使って作業をすることで、教務歴 2 年目後半以降の職員なら、

ナンバリングの作業はできると思うし、こうした作業を通じて教学マネジメントの教

学計画立案の提案ができるようになっていくと思う。 

x ジョブエイドでの説明項目の順序が、学内ルール、構成要素、手順という説明の展開

の方が作業で必要な情報の順序と合っていて理解しやすい。 

x 経済学という領域は、比較的学問体系が整っているのでわかりやすく、作業しやすい。 

＜実施により判明した改善点＞ 

x ジョブエイドでの説明項目を、学内ルール、構成要素、手順という説明順序に変更。 

＜ジョブエイドの改善対応＞ 

 科目ナンバリングのためのジョブエイド_Av4→Av5 

＜ナンバリング結果＞ 

表 6 形成的評価ナンバリング付番結果（評価者 3） 

科目名 配当・授業形態・単位 想定する付番 ジョブエイドなし ジョブエイドあり 

入門経済学 1 1年次・講義・2単位 ECT101 E1101 ECO101 

入門経済学 2 1年次・講義・2単位 ECT102 E1102 ECO102 

基礎経済学 1年次・講義・2単位 ECT103 E1103 ECO103 
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ミクロ経済学 2年次・講義・2単位 ECT201 E2201 ECO201 

マクロ経済学 2年次・講義・2単位 ECT202 E2202 ECO202 

統計学総論 1 2年次・講義・2単位 ECS201 E2241 ECS201 

統計学総論 2 3年次・講義・2単位 ECS301 E3341 ECS301 

外国経済史 1年次・講義・2単位 ECH101 E1104 ECH101 

日本経済史 1年次・講義・2単位 ECH102 E1105 ECH102 

経済政策 2〜4年次・講義・2単位 ECP201 E2211 ECP201 

金融論 2〜4年次・講義・2単位 MOF201 E2221 MOF201 

財政学 2〜4年次・講義・2単位 PFP201 E2222 MOF202 

行政法 1 2〜4年次・講義・2単位 PUL201 E2212 LAW301 

租税論 3〜4年次・講義・2単位 PFP301 E3321 PFP301 

公共政策 1 3〜4年次・講義・2単位 ECP301 E3311 PFP301 

公共政策 2 3〜4年次・講義・2単位 ECP302 E3312 PFP302 

地方財政論 3〜4年次・講義・2単位 PFP302 E3313 PFP303 

労働経済学 1 3〜4年次・講義・2単位 ECP303 E3301 ECO301 

労働経済学 2 3〜4年次・講義・2単位 ECP304 E3302 EC0302 

行政法 2 3〜4年次・講義・2単位 PUL301 E3314 LAW302 

＜結果考察＞ 

x 想定する付番との適合率 

ジョブエイドなしの場合 0 科目、0.0%、 

ジョブエイドありの場合 6 科目、30.0% 

ジョブエイドあり・基本的な考え方の適合注を含めた科目数 8 科目、40.0% 

※想定する付番は、経済学領域のカリキュラム担当教員の協力により作成した。 

※注：基本的な考え方の適合とは、通し番号以外が適合していることを指す。 

x 資料から学問分野を設定する情報を類推することができるとの想定だったが、分野コ

ードを 3 区分（E1～E3）、数字 2 桁（10〜31）、通し番号、との独自のルールで科目

を分類している。 

これは、ナンバリングに学外との共通性の必要に対する理解なしに設定していること

から生じるため、ナンバリングについて事前の知識がなければ、ジョブエイドなしで
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は困難な部分である。これは、事前の資料から丁寧に読み取れば理解可能だが、資料

読み込みレベルは個人の属性にもよることが見てとれる。 

x 業務上扱ったことはないが、経済学領域には公務員試験対策等である程度習熟してい

るとの思いがあったとの感想で、シラバスなど提示資料をあまり活用しない様子であ

ったことが、結果に直結していると思量する。思い込みで資料をよく読み込まずに作

業をするタイプの職員には、むしろ明確なルールを示すと、それに沿ったアウトプッ

トをする傾向も聞き取ることができ、ジョブエイドの効果といえる。 

(3) 業務支援ツールの評価基準の妥当性再検討 

評価者 3 までの 3 名の 1 対 1 評価を終え、3 名の評価結果について振り返り、以下の通

り評価基準の妥当性について再検討を行った。 

① 評価者 1～3 のナンバリング付番結果 

表 7 評価者 1～3 のナンバリング付番結果まとめ（科目別） 

科目名 
想定する

付番 

評価者 1 評価者 2 評価者 3 

ジョブエイド 

なし 

ジョブエイド 

あり 

ジョブエイド 

なし 

ジョブエイド 

あり 

ジョブエイド 

なし 

ジョブエイド 

あり 

入門経済学 1 ECT101 ECO11  ECT103 ECO101 E1101 ECO101

入門経済学 2 ECT102 ECO12  ECT104 ECO102 E1102 ECO102

基礎経済学 ECT103 ECO13  ECT105 ECO103 E1103 ECO103

ミクロ経済学 ECT201 ECO21  ECT201 ECT201 E2201 ECO201

マクロ経済学 ECT202 ECO22  ECT202 ECT202 E2202 ECO202

統計学総論 1 ECS201 ECS21  ECS201 ECS201 E2241 ECS201 

統計学総論 2 ECS301 ECS31  ECS301 ECS301 E3341 ECS301 

外国経済史 ECH101 ECH12   ECH101 E1104 ECH101

日本経済史 ECH102 ECH11   ECH102 E1105 ECH102

経済政策 ECP201 ECP21   ECP201 E2211 ECP201 

金融論 MOF201 MOF21  MOF201 MOF201 E2221 MOF201

財政学 PFP201 PFP21  PFP301 PFP201 E2222 MOF202

行政法 1 PUL201 PFP   PUL201 E2212 LAW301

租税論 PFP301 PFP   ECT301 E3321 PFP301 
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公共政策 1 ECP301 PFP2  PFP302 ECP301 E3311 PFP301 

公共政策 2 ECP302 PFP  PFP303 ECP302 E3312 PFP302 

地方財政論 PFP302 PFP   ECT302 E3313 PFP303 

労働経済学 1 ECP303 ECO31   ECP303 E3301 ECO301

労働経済学 2 ECP304 ECO32   ECP304 E3302 EC0302 

行政法 2 PUL301 PFP   PUL301 E3314 LAW302

 

表 8 評価者 1～3 のナンバリング付番結果まとめ（分析基準別） 

 
標準 通し番号以外適合 

ジョブエイドなし ジョブエイドあり ジョブエイドなし ジョブエイドあり 

評価者 1 
5 科目 --- 7 科目 --- 

25.0％ --- 35.0％ --- 

評価者 2 
5 科目 15 科目 8 科目 15 科目 

25.0％ 75.0％ 40.0％ 75.0％ 

評価者 3 
0 科目 6 科目 0 科目 8 科目 

0.0％ 30.0％ 0.0％ 40.0％ 

 

② 対象科目の想定する付番の作成協力教員に対するヒアリングに基づく分析 

＜入門経済学 1・入門経済学 2・基礎経済学＞ 

評価者 1 から評価者 3 で共通して、想定付番では「理論経済学 ECT」としている「入

門経済学１」・「入門経済学２」・「基礎経済学」の 3 科目を「経済学 ECO」とする不

適合の結果が見られている。3 名の評価者ともヒアリングにて、この 3 科目を経済学

の導入科目として位置づけたため「経済学 ECO」の付番を選択していることが聞き

取りできていることから、想定付番の作成に協力いただいた教員に意見聴取を行い、

付番の妥当性について確認を行ったところ、丁寧にシラバスを読めば経済学の専門基

礎は理論経済学からスタートすることは理解できるはずだが、導入段階なので包括的

な「経済学（ECO）」と捉えてしていても不自然ではないとの見解を得た。しかし、

「経済学（ECO）」の学問分野を専門分野に用いるのであれば、かなり多くの科目は
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「経済学（ECO）」の学問分野とできるため、領域分類がかなり雑駁になるとの見解

も同時に示された。 

これは配置する科目を共通性の高い科目とするか、専門基礎とするかにより、「経済

学（ECO）」と「理論経済学（ECT）」と学問分野の設定を変えているためであり、も

ともとカリキュラム構成に包含する検討ポイントのひとつである。ナンバリング付番

結果と想定する付番とのずれを単に間違いと捉えるのではなく、検討ポイントの検出

と捉えることで、ナンバリングのたたき台を作成する点でむしろメリットとすること

ができる。また、分野を識別する情報が不足していて判断できなかったことが原因で

ある可能性も考えられるが、本研究で開発するジョブエイドがエントリーレベルの教

務職員がたたき台を作成することをゴールとしていることから、カリキュラム設計の

考え方で変動する水準はジョブエイドの想定するアウトプットの精度ではないと考

えることができる。 

よって、この 3 科目の付番結果を再検討し、本研究で求める「たたき台としてナンバ

リング」として妥当性のあるアウトプットであるとして、分析基準の再設定を行った。 

＜行政法 1・行政法 2＞ 

カリキュラムを勘案すると、当該 2 科目の想定付番は「公法学(PUL)」が妥当である

が、評価者３から、法学領域の学習経験から意図を持って「法学（LAW）」選択して

いるとの感想があったため、想定付番作成協力教員にこの妥当性について意見聴取を

行った。 

この結果、「行政法１」「行政法２」の 2 科目は経済政策を学ぶために必要な法学との

境界にある領域であることが確認できた。そのため、科目の本来の領域は「公法学

（PUL）」だが、経済学のカリキュラムにあることを踏まえると「公法学（PUL）」の

基盤学問領域である「法学（LAW）」とすることは致命的な齟齬ではない、との見解

を得た。 

これは、このジョブエイドがエントリーレベルの教務職員がたたき台を作成すること

を想定したツールであることから、「公法学（PUL）」と「法学（LAW）」を判別でき

る精度を求めていないとの考え方と合致する。よって、この 2 科目については、本研

究で求める「たたき台としてナンバリング」として妥当性のあるアウトプットである

として、「公法学（PUL）」の学問分野も適合と分析基準の再設定を行うこととした。 
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③ 分析基準再設定後の結果分析 

前述の拡大解釈を踏まえ、形成的評価で実施した評価者 1 から評価者 3 のジョブエイド

の有無によるナンバリング付番結果の想定付番との適合状況の変化を、表 9に再整理する。 

 

表 9 評価者 1～3 の形成的評価の結果再整理による適合状況の変化 

 

標準 通し番号以外適合 評価基準再設定後 

ジョブエイド

なし 

ジョブエイド

あり 

ジョブエイド

なし 

ジョブエイド

あり 

ジョブエイド

なし 

ジョブエイド

あり 

評価者 1 
5 科目 --- 7 科目 --- 10 科目 --- 

25.0％ --- 35.0％ --- 50.0％ --- 

評価者 2 
5 科目 15 科目 8 科目 15 科目 8 科目 18 科目 

25.0％ 75.0％ 40.0％ 75.0％ 40.0％ 90.0％ 

評価者 3 
0 科目 6 科目 0 科目 8 科目 0 科目 13 科目 

0.0％ 30.0％ 0.0％ 40.0％ 0.0％ 65.0％ 

 

評価者 1 はジョブエイドありの場合のデータ欠損があり変化について考察することがで

きないが、評価者 2 では 40.0％から 90.0%、評価者 3 では 40.0％から 65.0％への適合状

況の変化が見られ、ジョブエイドの効果が支持されたといえる。 

(4) 1 対 1 による形成的評価の追認 

1 対 1 による形成的評価 3 名の結果分析から、業務支援ツール活用の効果について上述

の通り確認したが、評価者 1 でデータの欠損があり、評価者 3 で業務支援ツールなしで得

られたデータが適合なしとなっていることから、異常値である可能性を考慮し、1 対 1 に

よる形成的評価の追加実施を 3 名に対し行った。 

① 評価者 4 

＜属性＞ 

大阪府私立 O 大学勤務、30 代女性、現在教務事務担当歴 5 年※（休暇期間を除く）、教

職・資格課程担当。 

※休暇期間をはさんだ教務事務担当期間であることを考慮し、通算教務事務担当歴は 

5 年を超えているが、形成的評価の対象者と見なした。 
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＜作業時間＞ 

1 回目（ジョブエイド使用前） 20 分（完了せず） 

2 回目（ジョブエイド使用） 19 分 

＜得られた感想＞ 

x シラバスのキーワードを確認することで、科目の領域はある程度推測できた。 

x 配布資料から類推して作業することは不可能ではないが、作業に不安が常に残る。

マニュアルがあることで、作業に確信が持てる。 

x 通し番号について考え過ぎてしまった。 

＜実施により判明した改善点＞ 

通し番号で履修順序を反映することに言及があったが、適合度でも通し番号の違いを除

外して確認しているように、履修順序の精度を求めていないことから、ここでは改善対象

としない。 

＜ナンバリング結果＞ 

表 10 形成的評価ナンバリング付番結果（評価者 4） 

科目名 配当・授業形態・単位 想定する付番 ジョブエイドなし ジョブエイドあり 

入門経済学 1 1 年次・講義・2 単位 ECT101 ECO101 ECO101 

入門経済学 2 1 年次・講義・2 単位 ECT102 ECO102 ECO102 

基礎経済学 1 年次・講義・2 単位 ECT103 ECO103 ECO103 

ミクロ経済学 2 年次・講義・2 単位 ECT201 ECT201 ECT201 

マクロ経済学 2 年次・講義・2 単位 ECT202 ECT202 ECT202 

統計学総論 1 2 年次・講義・2 単位 ECS201 ECS101 ECS201 

統計学総論 2 3 年次・講義・2 単位 ECS301 ECS102 ECS301 

外国経済史 1 年次・講義・2 単位 ECH101 ECH101 ECH101 

日本経済史 1 年次・講義・2 単位 ECH102 ECH102 ECH102 

経済政策 2〜4 年次・講義・2 単位 ECP201 ECP ECP201 

金融論 2〜4 年次・講義・2 単位 MOF201 MOF MOF201 

財政学 2〜4 年次・講義・2 単位 PFP201 PFP PFP201 

行政法 1 2〜4 年次・講義・2 単位 PUL201  PFP202 

租税論 3〜4 年次・講義・2 単位 PFP301  PFP301 
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公共政策 1 3〜4 年次・講義・2 単位 ECP301  PFP302 

公共政策 2 3〜4 年次・講義・2 単位 ECP302  PFP303 

地方財政論 3〜4 年次・講義・2 単位 PFP302  PFP304 

労働経済学 1 3〜4 年次・講義・2 単位 ECP303  ECP301 

労働経済学 2 3〜4 年次・講義・2 単位 ECP304  ECP302 

行政法 2 3〜4 年次・講義・2 単位 PUL301  PFP305 

 

＜結果考察＞ 

x 想定する付番との適合率 

ジョブエイドなしの場合 4 科目、20.0％、 

ジョブエイドありの場合 10 科目、50.0％ 

ジョブエイドなし・基本的な考え方の適合注を含めた科目数 4 科目、20.0％ 

ジョブエイドあり・基本的な考え方の適合注を含めた科目数 13 科目、65.0％ 

※想定する付番は、経済学領域のカリキュラム担当教員の協力により作成した。 

※注：基本的な考え方の適合とは、通し番号以外が適合していることを指す。 

x 拡大解釈による付番適合 

ジョブエイドなしの場合 7 科目、35.0%、 

ジョブエイドありの場合 16 科目、80.0% 

x かなり丁寧に資料を読み込んでおり、シラバスから情報の収集が適切だったことが作

業状況の目視から確認できた。 

x ジョブエイドなしの場合の学修段階の付番結果に統一性がないことから、ナンバリン

グの構造を理解して学修段階を付番しているのではないことが視認された。 

① 評価者 5 

＜属性＞ 

大阪府私立 O 大学勤務、30 代男性、現在併設中高事務所所属、教務事務担当歴 2 年。

過去に学部教務を担当。 

＜作業時間＞ 

1 回目（ジョブエイド使用前） 20 分 

2 回目（ジョブエイド使用） 10 分 



46 
 

＜得られた感想＞ 

x 想定するカリキュラムマップとの連動によるナンバリングのイメージをすでに持っ

ており、作業で求められたアウトプットに違和感がった。 

x マニュアルなしに進めるとルールがわからないので、かなり不安になる。 

x 経済学や法学のように学問体系が確立している領域はナンバリングがやりやすい。

理系科目も同様だと感じている。学際的な要素の多い社会学や経営学はナンバリン

グがかなり難しいと考えている。 

x マニュアルありの場合、マニュアルで示されている作業手順に基づいて、全科目の

領域を確認し、学修段階、通し番号と作業を進めた。全体をまとめて作業すること

でスムーズにできた。 

＜実施により判明した改善点＞ 

カリキュラムマップを活用したナンバリングについての意見が示されたが、今回のジョ

ブエイド開発で求めるアウトプットとして検討事項ではないと判断し、取りあげない。 

＜ナンバリング結果＞ 

表 11 形成的評価ナンバリング付番結果（評価者 5） 

科目名 配当・授業形態・単位 想定する付番 ジョブエイドなし ジョブエイドあり 

入門経済学 1 1 年次・講義・2 単位 ECT101 ECO101 ECO101 

入門経済学 2 1 年次・講義・2 単位 ECT102 ECO102 ECO102 

基礎経済学 1 年次・講義・2 単位 ECT103 ECO103 ECO103 

ミクロ経済学 2 年次・講義・2 単位 ECT201 ECO202 ECO201 

マクロ経済学 2 年次・講義・2 単位 ECT202 ECO203 ECO202 

統計学総論 1 2 年次・講義・2 単位 ECS201 ECS201 ECS201 

統計学総論 2 3 年次・講義・2 単位 ECS301 ECS301 ECS301 

外国経済史 1 年次・講義・2 単位 ECH101 ECH101 ECH101 

日本経済史 1 年次・講義・2 単位 ECH102 ECH102 ECH102 

経済政策 2〜4 年次・講義・2 単位 ECP201 ECP201 ECP201 

金融論 2〜4 年次・講義・2 単位 MOF201 MOF201 MOF201 

財政学 2〜4 年次・講義・2 単位 PFP201 MOF202 ECO203 

行政法 1 2〜4 年次・講義・2 単位 PUL201 LAW201 LAW201 
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租税論 3〜4 年次・講義・2 単位 PFP301 LAW301 LAW301 

公共政策 1 3〜4 年次・講義・2 単位 ECP301 EPS301 ECP301 

公共政策 2 3〜4 年次・講義・2 単位 ECP302 EPS302 ECP302 

地方財政論 3〜4 年次・講義・2 単位 PFP302 MOF303 ECO301 

労働経済学 1 3〜4 年次・講義・2 単位 ECP303 ECO301 ECO302 

労働経済学 2 3〜4 年次・講義・2 単位 ECP304 ECO302 ECO303 

行政法 2 3〜4 年次・講義・2 単位 PUL301 LAW302 LAW302 

 

＜結果考察＞ 

x 想定する付番との適合率 

ジョブエイドなしの場合 6 科目、30.0％、 

ジョブエイドありの場合 8 科目、40.0％ 

ジョブエイドなし・基本的な考え方の適合を含めた科目数 6 科目、30.0％ 

ジョブエイドあり・基本的な考え方の適合を含めた科目数 8 科目、40.0％ 

※想定する付番は、経済学領域のカリキュラム担当教員の協力により作成した。 

x 拡大解釈による付番適合 

ジョブエイドなしの場合 11 科目、55.0%、 

ジョブエイドありの場合 13 科目、65.0% 

x 評価者は法学の学習歴があり、またナンバリングについても検討したことがある経験

から、提供した情報ではなく、一定の既知の情報の活用で判断を進めようとする態度

が見られた。作業前のインストラクションで提供資料を使うように説明したが、あま

り活用しない資料もあった。これは使い方がわからなかったのではなく、使う必要を

あまり感じなかったと考えたことが作業後のヒアリングで確認できている。ナンバリ

ングの精度を現状以上に高間得ることを課題と考えると、評価者 3 と同じく、既知の

情報をどう活用し、既知の情報をどう使わないかが課題になっているが、今回のジョ

ブエイド開発で求めるアウトプットとして問題ない結果であるため、ここではこれ以

上検討しない。 
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② 評価者 6 

＜属性＞ 

大阪府私立 O 大学勤務、30 代男性。現在は教務部にて学部事務を担当。教務事務担当

歴 4 年。 

＜作業時間＞ 

1 回目（ジョブエイド使用前） 20 分 

2 回目（ジョブエイド使用） 20 分 

＜得られた感想＞ 

x ナンバリングで求められているアウトプットは、マニュアルがなくても提示資料から

推測できる。ただ、アウトプットした結果に対し、理由を説明することは難しい。作

業している間はわかって作業しているつもりだが、終わると意識からなくなるように

思う。 

x マニュアルがあることで、推測しているナンバリングのルールが根拠として腹落ちす

るため、作業のスムーズさが向上するのと同時に、より深く考えるようになる。 

x ナンバリングなどでカリキュラムを可視化する作業をすると、教員任せになっている

カリキュラムに一定の歯止めがかけられるのではないかと思う。 

＜実施により判明した改善点＞ 

特になし 

＜ナンバリング結果＞ 

表 12 形成的評価ナンバリング付番結果（評価者 6） 

科目名 配当・授業形態・単位 想定する付番 ジョブエイドなし ジョブエイドあり 

入門経済学 1 1 年次・講義・2 単位 ECT101 ECT101 ECT101 

入門経済学 2 1 年次・講義・2 単位 ECT102 ECT102 ECT102 

基礎経済学 1 年次・講義・2 単位 ECT103 ECT103 ECT103 

ミクロ経済学 2 年次・講義・2 単位 ECT201 ECT201 ECT201 

マクロ経済学 2 年次・講義・2 単位 ECT202 ECT202 ECT202 

統計学総論 1 2 年次・講義・2 単位 ECS201 ECS203 ECS201 

統計学総論 2 3 年次・講義・2 単位 ECS301 ECS204 ECS301 

外国経済史 1 年次・講義・2 単位 ECH101 ECH101 ECH101 
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日本経済史 1 年次・講義・2 単位 ECH102 ECH102 ECH102 

経済政策 2〜4 年次・講義・2 単位 ECP201 ECP201 ECP201 

金融論 2〜4 年次・講義・2 単位 MOF201 MOF201 MOF201 

財政学 2〜4 年次・講義・2 単位 PFP201 PFP201 PFP201 

行政法 1 2〜4 年次・講義・2 単位 PUL201 PUL201 PUL201 

租税論 3〜4 年次・講義・2 単位 PFP301   

公共政策 1 3〜4 年次・講義・2 単位 ECP301 POS301 POS301 

公共政策 2 3〜4 年次・講義・2 単位 ECP302 POS302 POS302 

地方財政論 3〜4 年次・講義・2 単位 PFP302  PFP301 

労働経済学 1 3〜4 年次・講義・2 単位 ECP303  PFP302 

労働経済学 2 3〜4 年次・講義・2 単位 ECP304  PFP303 

行政法 2 3〜4 年次・講義・2 単位 PUL301  PUL301 

 

＜結果考察＞ 

x 想定する付番との適合率 

ジョブエイドなしの場合 11 科目、55.0％、 

ジョブエイドありの場合 15 科目、75.0％ 

ジョブエイドなし・基本的な考え方の適合を含めた科目数 11 科目、55.0％ 

ジョブエイドあり・基本的な考え方の適合を含めた科目数 16 科目、80.0％ 

※想定する付番は、経済学領域のカリキュラム担当教員の協力により作成した。 

x 拡大解釈による付番適合 

ジョブエイドなしの場合 13 科目、65.0%、 

ジョブエイドありの場合 16 科目、80.0% 

x 他大学の資料を詳細に読み込み、類推しながらナンバリングを設定しているプロセス

は、ジョブエイドで示す手順とほぼ同じで、ジョブエイドが不必要ではないかと思わ

せたため、実施後に確認したところ、類推が適切であるという根拠がないため、不安

を抱きながら作業をすることになっているとの感想だった。ジョブエイドがあること

で、作業を確認しながら進めていくことができることに加え、アウトプットに対する

根拠づけにもなって有効だとの感想で、ジョブエイドの効果は業務支援が第一義であ
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るが、付随的な要素が大きく、経験年数が増すに従い、付随的な要素の効果が高まる

のではないかと思料する。 

③ 1 対 1 による形成的評価追認結果 

＜業務支援ツールの改善＞ 

前述の通り、形成的評価の追認として実施した評価者 4 から評価者 6 の結果から、作成

した業務支援ツールについて，本研究で支援するアウトプットに影響するような改善の指

摘はなかった。 

＜ナンバリング付番結果に対する分析＞ 

形成的評価の追認として実施した評価者 4 から評価者 6 の結果を表 13 に集約した。 

 

表 13 評価者 4～6 の形成的評価の結果再整理による適合状況の変化 

 

標準 通し番号以外適合 評価基準再設定後 

ジョブエイド

なし 

ジョブエイド

あり 

ジョブエイド

なし 

ジョブエイド

あり 

ジョブエイド

なし 

ジョブエイド

あり 

評価者 4 
4 科目 10 科目 4 科目 13 科目 7 科目 16 科目 

20.0％ 50.0％ 20.0％ 65.0％ 35.0％ 80.0％ 

評価者 5 
6 科目 8 科目 6 科目 8 科目 11 科目 13 科目 

30.0％ 40.0％ 30.0％ 40.0％ 55.0％ 65.0％ 

評価者 6 
11 科目 15 科目 11 科目 16 科目 13 科目 16 科目 

55.0％ 75.0％ 55.0％ 80.0％ 65.0％ 80.0％ 

表 13 から、業務支援ツールの効果は先に実施した結果と整合性の取れたものであるこ

とが視認できる。よって、評価者 3 名で実施した形成的評価の追認については、同じ傾向

が支持されたといえる。 

(5) ジョブエイド改善対応 

形成的評価で得られた指摘とそれに対する対応関係、改善の更新内容は以下の通りであ

る。なお、形成的評価開始時点でジョブエイドは v2 を用いている。 
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表 14 ジョブエイドの改善対応 

形成的 

評価者 
指摘事項 ジョブエイドの更新対応 改善内容 

評価者１ マニュアルがあっても、

ナンバリングがどうい

うものか、詳しくはわか

らない。 

科目ナンバリングのため

のジョブエイド（マニュ

アル）A_v2→v3 

ナンバリングの付番方

法として、説明を追加。

チェックリストを見る

タイミングがわからな

い。 

科目ナンバリングのチェ

ックポイント・注意点v2

→マニュアルv3に統合 

別シートのチェックポ

イントをマニュアルに

統合。作業の最後に確

認する流れに変更。 

評価者２ 資料のどれが他大学の

資料で、どれが自大学の

資料かの区別ができず、

資料の使い方がわかり

にくい。 

科目ナンバリングのため

のジョブエイド_Av3→v4

調査説明で資料に関す

る説明を追加。 

全体の作業を「マニュ

アルの使い方」として

追加。 

・学内ルールに関する

説明を補強。 

・付番方法は手順とし

て作業順に丁寧に記

載。 

作業を進める手順がわ

かりづらい。 

x マニュアルの使い方、

学内ルール・手順の説

明について見直し、整

理。 

x ナンバリングの手順

を、ナンバリングの構

成要素別に分けて記

載するとともに、構成

要素の作業順序も説

明を追加。 

x チェックリストの項

目見直しと追加、整

理。 

評価者３ 説明項目の順序が、学内

ルール、構成要素、手順

という説明の展開の方

が理解しやすい。 

科目ナンバリングのため

のジョブエイド_Av4→v5

ジョブエイドでの説明

項目を、学内ルール、構

成要素、手順という説

明順序に変更 

ジョブエイドのフォン

トが読みづらい。 

ジョブエイド記載のフ

ォントを明朝に修正。
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評価者４ 通し番号付番の際に履

修順序が不明。 

対応せず 今回のアウトプットで

は履修順序の精度まで

求めないことから、こ

の指摘については改善

の対象としない。 

評価者５ ナンバリングの付番を

するための情報として、

カリキュラムマップが

必要ではないか。 

対応せず 今回検討しているナン

バリングの考え方とは

異なること、またナン

バリングの付番を検討

刷る際にカリキュラム

マップから獲得する必

要のある情報は科目表

にて提示済みであると

の考え方により、今回

のジョブエイド開発で

求めるアウトプットと

しての検討事項ではな

いと判断し、取りあげ

ない。 

(6) 1 対 1 による形成的評価の総括 

ここでは、評価者 6 名に対して実施した形成的評価の結果について総括する。 

① 業務支援ツールの評価結果 

形成的評価の追認として実施した評価者 4 から評価者 6 の結果から、作成した業務支援

ツールについて，本研究で支援するアウトプットに影響するような改善の指摘はなかった

ことから、ツールの改善課題については、評価者 3 での１対１による評価に対応した説明

事項の並び替え（科目ナンバリングのためのジョブエイド Av7 への変更）にて完了したも

のと判断する。 

表 15 １対１評価での指摘と改善 

指摘事項 ジョブエイドの更新対応 改善内容 

マニュアルがあっても、

ナンバリングがどういう

ものか、詳しくはわから

ない。 

科目ナンバリングのため

のジョブエイド（マニュ

アル）A_v2→v3 

ナンバリングの付番方法として、説

明を追加。 

チェックリストを見るタ

イミングがわからない。 

科目ナンバリングのチェ

ックポイント・注意点 v2

→マニュアル v3 に統合 

別シートのチェックポイントをマ

ニュアルに統合。作業の最後に確認

する流れに変更。 
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資料のどれが他大学の資

料で、どれが自大学の資

料かの区別ができず、資

料の使い方がわかりにく

い。 

科目ナンバリングのため

のジョブエイド_Av3→v4

調査説明で資料に関する説明を追

加。 

全体の作業を「マニュアルの使い

方」として追加。 

・学内ルールに関する説明を補強。

・付番方法は手順として作業順に

丁寧に記載。 

作業を進める手順がわか

りづらい。 
科目ナンバリングのため

のジョブエイド_Av4→v5

x マニュアルの使い方、学内ルー

ル・手順の説明について見直し、

整理。 

x ナンバリングの手順を、ナンバ

リングの構成要素別に分けて記

載するとともに、構成要素の作

業順序も説明を追加。 

x チェックリストの項目見直しと

追加、整理。 

（評価者からの指摘事項

なし。） 
科目ナンバリングのため

のジョブエイド_Av5→v6

ジョブエイド記載のフォントを明

朝に修正。 

説明項目の順序が、学内

ルール、構成要素、手順と

いう説明の展開の方が理

解しやすい。 

科目ナンバリングのため

のジョブエイド_Av6→v7

ジョブエイドでの説明項目を、学内

ルール、構成要素、手順という説明

順序に変更 

通し番号付晩の際に履修

順序が不明。 
対応せず 今回のアウトプットでは履修順序

の精度まで求めないことから、この

指摘については改善の対象としな

い。 

ナンバリングを付番する

ための情報としてカリキ

ュラムマップが必要では

ないか。 

対応せず 今回検討しているナンバリングの

考え方とは異なること、またナンバ

リングの付番を検討する際にカリ

キュラムマップから獲得する必要

のある情報は、科目表にてすでに提

示済みであるとの考えにより、今回

のジョブエイド開発で求めるアウ

トプットとして検討事項ではない

と判断し、取りあげない。 

 

② 業務支援ツールの効果 

形成的評価として実施した結果について、業務支援ツールとして作成したジョブエイド

の有無によるナンバリング付番結果の想定付番との適合状況の変化を、表16に集約した。 
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表 16 形成的評価の結果再整理による適合状況の変化 

 

標準 通し番号以外適合 評価基準再設定後 

ジョブエイド

なし 

ジョブエイド

あり 

ジョブエイド

なし 

ジョブエイド

あり 

ジョブエイド

なし 

ジョブエイド

あり 

評価者 1 
5 科目 --- 7 科目 --- 10 科目 --- 

25.0％ --- 35.0％ --- 50.0％ --- 

評価者 2 
5 科目 15 科目 8 科目 15 科目 8 科目 18 科目 

25.0％ 75.0％ 40.0％ 75.0％ 40.0％ 90.0％ 

評価者 3 
0 科目 6 科目 0 科目 8 科目 0 科目 13 科目 

0.0％ 30.0％ 0.0％ 40.0％ 0.0％ 65.0％ 

評価者 4 
4 科目 10 科目 4 科目 13 科目 7 科目 16 科目 

20.0％ 50.0％ 20.0％ 65.0％ 35.0％ 80.0％ 

評価者 5 
6 科目 8 科目 6 科目 8 科目 11 科目 13 科目 

30.0％ 40.0％ 30.0％ 40.0％ 55.0％ 65.0％ 

評価者 6 
11 科目 15 科目 11 科目 16 科目 13 科目 16 科目 

55.0％ 75.0％ 55.0％ 80.0％ 65.0％ 80.0％ 

評価者 1 から評価者 6で実施した形成的評価の結果はいずれも業務支援ツールの効果を

支持するものである。よって、業務支援ツールの活用により目指す効果が得られるものと

あると判断することができる。 

表 17 １対１評価におけるナンバリング付番号適合の変化 

  

適合 

ジョブエイドなし ジョブエイドあり 

1 対 1 

評価者 1 50.00% --- 

評価者 2 40.00% 90.00% 

評価者 3 0.00% 65.00% 

評価者 4 35.00% 80.00% 

評価者 5 55.00% 65.00% 

評価者 6 65.00% 80.00% 
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なお、1 対 1 評価で得られたナンバリングの付番適合結果の変化は図 9 のとおりとなる。

評価者１から評価を実施し、評価のつどジョブエイドは修正しているとともに、作業上で

理解出来ていないところが見受けられた場合は介入して説明を行い、ジョブエイドの項目

見直しに反映させた。 

 

 

5. 教学マネジメントの業務支援ツールの形成的評価（小集団評価） 

(1) 小集団による形成的評価の計画 

① 概要 

形成的評価実施後、アンケートによる小集団評価を、5 名程度を想定し、遠隔実施する。 

ジョブエイドの目的は作業の質の向上と負担感の軽減とし、主に小集団評価にてこれを

確認する。 

負担感の軽減については、アンケートの項目で疲労度、ナンバリングの完成度の対する

感想を設け確認する。 

質の向上については、マニュアル使用前後のナンバリングの結果を比較して違いを分析

することに加え、アンケートに「マニュアルを使ったらできるようになったこと」につい

てフリーアンサーの項目を設けて確認する。 

図 9 １対１評価におけるナンバリング付番適合の変化 
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なお、小集団評価については、ジョブエイドの対象者だけでなく、ジョブエイド使用者

の上位者（教務系業務の担当歴 5 年以上）の大学職員も対象として別に実施し、ジョブエ

イドの使用による効果について見解を確認する。 

② 実施方法 

まず、資料 1 として小集団評価の概要を説明し、資料 1 の説明に沿って以後の作業を進

めていただく。 

資料 1 は、ステップ 1 からステップ 5 で構成し、それぞれは以下の通りとする。 

ステップ 1：ナンバリング作業 評価の進め方（資料 1）をよく読み、手順を理解いた

だく。 

ステップ 2：ナンバリングの作業 1 を 20 分程度で実施することを説明し、資料セット

1（資料2から資料 9が封入）によりナンバリングの作業を実施いただく。 

（実施時間の計測は評価者各自で対応） 

ステップ 3：アンケート 1（資料 9）に回答 

ステップ 4：ナンバリング作業 2 を、資料セット 2（資料 10 から資料 18 が封入）を

用いて実施いただく。ナンバリング作業 2 で提示する資料セット 2 は、

作業 1 で提示した資料セット 1のうち、アンケート 1 以外は全く同じで、

資料10としてナンバリングのマニュアルが同封されていることを説明し、

この資料をまずよく読んで作業を進めていただくことを、20 分程度で実

施いただく（実施時間の計測は評価者各自で対応）。 

資料 10：業務支援ツール・科目ナンバリングのマニュアル 

資料 11：教審答申用語集（抜粋）（資料 2 と同じ） 

資料 12：中教審高大接続部会配布資料（抜粋）（資料 3 と同じ） 

資料 13：学問分野一覧表（資料 4 と同じ） 

資料 14：他大学ナンバリング一覧（1）（資料 6 と同じ） 

資料 15：他大学ナンバリング一覧（2）（資料 7 と同じ） 

資料 16：科目ナンバリング付番表（資料 5 と同じ） 

資料 17：ナンバリング科目シラバス（資料 8 と同じ） 

ステップ 5：最後にアンケート 2（資料 18）に回答。資料 1 に沿って小集団評価を進

めていただき、終了後に 1・5・9・16・18 を回収する。 



57 
 

(2) 小集団評価（評価者 1～4）結果まとめ 

① 小集団評価の実施概要 

業務支援ツールの評価を、教務事務経験を 1 年以上 5 年未満の職員 4 名を対象に、遠隔

にて実施した。評価者は私立大学の職員 4 名から構成され、このうち 2 名は奈良県所在大

学の私立大学職員、1 名は大阪府所在の私立大学職員、1 名は東京都所在の私立大学職員

である。 

評価者 1・2 は、ジョブエイドの v4 を用いて実施したが、ジョブエイドの v4 から v5 へ

の改訂はジョブエイドの項目の記載順序以外は変更がなく、遠隔で実施する小集団評価は、

ジョブエイドの項目を読む順序のコントロールは困難な環境で実施するものであることか

ら、調査に影響はないものと判断し、ジョブエイド v4 で実施済みの小集団評価について

もデータとして採用する。なお、評価者２については実施中断があったため再実施を行い、

更新したデータを採用する。 

大阪府所在の大学職員は、教務事務歴は 1 年未満だが、入試とＩＲを兼務し、学務にも

関与していることから、教務事務にも一定の習熟があると考え、評価者として適当と見な

した。また東京都の所在の大学職員は、社会人歴 2 年目、教務事務歴 1 年目であるが、教

務担当後すでに 10 ヶ月が経過していることに加え、当該大学の卒業生で入職前からカリ

キュラムに一定の習熟があるとして、当該大学の職員から推薦を受けたため、評価対象者

として適当であると見なした。 

 

② 評価者 1～4 の付番結果 

表 18 形成的評価ナンバリング付番結果（評価者 1・2） 

科目名 
科目 

ナンバリング 
評価者1前 評価者1後 評価者2前 評価者2後 

入門経済学１ ECT101 ECO101 ECT101 ECO ECT ECT101 

入門経済学 2 ECT102 ECO102 ECT102 ECO ECT ECT102 

基礎経済学 ECT103 ECO103 ECO101 ECO ECT ECT103 

ミクロ経済学 ECT201 ECT201 ECT201 ECT201 ECT201 

マクロ経済学 ECT202 ECT202 ECT202 ECT202 ECS201 

統計学総論 1 ECS201 ECS201 ECS201 ECS ECS202 
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統計学総論 2 ECS301 ECS301 ECS301 ECS ECP301 

外国経済史 ECH101 ECH101 ECH101 ECP ECH101 

日本経済史 ECH102 ECH102 ECH102   ECP101 

経済政策 ECP201 ECP203 ECP201 ECP068 MOF201 

金融論 MOF201 MOF201 MOF201   MOF202 

財政学 PFP201 ECT202 PFP201   PFP201 

行政法 1 PUL201 POL201 POL201   PFP202 

租税論 PFP301 PFP301 PFP301   PFP301 

公共政策 1 ECP301 POS301 PFP302 POS PFP302 

公共政策 2 ECP302 POS302 PFP302 POS PFP303 

地方財政論 PFP302 PFP302 PFP303 PFP PFP304 

労働経済学 1 ECP303 ECT301 ECP301   PFP305 

労働経済学 2 ECP304 ECT302 ECP301   PFP306 

行政法 2 PUL301 POL301 POL301   PFP307 

 

表 19 小集団評価ナンバリング付番結果（評価者 3・4） 

科目名 
科目 

ナンバリング 
評価者3前 評価者3後 評価者4前 評価者4後 

入門経済学１ ECT101 ECO201 ECO101 ECP0411 ECT101 

入門経済学 2 ECT102 ECO202 ECO102 ECP0412 ECT102 

基礎経済学 ECT103 ECO203 ECO103 ECT0411 ECT103 

ミクロ経済学 ECT201 ECO204 ECO201 ECT04121 ECT204 

マクロ経済学 ECT202 ECO205 ECO202 ECT04122 ECT205 

統計学総論 1 ECS201 STS101 ECS201 ECS0412 ECS201 

統計学総論 2 ECS301 STS102 ECS301 ECS0422 ECS302 

外国経済史 ECH101 ECH204 ECH101 ECP0412 ECO101 

日本経済史 ECH102 ECH205 ECH102 ECH0412 ECP101 

経済政策 ECP201 ECP201 ECP201 ECP102 ECP202 

金融論 MOF201 MOF301 MOF201 MOF301 MOF201 
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財政学 PFP201 PFP201 PFP201 PFP305 PFP201 

行政法 1 PUL201 POL201 FUL201 CRL501 CRL201 

租税論 PFP301 FUL201 TAX301     

公共政策 1 ECP301 PFP201 PFP301 EPS0413 POS301 

公共政策 2 ECP302 PFP202 PFP302 EPS0413 POS302 

地方財政論 PFP302 PFP203 PFP303 ECP0413 ECP301 

労働経済学 1 ECP303 ECO301 ECO301 ECP0412 ECP302 

労働経済学 2 ECP304 ECO302 ECO302 ECP0412 ECP303 

行政法 2 PUL301 POL301 FUL301 CRL502 CRL301 

 

③ 評価者 1～4 の付番結果まとめ 

表 20 小集団評価の結果再整理による適合状況の変化 

 

標準 通し番号以外適合 評価基準再設定後 

ジョブエイド

なし 

ジョブエイド

あり 

ジョブエイド

なし 

ジョブエイド

あり 

ジョブエイド

なし 

ジョブエイド

あり 

評価者 1 
10 科目 12 科目 10 科目 15 科目 13 科目 16 科目 

50.0％ 60.0％ 50.0％ 75.0％ 65.0％ 80.0％ 

評価者 2 
2 科目 7 科目 2 科目 10 科目 2 科目 10 科目 

10.0％ 35.0％ 10.0％ 50.0％ 10.0％ 50.0％ 

評価者 3 
2 科目 7 科目 2 科目 7 科目 7 科目 10 科目 

10.0％ 35.0％ 10.0％ 35.0％ 35.0％ 50.0％ 

評価者 4 
0 科目 6 科目 0 科目 12 科目 0 科目 12 科目 

0.0％ 30.0％ 0.0％ 60.0％ 0.0％ 60.0％ 

 

 

④ 評価者 1～4 による業務支援ツール使用の感想 

＜評価者のプロフィール＞ 
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表 21 小集団評価の評価者プロフィール（評価者 1～4） 

 
教務事務経

験年数 

ナンバリン

グ導入状況 

ナンバリ

ング知識

ナンバリ

ング経験 
教務担当業務 

評価者１ 3 3 2 2 

カリキュラム管理（時間割作成

を含む）、学部設置（一部）、学

籍管理、学部事務、学部行事全

般、教職関連業務 

評価者２ 3 3 3 2 

・学部・研究科運営業務（教授

会等の全ての委員会の運営。学

部・研究科の将来構想の検討。）

・教務事務全般 

・学部・研究科の広報業務 

・キャリア形成支援科目の検討

と運用 

評価者３ 1 1 4 2 
IR および入試関連業務、過去に

学務 

評価者４ 1 1 5 2 時間割、教室運営、履修業務 

 

1:1 年未満 

2:1～2 年 

3:3～4 年 

4:5～10 年 

5:10 年以上 

1:導入済み 

2:検討中 

3:検討もして

いない 

 1:ある 

2:ない 

 

ナンバリングの知識 

1 ナンバリングの⽬的や、実施する際の問題点なども説明できる。 

2 ナンバリングの⽬的、実際にどういう作業を⾏うか、教員に説明できる。 

3 ナンバリングの⽬的や作業について、ある程度知っている。 

4 ナンバリングされた科⽬表を⾒たことがある。 

5 ナンバリングという⾔葉を知っている。 

6 ナンバリングについて、全く知らなかった。 

 

＜作業難易度、疲労度、作業理解について、ジョブエイドの有無による変化＞ 

表 22 作業難易度、疲労度、作業理解について、ジョブエイドの有無による変化 

 
作業の難易度 作業の疲労度 作業に対する理解 

ジョブエイドなし ジョブエイドあり ジョブエイドなし ジョブエイドあり ジョブエイドなし ジョブエイドあり

評価者１ 3 3 3 2 3 3 
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評価者２ 3 2 2 3 2 3 

評価者３ 3 2 3 3 3 4 

評価者４ 3 3 3 2 3 3 

 
1:とても簡単～４:とても

難しい 

1:非常に疲労～ 

4:全く疲労なし 

1:全く理解できない～ 

4:よく理解できた 

 

＜作業の完成度、作業スピードについて、ジョブエイドの有無による変化＞ 

表 23 作業の完成度、作業スピードについて、ジョブエイドの有無による変化 

 
作業の完成度 作業のスピード 

ジョブエイドなし ジョブエイドあり ジョブエイドなし ジョブエイドあり 

評価者１ 3 3 --- 2 

評価者２ 1 3 --- 3 

評価者３ 2 3 2 3 

評価者４ 2 2 2 2 

 1:全然できない～4:かなりよくできた 
1:思うように早くはできなかった～ 

4:かなり早くできた 

 

＜作業で対象とした学問領域の経験＞ 

表 24 作業で対象とした学問領域の経験 

 
学問領域の経験 

学習経験し 業務経験 

評価者１ ない ある 

評価者２ ない ない 

評価者３ ない ない 

評価者４ ない ない 

 

＜ジョブエイド（マニュアル）の使用感＞ 

表 25 ジョブエイド（マニュアル）の使用感 

 マニュアルの有効性 マニュアルの利便性 

評価者１ 4 5 
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評価者２ 4 5 

評価者３ 3 5 

評価者４ 3 5 

 
1:全然役に立たない～ 

4:かなり役立った 

1:かなり使いにくい～ 

6:たいへん使いやすい 

 

＜ジョブエイド（マニュアル）の使用感＞ 

表 26 ジョブエイドの使用感 

 
マニュアルの有無が作業に及ぼ

す影響に関する自由記述 

マニュアルに対する 

自由記述 

ナンバリング作業に

関する自由記述 

評価者 1 

マニュアルを使ったらできる作業：

科目分類の略号を先に記載し、その

後に履修学年と管理番号を付番する

こと後で付番の重複などのチェック

が楽だった。 

マニュアルなしではできないと思う

作業：科目分類の略号を必要であれ

ば新規に作成する（できる）こと 

最後のチェックリストはナンバリ

ングの確認にとても良いと思いま

した。 

今回は全て紙ベースに

出力して回答（実施）し

ましたが、科目分類を

見つけるのに時間がか

かりました。 

データ上で検索できれ

ば、より短い時間で作

成できたと思います。

評価者 2 

マニュアルなしでは 4 桁目が記入で

きない（学修段階の設定） 

マニュアルなしでは、「Ⅳ学内ルー

ル」がわからない 

今回の調査用に作成されているこ

とを理解しているが、これが本当

の業務で使用して付番を行うとし

た場合 

・資料 14・15 が他大学の参考資

料だという明確な認識がない。そ

のため、業務用とすると参考資料

の一覧、もしくは、資料に『参考資

料①』などの記載が欲しい。 

・その他の資料についても同様

で、資料一覧と資料タイトル等の

記載が欲しい。 

資料13はアルファベッ

ト順だけでなく、科目

分類の五十音順が欲し

い。 

評価者 3 

マニュアルがあるとナンバリングの

規則性について不動点を意識した作

業が可能となる。 

マニュアルがないとできないと考え

られる作業は特に浮かばないが、事

務職員がシラバスを参照して基礎科

目、中級科目、上級科目と種類分けを

担当するのであれば、その学問分野

にある程度知識がある職員である必

要性を感じた。 

IV の３つめの項目がわかりづら

かった。Vの（5）を読んで初めて

内容が理解できた。 

ナンバリングは、その

学問分野を学ぼうとす

る学生にとって里程標

のような役割を担うも

のであることが理解で

き、その役割は極めて

高いことが実感され

た。 
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評価者４ 

2～4 年次配当の授業の学修年次を2

～4とするべきなのか、履修開始でき

る年次なのか判断することがマニュ

アルなしではできないと思いまし

た。 

ナンバリングの説明等基本的な説

明から書かれていて分かりやすく

思いました。 

 

⑤ 評価者 1〜4 のナンバリング付番結果に対する分析 

4 人の小集団評価によるナンバリングの適合結果を表 27、図 10 にまとめた。この結果

から、評価者 1 では 65％から 80％へ、評価者 2 では 10％から 50％へ、評価者 3 では 35％

から 50％へ、評価者 4 では 0％から 60％へといずれも適合は上昇していることがわかる。 

表 27 小集団評価におけるナンバリング付番号適合の変化 

 

適合 

ジョブエイドなし ジョブエイドあり 

小集団 

評価者 1 65.00% 80.00% 

評価者 2 10.00% 50.00% 

評価者 3 35.00% 50.00% 

評価者 4 0.00% 60.00% 

 
評価者 1 のみジョブエイドなしの状態でもかなり高い水準の適合結果となっているのは、

この評価者は教務事務の経験は 5 年以内ではあるものの、この経験がナンバリングの当該

領域の業務経験によるものであることによると解釈する。よって、ジョブエイドを用いる

効果はあると考えることができる。 

図 10 小集団評価におけるナンバリング付番号適合の変化 
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また、アンケート結果から、作業の難易度、疲労度には差は観られないが、理解度・完

成度・スピードに関する感想については、評価者 1 も含め、ジョブエイドを活用すること

で概ねレベルが上がっているとの感想を持っていることがわかる。自由記述にて、ジョブ

エイドなしではできない業務の認識があることから、ジョブエイドの有効性については、

小集団評価でも支持されたと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 小集団評価における作業の完成度の変化 

図 12 小集団評価における作業スピードの変化 
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図 13 小集団評価における作業難易度の変化 

図 14 小集団評価における作業疲労度の変化 

図 15 小集団評価における作業理解度の変化 
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第6章 研究総括と考察 

1. 本研究の特徴 

本研究は、教学マネジメントの全体像、機能の体系図を可視化と教学マネジメントの意

思決定・合意形成結果としてアウトプットの重要性の明示を行った調査研究の部分と、教

学マネジメントの機能を果たすための支援ツールの開発と業務支援ツール活用の有効性を

提起からなる開発研究の部分から構成している。ここでは、本研究の全体を振り返り、総

括と考察を行う。 

(1) 教学マネジメントの範囲の整理・業務分析による全体像提起 

文科省委託事業「大学の教学マネジメントの確立に必要な専門スタッフの養成等の在り

方に関する調査研究報告書」（リベルタス・コンサルティング, 2013）の項目に基づき、教

学マネジメントの業務分析を行った。具体的には、まず教学マネジメントの業務として挙

げられている項目ごとに、具体的な業務内容と取組方法を検討して列挙し、教学マネジメ

ントの業務分析一覧を作成した。また同時に、教学マネジメントに関する意思決定のプロ

セスや意思決定の結果について精査を行った。 

この結果、教学マネジメントを含む教学に関する意思決定のプロセスは概ね共通し、そ

のアウトプットは意思決定の文書化により構成員に共有されることが確認できたことから、

意思決定のプロセスを可視化してフローに示した。同時に、教学マネジメント全体構造と

して 3 つのポリシーの位置づけやカリキュラム整備のための対策、効果測定としてのＩＲ

や課題抽出といった学士課程教育改革の工程を洗い出し、全体構造を可視化してフローに

まとめた。 

さらに、文献研究の結果から、教学マネジメントの概念が浸透しておらず全体像が認識

されていないとの分析を受け、教学マネジメントの業務分析にて行った教学マネジメント

の全体構造の可視化を行った点が本研究の特長の第 1 点である。 

なお、教学の意思決定に関するフロー、教学マネジメントの業務フロー、教学マネジメ

ントに関する業務分析一覧に対して、エキスパートに妥当性のヒアリングを行うとともに、

教学マネジメントの全体像の再整理を行い、妥当性の担保を行っている。 
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(2) 教学マネジメントの意思決定プロセスの共通性明示 

教学マネジメントの業務の個々を分析することにより、教学マネジメントを含む教学に

関する意思決定・合意形成は概ね共通し、そのアウトプットを意思決定の文書化により構

成員に共有されることが確認された。この結果を受け本研究では、教学マネジメントの意

思決定プロセスは業務ごとに同定する必要がない共通プロセスであるとことを示している。 

大学の教学運営において、意思決定・合意形成のプロセスが概ね共通であることは、実

務を通じて認識されているものではあったが、共通性の明示は本研究の特徴のひとつであ

るといえる。 

(3) 業務支援ツールによる業務知識等獲得の軽減化提案 

本研究で教学マネジメントに必要とされる知識等の精査を行ったところ、複数の広範な

資料等を活用する必要があり、その知識等は業務と１対１の対応関係にないことが判明し

た。あるひとつの業務を実施するために必要となる知識等は多岐にわたり、複合的に関係

することから、業務に必要な知識等の獲得にかなりコストがかかることが推測される。こ

うした状況を勘案し、支援ツールの活用により業務に必要な知識等の獲得を軽減できるの

ではないかと考える。 

根本・市川ほか（2015）ではジョブエイドを「ある仕事のパフォーマンスを支援し，よ

りよいパフォーマンスに導くための道具の総称」であり、「単に情報と手続きを支援するも

の（マニュアル等）ではなく，決断を支援し，助言し，導くものを含む」と定義している。

本研究ではこの定義を採り、本研究では、教学マネジメントの業務から 1 つを取りあげ、

具体的な業務支援ツールの開発を行い、業務支援ツールの活用により業務知識等の獲得に

対し、負荷の軽減を提言している。 

(4) 業務支援ツールの開発の有効性提起 

業務支援ツールの活用により業務知識等の獲得が軽減されるのでられば、任意の業務に

対し、適切な業務支援ツールの開発を行うことができれば、業務に必要な情報や既存文書

を活用でき、教学マネジメントとして必要とされる意思決定・合意形成のための業務は一

定レベルまで実効化できるのではないかとの仮説が設定できる。よって、本研究では、教

学マネジメントで求められる意思決定として必要となる情報や既存文書を活用し、意思決
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定に必要な新たな文書等の作成を可能にすることを目的とし、業務支援ツールとしてジョ

ブエイドの開発を試みた。 

本研究では、「教学マネジメントの体系図」から任意の業務として「科目ナンバリング」

を取りあげ、ジョブエイドのプロトタイプを開発し効果検証を行った。この結果、業務支

援ツールの有効性について、ジョブエイドを用いることによりナンバリングのアウトプッ

トの精度上昇が確認できている。また、ナンバリングの作業に対する理解度・完成度・ス

ピードに関し、概ねレベルが上がっているとの感想を持っており、ジョブエイドの有効性

について、支持された結果が得られた。 

2. 考察 

上述のとおり、本研究では、まず大学における教学マネジメントについて定義・範囲を

検討し、教学マネジメントの機能と業務について分析を行った。この分析において、教学

マネジメントを進める際の意思決定・合意形成のプロセスが概ね共通であることが確認で

きたことから、アウトプットとして作成される文書が意思決定・合意形成のエビデンスと

なっていることが判明した。そこで、本研究では、教学マネジメントが機能するためには、

アウトプットとして求められる文書に集約するための、議論のベーストなる適切なたたき

台を作成することが非常に重要であるとの知見を得ている。 

そして、任意の業務として「ナンバリング」を取り上げ、業務支援ツールを作成し、こ

れをジョブエイドとして用いることで教学マネジメントの業務が支援されることが確認さ

れた。この結果、業務支援ツールを活用することで、大学職員による「教学に関する意思

決定・合意形成のたたき台」を作成することが可能となることが判明した。業務支援ツー

ルの本来の目的ではないが、業務支援ツールを用いて「ナンバリング」作業を進めるプロ

セスで、ナンバリング作業の根拠を獲得することができ、さらに作業を通じて、扱う範囲

の教学事項に対する自分なりの意見が形成されると考えることができる。 

3. 本研究の意義 

学校教育法第 93 条に「大学には，重要な事項を審議するため，教授会を置かなければ

ならない」と規定していることに基づき、大学の重要事項は教授会構成員である教員の専

権事項として、教授会での審議・機関決定により意思決定されてきた。なかでも特に教学

に関する事項は、各教員の高度な学術的専門性を基盤とする、教員間でも不可侵とされる

ほどの「聖域」と見なされ、大学職員が教員との協働を進める際に非常に参画の難しい領
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域となっている。しかし、経済同友会（2012）での大学のガバナンス機能不全の指摘、さ

らに中教審大学分科会（2014）での意思決定に要するプロセスの長期化・複雑化が指摘さ

れるなど、大学のマネジメントが不十分であることが提言され、特に教学に関する改革の

必要性が取り沙汰されている状況にあることを確認し、本研究では大学職員が参画するた

めの方策の検討を進めてきた。 

本研究で検討した「教学に関する意思決定・合意形成のたたき台」作成が可能となるこ

とにより、作業プロセスで得た作業に対する根拠と自分なりの考えを基盤に、大学職員が

教員とともに教学の検討に参画していくことができるようになるものと考える。この参画

のもとに教学マネジメントの実効化が実現されるとなる。 

よって、本研究での成果に基づき、本研究で明らかにした教学マネジメントの業務体系

に対し支援ツールを開発していくことで、教学マネジメントを担う大学職員の業務レベル

が向上すると期待でき、今後、各大学における教学マネジメントが一層推進することが可

能となる。 
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第7章 残された課題 

これまで見てきたように、業務支援ツールの開発を通じた教学マネジメントの実効化に

ついて調査研究を進めてきた。ここでは、この調査研究における残された課題について確

認する。 

1. 業務支援ツール開発における課題 

(1) 繰り返し効果の影響 

本研究ではナンバリングを課題に、まず業務支援ツールを使用せずにナンバリングを行

ったのち、業務支援ツールを用いてナンバリングの付番を行い、付番結果の適合状況を業

務支援の成果として分析を行った。付番を要する科目群に対し繰り返しナンバリングを行

う手続きは業務場面では想定できないため、繰り返しの効果を考慮する必要はないものと

して研究を進めたが、実際には業務支援ツールの使用前後で用いる作業課題が同じため、

繰り返しによる作業の上達の可能性があることは否定できない。繰り返し効果を考慮した

分析を行うためには、業務支援ツールの使用前後で違った領域の学問科目を用いてナンバ

リングを行ってナンバリングの結果適合度の変化を確認し、ナンバリングの適合度の変化

が業務支援ツールによるものか、繰り返しによるものかを比較することが必要であるが、

今回の課題では、業務支援ツールが付番の適合に有効であることは確認できるが、「学問分

野を新しく設定」することを検討していないため、業務支援ツールの効果と繰り返しによ

る効果を区別して確認することはできなかった。 

(2) 学問分野の特性に関する支援 

同時に、今回の業務支援ツール開発では、学問分野の特性を他大学の資料から読み取る

ことを求める設計になっており、学問分野の業務支援ツールをさまざまなカリキュラムに

共通の内容で作成した結果、学問分野に関する支援が不十分だった。これは、本研究で目

指した業務支援ツールをできる限り汎用性のあるとすることを目指したことから生じた課

題である。実際に科目ナンバリングを行うには、当該領域の学問分野上の特性を把握する

ことが重要である。そのため、さらなる科目ナンバリングとしての業務支援ツールの開発

には、学問分野の特性を把握するための情報提供についての検討が必須とる。ただし、学

問分野については、研究者でも領域設定の結果についての見解が分かれるケースも考えら
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れるため、大学職員が学問分野の概観だけで特性を把握することは困難である。そのため、

学問分野の特性について当該領域の研究者と同じように把握することは、本研究では想定

する業務支援の範囲は超えていると捉え、あくまでも学問分野の概観に基づき領域設定を

仮設し、一定水準の妥当性のある見解を持って教員と話し合うができることをゴールとし

ている。業務支援ツールとして、どの程度の学問領域の特性把握を目指すかは、今後の課

題となる。 

(3) 科目ナンバリングにより提供する履修情報 

科目ナンバリングを支援するために今回開発した業務支援ツールは、いくつかの考え方

があり得ることについて、事前に検討しておく必要がある点について言及する。本研究で

は、文科省の提示する資料に則り、アメリカ合衆国で発展したを開設する「ナンバリング」

の考え方で、学問領域を基盤として採用し付番を進めた。しかし科目ナンバリングを課題

とするにあたり調査したいくつかの大学の事例では、科目開設する学部学科を分類の基盤

にするケースも多く見られた。アメリカ合衆国で発展した考え方では、科目のナンバリン

グは子世なる学部学科の科目であっても同じ学問領域の科目は同じ学問領域が採用される

ため、全学的にどの領域の開講数を分析するなど、全学的なマネジメントには有効と考え

られるが、科目を開講する学部学科で付番する場合は、最適化が学部学科の範囲で検討さ

れることになるが、アメリカ合衆国の大学と異なり大学間・学部間の学生の学籍移動に流

動性が低い日本では、入学した学部学科のカリキュラムをよりわかりやすく明示する手法

として科目ナンバリングを活用することも有効な手段と考えることもできる。どういった

科目ナンバリングの考え方を採用するかは、科目ナンバリングを用いてどのような情報を

提示するかに関する設定により異なる。実際の学生の履修行動をどう捉え、どう誘導する

のかを事前に検討することで、どういうナンバリングの付け方をするかのかが妥当かは決

まってくるともいえるため、具体的な付番を行う以前に十分検討することが重要である。 

 

表 28 業務支援ツール開発における課題 

発見された課題 今後の対策 

業務支援ツール使用前後に実施する作業課

題が同じため、繰り返しによる作業の上達の

可能性がある。 

実際の業務では繰り返し作業は発生しない

（ジョブエイドなしで作業をすることはな

い）ため問題ないが、作業課題を別カリキュ

ラムとする評価の追加実施を検討する。 



72 
 

「学問分野を新しく設定することができる」

作業を行うためには、相応の作業課題が必要

だが、今回の課題では「学問分野を新しく設

定」ことを検討する必要がなく、支援できて

いるのか確認できなかった。 

「学問分野を新しく設定」が妥当な学問分野

の作業課題の追加実施を検討する。 

業務支援ツールをさまざまなカリキュラム

に共通の内容で作成した結果、学問分野に関

する支援が不十分だった。 

今後、学問分野ごとのジョブエイドの作成

を検討し、分野の特性を把握するための情

報提供について、ジョブエイドに盛り込む

ことを検討する。 

ただし、学問分野の特性について、大学職

員が詳細に把握することは業務範囲を超え

困難となるため、どの程度の特性把握を目

指すかが、今後の課題となる。 

「科目ナンバリング」の付番は絶対的な手法

があるわけではない。 

学生に提示する情報について、いくつか考

え方がありえる。実際にどういうナンバリ

ングの付け方をするか、具体的な付番を行

う以前の検討が重要。 

 

2. 大学職員の育成・能力開発における課題 

業務支援ツールは、経験年数の浅い大学職員の業務レベル向上を目指すもので、大学職

員の業務能力の育成は成果としていない。しかし、ナンバリングの付番により経験するこ

とで学問分野を概観し、カリキュラムについて分析を試みることになる。業務支援ツール

を用いることで業務に関する知識と対応方法を経験できることから、教育的にも有効と考

えられる。特に、今回の業務支援ツールの開発において、学問分野による相違を理解する

機会となるため、この経験が教務系の大学職員が教学マネジメントを担う際に必要となる

カリキュラムに対する理解に有効であると想定される。こうした効果を勘案すると、ナン

バリングの付番の課題を、教学マネジメントを担う大学職員の能力育成の教材として構成

し発展させることが可能となるのではないかと考える。 

3. 教学マネジメントを担うための行動特性 

本研究で作成したナンバリング作業についての業務支援ツールは、教務事務の経験が浅

い大学職員でもナンバリングの作業が可能なることを目的に作成したものである。業務支

援ツールの開発により業務レベルが向上するため、教学マネジメントを推進する点では有

効だが、より戦略的な役割を担っていくには、別の観点からの研究も必要である。大学職

員の育成の点では作業水準を上げ、教学に関する検討に参画しマネジメントを発揮してい
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く必要があり、全学的な観点での教学のマネジメントに諸制約条件を踏まえて確保する実

践者であること、こうした実践を通じて SME（=Subject Matter Expert）である教員と役

割に対し相互にコミットメントを形成することなどが挙げられ、ジョブエイドで育成する

次の段階として検討が必要である。 

このような次の段階への移行には、大学の教学マネジメントにおける戦略立案が必要と

なる。この戦略には、例えば教学に関する組織的な財政戦略の立案なども重要と考えられ、

教学の効率的な運営に向けた課程別の財政戦略の立案が必要となると考えられる。また

個々の大学職員の能力開発としては、例えば大学職員の行動特性、個人特性・コンピテン

シーが影響すると考えられる。ハイパフォーマーとされる大学職員の特性・コンピテンシ

ーを抽出・特定することが必要となるのではないか、とも考え羅得るが、これらについて

は、今後の研究を待ちたい。 
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おわりに 

教学マネジメントは、大学の活動を網羅異してマネジメントするとすれば、教育・研究・

社会貢献までを範囲とすることになるが、本研究で扱った教学マネジメントは、2012（平

成 24）年中央教育審議会答申「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～生

涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ～」、2014（平成 26）年中央教育審議会

大学分科会審議まとめ「大学のガバナンス改革の推進について」で提言される大学教育に

対する組織的なマネジメントとしての教学マネジメントである。大学の機能として教育以

外に研究・社会貢献までを網羅するマネジメントとなっていない点については、研究の範

囲として設定した段階で限界と認識している。 

また、教育に関しても、本研究では正課課程に限定したた範囲で扱った。しかし、学生

の学びの最大化を支援することをゴールと設定した場合には、正課課程教育の領域を拡大

し、正課課程教育以外で展開される学生の学びも範囲とすることが望ましい。 

これまでの大学教育では、正課課程での教育以外に課外活動での学生の成長について言

及されることが多く見られた。課外活動でのチームワークや忍耐力など、人格形成がなさ

れることについてはよく知られているが、この教育的な関与は課外活動指導者が重要であ

り、クラブ活動のマネジメントについては学生支援として大学職員が機能しているともい

える。さらに近年、学生のエンプロイアビリティ（就職可能性）が大学教育の成果として

認識されるに従い、正課課程教育と課外活動の中間領域にある学生指導の取り組みが正課

外教育として注目され、ラーニングブリッジとして学びの獲得の点でも有効（＝学びの活

用場面として活用することで学びが深まる）との研究も展開されている。具体的に、近年

の正課外教育としての取り組みとしては、インターンシップ、地域・社会連携などが挙げ

られ、準正課課程教育としたり、正課課程の中に配置したりするなか、職員については教

育参画の実績もあがっている。 

しかし、本研究では正課課程の教育に対するマネジメントとしての観点から分析を行っ

たため、対象としていない。学生の学びは正課課程と準正課・正課外の活動の往還で深め

られるとの指摘もあり、従来から大学職員が主に担ってきた正課外の学びを、どう位置づ

け、正課課程の学びと連携し展開するかについては、教学マネジメントの範囲としても課

題である。 
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本件研究で扱った教学マネジメントの範囲は、組織的な学位プログラムの展開を目指し、

実効性のある教学に関する合意形成と財政基盤確立を課題とした。しかし、一層の大学教

育の実質化に必要となる次のステップは、2012（平成 24）年中央教育審議会答申「新たな

未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け、主体的に考える力を育成

する大学へ～」、2014（平成 26）年中央教育審議会大学分科会審議まとめ「大学のガバナ

ンス改革の推進について」で提言されるように、大学教育に対する組織的なマネジメント

としての大学教育のデザインである。つまり、教授システム学の知見を展開したプログラ

ムレベルのデザイン、これに基づく大学全体の教育のマネジメントが課題となる。そこで、

プログラムレベルでの大学教育を効果、効率、魅力の観点から、学生の学びやすい構成を

整備していく方法の確立を目指していきたい。 
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付録 1-1 科目ナンバリングのためのジョブエイド（マニュアル）A v2 

 

I 科⽬ナンバリングとは 

科⽬ナンバリングとは、授業科⽬に番号・分類を付与することで、学修の段階や順序が分かるように表⽰した

ものです。各科⽬の履修⽔準や学問分野を参考に履修するだけでなく、例えば、留学先の⼤学で授業を履

修する際、本学授業科⽬との単位互換の⽬安として利⽤することができます（注）。  

(注)学問分野や科⽬⽔準の⼀致だけで、単位認定が可能というわけではありません。授業のコマ数、授業

時間の⻑さによって、互換できないケースもあります。事前に所属学部・研究科事務室で確認してください。 

単にナンバリング、コース・ナンバリングとも呼ばれます。 

 

II 導⼊の⽬的・必要性 

本学で開講する授業科⽬に対し、授業の難易度・性格、位置づけ、履修順序を明確することによって、学

⽣はどの科⽬から履修していけばよいかが理解でき、学⼠課程・⼤学院課程全体の中でその授業がどういっ

た位置にあり、どのような⽬的で履修するのかを把握することができます。 

授業科⽬を開講する各部局においては、各学部・研究科等のディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに

相応しい科⽬構成となっているか、分野に偏りがないか等について、カリキュラム・マップなどの作成により点検を

⾏い、順次性のある体系的な教育課程を構築し、学⽣に周知することができます。 

また、授業科⽬のレベルが明確になることから、海外⼤学との単位互換が容易になることが期待されます。 

 

III 付番⽅法 

① 科⽬分類（略号） 
  科⽬の学問領域を⽰すアルファベット3⽂字です。 

 

 

 

 

 

（例）「政治学⼊⾨」の科⽬ナンバー POL-3-01 

    ※ POL は Politics の略 

    ①学問分野：政治学、②学修段階：⼤学 1 年次レベル、③通し番号、 
    であることを⽰す。⑤は領域の通し番号。 

⑤

① ② ③

POL 3 01
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② 科⽬の学修段階・難易度 
※ 教育課程表に記載されている配当学年（履修可能年次）と異なる場合があります。 

0 0 ⼤学補修・単位外 

1 主に⼤学1年⽣を対象とした授業（⼤学1年次レベル） 

2 主に⼤学2年⽣を対象とした授業（⼤学2年次レベル） 

3 主に⼤学3年⽣を対象とした授業（⼤学3年次レベル） 

4 主に⼤学4年⽣を対象とした授業（⼤学4年次レベル） 

5 ⼤学院⼊⾨レベル 

6 博⼠前期課程（修⼠）レベル 

7 博⼠後期課程（博⼠）レベル 

 

③ 通し番号 
  科⽬の並び順などの管理上の番号です。 

 
 

IV 学内ルール 

� 学問領域は必ず⼀覧表から採ってください。 

そのため、カリキュラムに領域が異なる科⽬が混在することになります。 

� 学問分野は、20 単位程度のミニマムサイズで構成するようにしてください。 

� ⼀覧表にない学問領域は、ルールのもとにオリジナルの分野を作成することができます。 

� 同⼀名称の科⽬で学問分野の異なる科⽬は、通し番号で区別する。 

（例：アジア論として開講しているが、内容が中国、イスラム諸国と分かれている場合） 

以上
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付録 1-2 科目ナンバリングのチェックポイント・注意点 v2 

 

  

� 学問分野を⼀覧表から採って使⽤しているか。 

� １つの領域を 20 単位程度で構成できているか。 

� １つの領域（20 単位程度）に複数の学問分野が混在していないか。 

� 新しい領域を作成した⽅がわかりやすいかを検討したか。 

� 科⽬の学修段階・難易度は、主となる開設学科の学⽣にとって適切な 
設定になっているか。 

� 学内ルールに則って作成しているか。 

� 同じ科⽬で開講する違う領域の科⽬を通し番号で対応しているか。 

� 履修登録のための科⽬番号と区別してつけているか。 
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付録 2-1 業務支援ツール：科目ナンバリングのマニュアル Av3  

 

I 科⽬ナンバリングとは 

科⽬ナンバリングとは、授業科⽬に番号・分類を付与することで、学修の段階や順序が分かるように表⽰した

ものです。各科⽬の履修⽔準や学問分野を参考に履修するだけでなく、例えば、留学先の⼤学で授業を履

修する際、所属⼤学の授業科⽬との単位互換の⽬安として利⽤することができます（注）。単にナンバリン

グ、コース・ナンバリングとも呼ばれます。 

(注)学問分野や科⽬⽔準の⼀致だけで、単位認定が可能ではない。授業のコマ数、授業時間の⻑さにより

互換できないケースもある。 

 

II 導⼊の⽬的・必要性 

ナンバリングを付与することによって、開講する授業科⽬に対し、授業の難易度・性格、位置づけ、履修順序

を明確することになるため、学⽣はどの科⽬から履修していけばよいかが理解でき、学⼠課程・⼤学院課程全

体の中でその授業がどういった位置にあり、どのような⽬的で履修するのかを把握することができます。 

授業科⽬を開講する各学部・研究科等においては、科⽬にナンバリングを付与することで、各学部・研究科

等のディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに相応しい科⽬構成となっているか、分野・難易度に偏りが

ないか等について、カリキュラム・マップなどの作成による点検に基づき、順次性のある体系的な教育課程を構

築し、学⽣に周知することができます。 

また、授業科⽬のレベルが明確になることから、海外⼤学との単位互換が容易になることが期待されます。 

 

III ナンバリングの構成要素 

ナンバリングは⼤きく、学問分野、学修段階、通し番号の３つの要素から構成されます。 

具体的に⼤学 1 年次レベルの政治学科⽬である「政治学⼊⾨」にナンバリングを付与する場合を例に⾒て

みると、以下のようになります。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

（例）「政治学⼊⾨」の科⽬ナンバー POL101 

    ※ POL は Politics の略 

    ①学問分野：政治学、②学修段階：⼤学 1 年次レベル、③通し番号、 

    であることを⽰す。⑤は領域の通し番号。 

① ② ③

POL 1 01
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  ①学問分野：科⽬分類（略号） 
科⽬の学問領域を⽰すアルファベット3⽂字です。 

科⽬分類表は、⽇本⼗進分類表(NDC)区分表のように全国共有のものはありませんので、学術振興

会の科学研究費補助⾦「系・分野・分科・細⽬表」などをもとに学内で⼀定のルールをあらかじめ設け、

それに基づいて選択して付与します。 

すでに主だった学問分野の略号はリストアップされているので、そこから選んで⽤いることになりますが、あら

かじめ設定されている領域では適切でない場合に、新しい領域の略号を作成して⽤いることになります。

②学修段階：難易度 
科⽬の学習段階、難易度を⽰します 

0 0 ⼤学補修・単位外 
1 主に⼤学1年⽣を対象とした授業（⼤学1年次レベル） 
2 主に⼤学2年⽣を対象とした授業（⼤学2年次レベル） 
3 主に⼤学3年⽣を対象とした授業（⼤学3年次レベル） 
4 主に⼤学4年⽣を対象とした授業（⼤学4年次レベル） 
5 ⼤学院⼊⾨レベル 
6 博⼠前期課程（修⼠）レベル 
7 博⼠後期課程（博⼠）レベル 

※ 教育課程表に記載されている配当学年（履修可能年次）と異なる場合があります。 

③通し番号 
科⽬の管理上の番号です。 

 

IV 付番⽅法と学内ルール 

� 学問領域は、シラバスを読み、授業内容やキーワードを確認のうえ、必ず学内共通の⼀覧表から採る

こと。その結果、カリキュラムには異なる領域の科⽬が混在する場合が出ますが、問題ありません。 

� ⼀覧表にない学問領域は、ルールのもとにオリジナルの科⽬分類・略号を作成することも可能です。 

新しい科⽬分類・略号を作成する場合、学問分野を表すアルファベット三⽂字を、科⽬名の英語表記

をもとに作成しますが、他の科⽬分類・略号と重複しないように注意することが必要です。 

ただし、海外⼤学との単位相互認定などでの活⽤を阻害することも想定されるため、安易な新しい学

問領域の略号の作成は避けることが望まれます。 

なお、新しい科⽬分類・略号の設置は、新しい科⽬分類・略号を設定することで 10 単位以上が新し

い領域となる場合、検討する⽬安と捉える⽔準です。 

� 学修段階・難易度は、カリキュラムでの履修配当年次・履修推奨年次を踏まえ、履修配当年次が複

数年次にわたる場合は履修を開始できる下の年次を中⼼に採るようにしてください。 

� 同⼀名称の科⽬で学問分野の異なる科⽬は、通し番号で区別すること。 

（例：アジア論として開講しているが、内容が中国、イスラム諸国と分かれている場合） 

以上
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付録 2-2 業務支援ツール：科目ナンバリングのマニュアル Av3 
（更新箇所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

I 科⽬ナンバリングとは 

科⽬ナンバリングとは、授業科⽬に番号・分類を付与することで、学修の段階や順序が分かるように表⽰した

ものです。各科⽬の履修⽔準や学問分野を参考に履修するだけでなく、例えば、留学先の⼤学で授業を履

修する際、所属⼤学の授業科⽬との単位互換の⽬安として利⽤することができます（注）。単にナンバリン

グ、コース・ナンバリングとも呼ばれます。 

(注)学問分野や科⽬⽔準の⼀致だけで、単位認定が可能ではない。授業のコマ数、授業時間の⻑さにより

互換できないケースもある。 

 

II 導⼊の⽬的・必要性 

ナンバリングを付与することによって、開講する授業科⽬に対し、授業の難易度・性格、位置づけ、履修順序

を明確することになるため、学⽣はどの科⽬から履修していけばよいかが理解でき、学⼠課程・⼤学院課程全

体の中でその授業がどういった位置にあり、どのような⽬的で履修するのかを把握することができます。 

授業科⽬を開講する各学部・研究科等においては、科⽬にナンバリングを付与することで、各学部・研究科

等のディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに相応しい科⽬構成となっているか、分野・難易度に偏りが

ないか等について、カリキュラム・マップなどの作成による点検に基づき、順次性のある体系的な教育課程を構

築し、学⽣に周知することができます。 

また、授業科⽬のレベルが明確になることから、海外⼤学との単位互換が容易になることが期待されます。 

 

III ナンバリングの構成要素 

ナンバリングは⼤きく、学問分野、学修段階、通し番号の３つの要素から構成されます。 

具体的に⼤学 1 年次レベルの政治学科⽬である「政治学⼊⾨」にナンバリングを付与する場合を例に⾒て

みると、以下のようになります。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

（例）「政治学⼊⾨」の科⽬ナンバー POL101 

    ※ POL は Politics の略 

    ①学問分野：政治学、②学修段階：⼤学 1 年次レベル、③通し番号、 

    であることを⽰す。⑤は領域の通し番号。 

① ② ③

POL 1 01

説明追加 
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 ①学問分野：科⽬分類（略号） 
科⽬の学問領域を⽰すアルファベット3⽂字です。 

科⽬分類表は、⽇本⼗進分類表(NDC)区分表のように全国共有のものはありませんので、学術振興

会の科学研究費補助⾦「系・分野・分科・細⽬表」などをもとに学内で⼀定のルールをあらかじめ設け、

それに基づいて選択して付与します。 

すでに主だった学問分野の略号はリストアップされているので、そこから選んで⽤いることになりますが、あら

かじめ設定されている領域では適切でない場合に、新しい領域の略号を作成して⽤いることになります。

②学修段階：難易度 
科⽬の学習段階、難易度を⽰します 

0 0 ⼤学補修・単位外 
1 主に⼤学1年⽣を対象とした授業（⼤学1年次レベル） 
2 主に⼤学2年⽣を対象とした授業（⼤学2年次レベル） 
3 主に⼤学3年⽣を対象とした授業（⼤学3年次レベル） 
4 主に⼤学4年⽣を対象とした授業（⼤学4年次レベル） 
5 ⼤学院⼊⾨レベル 
6 博⼠前期課程（修⼠）レベル 
7 博⼠後期課程（博⼠）レベル 

※ 教育課程表に記載されている配当学年（履修可能年次）と異なる場合があります。 

③通し番号 
科⽬の管理上の番号です。 

 

IV 付番⽅法と学内ルール 

� 学問領域は、シラバスを読み、授業内容やキーワードを確認のうえ、必ず学内共通の⼀覧表から採る

こと。その結果、カリキュラムには異なる領域の科⽬が混在する場合が出ますが、問題ありません。 

� ⼀覧表にない学問領域は、ルールのもとにオリジナルの科⽬分類・略号を作成することも可能です。 

新しい科⽬分類・略号を作成する場合、学問分野を表すアルファベット三⽂字を、科⽬名の英語表記

をもとに作成しますが、他の科⽬分類・略号と重複しないように注意することが必要です。 

ただし、海外⼤学との単位相互認定などでの活⽤を阻害することも想定されるため、安易な新しい学

問領域の略号の作成は避けることが望まれます。 

なお、新しい科⽬分類・略号の設置は、新しい科⽬分類・略号を設定することで 10 単位以上が新し

い領域となる場合、検討する⽬安と捉える⽔準です。 

� 学修段階・難易度は、カリキュラムでの履修配当年次・履修推奨年次を踏まえ、履修配当年次が複

数年次にわたる場合は履修を開始できる下の年次を中⼼に採るようにしてください。 

� 同⼀名称の科⽬で学問分野の異なる科⽬は、通し番号で区別すること。 

（例：アジア論として開講しているが、内容が中国、イスラム諸国と分かれている場合） 

 

説明追加 

説明追加 

説明追加 

V2 では 20 単位以上としていた

が、最低基準の明⽰に変更。 

学修段階に関する説明追加
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科⽬ナンバリングのためのジョブエイド（チェックリスト） 
 

� 履修登録のための科⽬番号と区別している。 

� 学内ルールに則って作成している。 

� 科⽬の学修段階・難易度（位置づけ）は、カリキュラムにおける科⽬の履修
配当年次・履修推奨年次を踏まえ、履修開始できる年次で設定している。 

� シラバスから授業内容やキーワードを確認し、これに基づいて学内で設定された
⼀覧から科⽬分類・略号を採った。 

� ⼀旦、既存の科⽬分類・略号を設定して、科⽬配置の分量を確認した。 

� 新しい科⽬分類・略号を作成した⽅がわかりやすいか検討した。 

� 同じ科⽬で開講する違う科⽬分類・略号の科⽬を通し番号で対応している。 

 

 

以上 

ジョブエイドｖ2 では別シートと

していたチェックリストを統合。
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付録 3-1 業務支援ツール：科目ナンバリングのマニュアル Av4 

 

  

I 科⽬ナンバリングとは 

科⽬ナンバリングとは、授業科⽬に学問領域・番号を付与することで、学修の段階や順序が分かるよ

うに表⽰したものです。各科⽬の履修⽔準や学問分野を参考に履修するだけでなく、例えば、学内で

共通の記号が設定されるため、学内の別プログラムからの異動や科⽬留学先の⼤学で授業を履修す

る際、所属⼤学の授業科⽬との単位互換の⽬安として利⽤することができます（注）。 

単にナンバリング、コース・ナンバリングとも呼ばれます。 
(注) 学問分野や科⽬⽔準の⼀致だけで、⾃動的に単位認定が可能なわけではありません。 

授業の単位数・授業時間の設定などにより、単純に互換できないケースもあります。 
 
 

II 導⼊の⽬的・必要性 

ナンバリングを付与することによって、開講する授業科⽬に対し、授業の難易度・性格、位置づけ、履

修順序を明確することになるため、学⽣はどの科⽬から履修していけばよいかが理解でき、学⼠課程・

⼤学院課程全体の中でその授業がどういった位置にあり、どのような⽬的で履修するのかを把握するこ

とができます。 

授業科⽬を開講する各学部・研究科等においては、科⽬にナンバリングを付与することで、各学部・

研究科等のディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに相応しい科⽬構成となっているか、分野・難

易度に偏りがないか等について、カリキュラム・マップなどの作成による点検に基づき、順次性のある体系

的な教育課程を構築し、学⽣に周知することができます。 

また、学部・学科を超えて科⽬の学問領域が明確になるため、⼤学は学部間での共通開設などが可

能になり、学⽣はコース変更などの要件を満たすことが容易になります。 

授業科⽬の学問領域・レベルが明確になるため、海外⼤学との単位互換が容易になることが期待さ

れます。 
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III ナンバリングの構成要素 

ナンバリングは⼤きく、学問分野、学修段階、通し番号の３つの要素から構成されます。 

具体的に⼤学 1 年次レベルの政治学科⽬である「政治学⼊⾨」にナンバリングを付与する場合を例

に⾒てみると、以下のようになります。 

 

 

 

 
 
 

 
 
 

①学問分野：科⽬分類（略号） 
科⽬の学問領域を⽰すアルファベット3⽂字です。 

科⽬分類表は、⽇本⼗進分類表(NDC)区分表のように全国共有のものはありませんので、 

学術振興会の科学研究費補助⾦「系・分野・分科・細⽬表」などをもとに学内で⼀定のルールを

あらかじめ設け、それに基づいて選択して付与します。 

すでに主だった学問分野の略号はリストアップされているので、そこから選んで⽤いることになります

が、あらかじめ設定されている領域では適切でない場合に、新しい領域の略号を作成して⽤いる

ことになります。 

 

②学修段階：難易度 
科⽬の学習段階、難易度を⽰します 

0 0 ⼤学補修・単位外 
1 主に⼤学1年⽣を対象とした授業（⼤学1年次レベル） 
2 主に⼤学2年⽣を対象とした授業（⼤学2年次レベル） 
3 主に⼤学3年⽣を対象とした授業（⼤学3年次レベル） 
4 主に⼤学4年⽣を対象とした授業（⼤学4年次レベル） 
5 ⼤学院⼊⾨レベル 
6 博⼠前期課程（修⼠）レベル 
7 博⼠後期課程（博⼠）レベル 

※ 教育課程表に記載されている配当学年（履修可能年次）と異なる場合があります。

 

③通し番号 
科⽬の管理上の番号です。 

（例）「政治学⼊⾨」の科⽬ナンバー POL101 

    ※ POL は Politics の略 
      ①学問分野：政治学、②学修段階：⼤学 1 年次レベル、③通し番号、 
    であることを⽰す。③は領域の通し番号。 

① ② ③

POL 1 01
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IV 学内ルール 

� 学問分野は、シラバスを読み、授業内容やキーワードを確認のうえ、必ず学内共通の⼀覧表か

ら採ること。その結果、カリキュラムには異なる領域の科⽬が混在する場合が出ますが、問題あり

ません。 

� ⼀覧表にない学問分野は、ルールのもとにオリジナル科⽬分類・略号を作成することも可能です

新しい科⽬分類・略号を作成する場合、学問分野を表すアルファベット三⽂字を、科⽬名の英

語表記をもとに作成しますが、他の科⽬分類・略号と重複しないように注意することが必要です

ただし、海外⼤学との単位相互認定などでの活⽤を阻害することも想定されるため、安易な新し

い学問分野の略号の作成は避けることが望まれます。 

なお、新しい科⽬分類・略号の設置は、新しい科⽬分類・略号を設定することで 20 単位以上

が新しい領域となる場合、検討する⽬安と捉える⽔準です。これは、想定する科⽬がカリキュラ

ムに⼀定以上あることを⽰し、まとまった科⽬群であることを学⽣に⽰すための機能です。 

なお、領域によらない、例えば「卒業演習」といった科⽬も学内統⼀コードを設定可能です。 

� 学修段階・難易度は、カリキュラムでの履修配当年次・履修推奨年次を踏まえ、履修配当年

次が複数年次にわたる場合は履修を開始できる下の年次を中⼼に採るようにしてください。 

� 同⼀名称の科⽬で学問分野の異なる科⽬は、通し番号で区別すること。 

（例：アジア論として開講しているが、内容が中国、イスラム諸国と分かれている場合） 

 

V ナンバリングの⼿順 

① ナンバリングを付与する科⽬全体について、どのような科⽬が配置されているかを確認する。 

② 他⼤学のナンバリングの参考資料にある科⽬全体を⾒て、カリキュラムに配置された科⽬を確認し

ナンバリングを付与する科⽬⼀覧と類似の科⽬名称があるかどうかをチェックする。 

③ 他⼤学のナンバリングの参考資料から、科⽬名称、選択された学問分野を確認する。 

④ ナンバリングを付与する科⽬群のシラバスを確認し、記載された授業テーマ、概要、キーワード、関

連科⽬などをチェックする。 

⑤ 他⼤学の科⽬と同じ名称の場合、使⽤している学問分野を採っておく。 

⑥ 他⼤学の科⽬に同じものがない場合、シラバスの情報から、学問分野を推定する。 

その際、キーワードが重複するが、違う学問領域になっている科⽬をチェックしておく。 

⑦ 科⽬の学修段階・難易度（位置づけ）は、カリキュラムにおける科⽬の履修配当年次・履修推

奨年次を踏まえ、履修開始できる年次で設定する。 

⑧ 通し番号は、学問領域コードが同じ場合、順序を考えずに並んでいる順番に設定する。 

⑨ 科⽬全体のナンバリングが終わったら、キーワードが同じ科⽬を数え、20 単位相当程度ある場合

はオリジナルの学問分野をつけることを検討する。 

⑩ 最後にチェックリストで確認する。 
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科⽬ナンバリングのチェックリスト 
 

� 履修登録のための科⽬番号と区別している。 

� 学内ルールに則って作成している。 

� 科⽬の学修段階・難易度（位置づけ）は、カリキュラムにおける科⽬の
履修配当年次・履修推奨年次を踏まえ、履修開始できる年次で設定し
ている。 

� シラバスから授業内容やキーワードを確認し、これに基づいて学内で設定
された⼀覧から科⽬分類・略号を採った。 

� ⼀旦、既存の科⽬分類・略号を設定して、科⽬配置の分量を確認した

� 新しい科⽬分類・略号を作成した⽅がわかりやすいか検討した。 

� 同じ科⽬で開講する違う科⽬分類・略号の科⽬を通し番号で対応して
いる。 

 

以上
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付録 3-2 業務支援ツール：科目ナンバリングのマニュアル Av4 
（更新箇所） 

 

  

I 科⽬ナンバリングとは 

科⽬ナンバリングとは、授業科⽬に学問領域・番号を付与することで、学修の段階や順序が分かるよ

うに表⽰したものです。各科⽬の履修⽔準や学問分野を参考に履修するだけでなく、例えば、学内で

共通の記号が設定されるため、学内の別プログラムからの異動や科⽬留学先の⼤学で授業を履修す

る際、所属⼤学の授業科⽬との単位互換の⽬安として利⽤することができます（注）。 

単にナンバリング、コース・ナンバリングとも呼ばれます。 
(注) 学問分野や科⽬⽔準の⼀致だけで、⾃動的に単位認定が可能なわけではありません。 

授業の単位数・授業時間の設定などにより、単純に互換できないケースもあります。 
 
 

II 導⼊の⽬的・必要性 

ナンバリングを付与することによって、開講する授業科⽬に対し、授業の難易度・性格、位置づけ、履

修順序を明確することになるため、学⽣はどの科⽬から履修していけばよいかが理解でき、学⼠課程・

⼤学院課程全体の中でその授業がどういった位置にあり、どのような⽬的で履修するのかを把握するこ

とができます。 

授業科⽬を開講する各学部・研究科等においては、科⽬にナンバリングを付与することで、各学部・

研究科等のディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに相応しい科⽬構成となっているか、分野・難

易度に偏りがないか等について、カリキュラム・マップなどの作成による点検に基づき、順次性のある体系

的な教育課程を構築し、学⽣に周知することができます。 

また、学部・学科を超えて科⽬の学問領域が明確になるため、⼤学は学部間での共通開設などが可

能になり、学⽣はコース変更などの要件を満たすことが容易になります。 

授業科⽬の学問領域・レベルが明確になるため、海外⼤学との単位互換が容易になることが期待さ

れます。 
説明追加 
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III ナンバリングの構成要素 

ナンバリングは⼤きく、学問分野、学修段階、通し番号の３つの要素から構成されます。 

具体的に⼤学 1 年次レベルの政治学科⽬である「政治学⼊⾨」にナンバリングを付与する場合を例

に⾒てみると、以下のようになります。 

 

 

 

 
 
 

 
 
 

①学問分野：科⽬分類（略号） 
科⽬の学問領域を⽰すアルファベット3⽂字です。 

科⽬分類表は、⽇本⼗進分類表(NDC)区分表のように全国共有のものはありませんので、 

学術振興会の科学研究費補助⾦「系・分野・分科・細⽬表」などをもとに学内で⼀定のルールを

あらかじめ設け、それに基づいて選択して付与します。 

すでに主だった学問分野の略号はリストアップされているので、そこから選んで⽤いることになります

が、あらかじめ設定されている領域では適切でない場合に、新しい領域の略号を作成して⽤いる

ことになります。 

 

②学修段階：難易度 
科⽬の学習段階、難易度を⽰します 

0 0 ⼤学補修・単位外 
1 主に⼤学1年⽣を対象とした授業（⼤学1年次レベル） 
2 主に⼤学2年⽣を対象とした授業（⼤学2年次レベル） 
3 主に⼤学3年⽣を対象とした授業（⼤学3年次レベル） 
4 主に⼤学4年⽣を対象とした授業（⼤学4年次レベル） 
5 ⼤学院⼊⾨レベル 
6 博⼠前期課程（修⼠）レベル 
7 博⼠後期課程（博⼠）レベル 

※ 教育課程表に記載されている配当学年（履修可能年次）と異なる場合があります。

 

③通し番号 
科⽬の管理上の番号です。 

（例）「政治学⼊⾨」の科⽬ナンバー POL101 

    ※ POL は Politics の略 
      ①学問分野：政治学、②学修段階：⼤学 1 年次レベル、③通し番号、 
    であることを⽰す。③は領域の通し番号。 

① ② ③

POL 1 01
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IV 学内ルール 

� 学問分野は、シラバスを読み、授業内容やキーワードを確認のうえ、必ず学内共通の⼀覧表か

ら採ること。その結果、カリキュラムには異なる領域の科⽬が混在する場合が出ますが、問題あり

ません。 

� ⼀覧表にない学問分野は、ルールのもとにオリジナル科⽬分類・略号を作成することも可能です。 

新しい科⽬分類・略号を作成する場合、学問分野を表すアルファベット三⽂字を、科⽬名の英

語表記をもとに作成しますが、他の科⽬分類・略号と重複しないように注意することが必要です。 

ただし、海外⼤学との単位相互認定などでの活⽤を阻害することも想定されるため、安易な新し

い学問分野の略号の作成は避けることが望まれます。 

なお、新しい科⽬分類・略号の設置は、新しい科⽬分類・略号を設定することで 20 単位以上

が新しい領域となる場合、検討する⽬安と捉える⽔準です。これは、想定する科⽬がカリキュラ

ムに⼀定以上あることを⽰し、まとまった科⽬群であることを学⽣に⽰すための機能です。 

なお、領域によらない、例えば「卒業演習」といった科⽬も学内統⼀コードを設定可能です。 

� 学修段階・難易度は、カリキュラムでの履修配当年次・履修推奨年次を踏まえ、履修配当年

次が複数年次にわたる場合は履修を開始できる下の年次を中⼼に採るようにしてください。 

� 同⼀名称の科⽬で学問分野の異なる科⽬は、通し番号で区別すること。 

（例：アジア論として開講しているが、内容が中国、イスラム諸国と分かれている場合） 

 

V ナンバリングの⼿順 

① ナンバリングを付与する科⽬全体について、どのような科⽬が配置されているかを確認する。 

② 他⼤学のナンバリングの参考資料にある科⽬全体を⾒て、カリキュラムに配置された科⽬を確認し、

ナンバリングを付与する科⽬⼀覧と類似の科⽬名称があるかどうかをチェックする。 

③ 他⼤学のナンバリングの参考資料から、科⽬名称、選択された学問分野を確認する。 

④ ナンバリングを付与する科⽬群のシラバスを確認し、記載された授業テーマ、概要、キーワード、関

連科⽬などをチェックする。 

⑤ 他⼤学の科⽬と同じ名称の場合、使⽤している学問分野を採っておく。 

⑥ 他⼤学の科⽬に同じものがない場合、シラバスの情報から、学問分野を推定する。 

その際、キーワードが重複するが、違う学問領域になっている科⽬をチェックしておく。 

⑦ 科⽬の学修段階・難易度（位置づけ）は、カリキュラムにおける科⽬の履修配当年次・履修推

奨年次を踏まえ、履修開始できる年次で設定する。 

⑧ 通し番号は、学問領域コードが同じ場合、順序を考えずに並んでいる順番に設定する。 

⑨ 科⽬全体のナンバリングが終わったら、キーワードが同じ科⽬を数え、20 単位相当程度ある場合

はオリジナルの学問分野をつけることを検討する。 

⑩ 最後にチェックリストで確認する。 

V3 では「付番⽅法と学内ルール」として
まとめて記載していた部分を分けて記載 

V3 では「付番⽅法と学内ルール」としてまとめて記載し
ていた部分を分け、「⼿順」として追加。 

説明をチェックリストとあわせ、v2 の内容に修正
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科⽬ナンバリングのチェックリスト 
 

� 履修登録のための科⽬番号と区別している。 

� 学内ルールに則って作成している。 

� 科⽬の学修段階・難易度（位置づけ）は、カリキュラムにおける科⽬の
履修配当年次・履修推奨年次を踏まえ、履修開始できる年次で設定し
ている。 

� シラバスから授業内容やキーワードを確認し、これに基づいて学内で設定
された⼀覧から科⽬分類・略号を採った。 

� ⼀旦、既存の科⽬分類・略号を設定して、科⽬配置の分量を確認した。

� 新しい科⽬分類・略号を作成した⽅がわかりやすいか検討した。 

� 同じ科⽬で開講する違う科⽬分類・略号の科⽬を通し番号で対応して
いる。 

 

以上 

記載順序の⾒直し 
単位数に関する記載を学内ルールに統合 

記載追加 
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付録 4-1 業務支援ツール：科目ナンバリングのマニュアル Av5 

 

０ マニュアルの使い⽅ 

(1) まず、Ⅰ・Ⅱをよく読み、科⽬ナンバリングについて、どういう機能があり、導⼊により得られるメリット

などを把握してください。そのうえで、この作業で想定するナンバリングが構成される要素について、

Ⅲを読んで理解してください。 

(2) 次に、ナンバリングの作業を⾏う際に注意するべき点をⅣの学内ルールとして確認してください。 

(3) そのうえで、Ⅳの⼿順に沿って実際にナンバリングの付番を作業してください。 

(4) 最後にかならず、マニュアル最後に記載のチェックリストを使って作業を確認してください。 

 

I 科⽬ナンバリングとは 

科⽬ナンバリングとは、授業科⽬に学問領域・番号を付与することで、学修の段階や順序が分かるよ

うに表⽰したものです。各科⽬の履修⽔準や学問分野を参考に履修するだけでなく、例えば、学内で

共通の記号が設定されるため、学内の別プログラムからの異動や科⽬留学先の⼤学で授業を履修す

る際、所属⼤学の授業科⽬との単位互換の⽬安として利⽤することができます（注）。 

単にナンバリング、コース・ナンバリングとも呼ばれます。 
(注) 学問分野や科⽬⽔準の⼀致だけで、⾃動的に単位認定が可能なわけではありません。 

授業の単位数・授業時間の設定などにより、単純に互換できないケースもあります。 
 

II 導⼊の⽬的・必要性 

ナンバリングを付与することによって、開講する授業科⽬に対し、授業の難易度・性格、位置づけ、履

修順序を明確することになるため、学⽣はどの科⽬から履修していけばよいかが理解でき、学⼠課程・

⼤学院課程全体の中でその授業がどういった位置にあり、どのような⽬的で履修するのかを把握するこ

とができます。 

授業科⽬を開講する各学部・研究科等においては、科⽬にナンバリングを付与することで、各学部・

研究科等のディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに相応しい科⽬構成となっているか、分野・難

易度に偏りがないか等について、カリキュラム・マップなどの作成による点検に基づき、順次性のある体系

的な教育課程を構築し、学⽣に周知することができます。 

また、学部・学科を超えて科⽬の学問領域が明確になるため、⼤学は学部間での共通開設などが可

能になり、学⽣はコース変更などの要件を満たすことが容易になります。 

授業科⽬の学問領域・レベルが明確になるため、海外⼤学との単位互換が容易になることが期待さ

れます。 
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III ナンバリングの構成要素 

ナンバリングは⼤きく、学問分野、学修段階、通し番号の３つの要素から構成されます。 

具体的に⼤学 1 年次レベルの政治学科⽬である「政治学⼊⾨」にナンバリングを付与する場合を例

に⾒てみると、以下のようになります。 

 

 

 

 
 
 

 
 
 

①学問分野：科⽬の学問領域（略号） 
科⽬の学問領域を⽰すアルファベット3⽂字です。 

学問領域表は、⽇本⼗進分類表（NDC）区分表のように全国共有のものはありませんので、

学術振興会の科学研究費補助⾦「系・分野・分科・細⽬表」などをもとに学内で⼀定のルールを

あらかじめ設け、それに基づいて選択して付与します。 

すでに主だった学問分野はリストアップされているため、これから選んで⽤いることになりますが、あら

かじめ設定されている領域では適切でない場合に、新しい略号を作成して⽤いることになります。

 

②学修段階：難易度 
科⽬の学習段階、難易度を⽰します 

0 0 ⼤学補修・単位外 
1 主に⼤学1年⽣を対象とした授業（⼤学1年次レベル） 
2 主に⼤学2年⽣を対象とした授業（⼤学2年次レベル） 
3 主に⼤学3年⽣を対象とした授業（⼤学3年次レベル） 
4 主に⼤学4年⽣を対象とした授業（⼤学4年次レベル） 
5 ⼤学院⼊⾨レベル 
6 博⼠前期課程（修⼠）レベル 
7 博⼠後期課程（博⼠）レベル 

※ 教育課程表に記載されている配当学年（履修可能年次）と異なる場合があります。

 

③通し番号 
科⽬の管理上の番号です。 

（例）「政治学⼊⾨」の科⽬ナンバー POL101 

    ※ POL は Politics の略 
      ①学問分野：政治学、②学修段階：⼤学 1 年次レベル、③通し番号、 
    であることを⽰す。③は領域の通し番号。 

① ② ③

POL 1 01



98 
 

 
IV 学内ルール 

� 学問分野は、必ず学内共通の⼀覧表から採ること。 
その結果、カリキュラムには異なる領域の科⽬が混在する場合が出ますが、問題ありません。 

� ⼀覧表にない学問分野は、ルールのもとにオリジナルの略号を作成することも可能です。 
新しい略号を作成する場合、学問分野を表すアルファベット三⽂字を、科⽬名の英語表記をも
とに作成しますが、他の科⽬分類・略号と重複しないように注意することが必要です。 
ただし、海外⼤学との単位相互認定などでの活⽤を阻害することも想定されるため、安易な新し
い学問分野の略号の作成は避けることが望まれます。 

� 新しい略号の設置は、20 単位以上が新しい学問分野とできるかどうかを検討の⽬安とします。
これは、想定する学問分野がカリキュラムに⼀定以上あることを⽰し、まとまった科⽬群であること
を学⽣に⽰すための機能です。 
なお、領域によらず、例えば「卒業演習」といった科⽬を学内統⼀の略号とすることも可能です。

� 学修段階・難易度は、カリキュラムでの履修配当年次・履修推奨年次を踏まえ、履修配当年
次が複数年次にわたる場合は履修を開始できる下の年次を中⼼に採るようにしてください。 

 

V ナンバリングの⼿順 

(1) 作業の進め⽅ 
まず学問分野について検討し、学修段階を設定、最後に通し番号をつけていきます。 
学問分野と学修段階はどちらからでも作業できますが、通し番号は必ず最後に作業します。 

(2) 学問分野の検討 
① ナンバリングを付与する科⽬全体について、どのような科⽬が配置されているかを確認する。
② 他⼤学のナンバリングの参考資料から、科⽬名称、選択された学問分野を確認する。 

※他⼤学のナンバリングの参考資料にある科⽬全体を⾒て、カリキュラムに配置された 
 科⽬を確認し、科⽬⼀覧と類似の科⽬名称があるかどうかチェックしておくと有効です。 

③ 他⼤学に類似した科⽬名称の科⽬がある場合、その科⽬の学問分野を採っておく。 
他⼤学に同類似した名称の科⽬がない場合、シラバスの情報から、学問分野を推定する

④ ナンバリングを付与する科⽬のシラバスをチェックし、シラバスに記載のキーワードと適合する
か確認する。 
※この際、キーワードが重複するが、違う学問分野になっている科⽬をチェックしておく。 
※他⼤学の科⽬名と類似でも、内容が異なる場合があるため、キーワードで要確認。 

(3) 学修段階の設定 
科⽬の学修段階・難易度（位置づけ）は、カリキュラムにおける科⽬の履修配当年次・履修
推奨年次を踏まえ、履修開始できる年次で設定する。 

(4) 通し番号の設定 
通し番号は、学問分野と学修段階が同じ科⽬に対し、⼀覧表の並び順に設定していく。 

(5) ナンバリング全体の確認 
① 科⽬全体のナンバリングが終わったら、キーワードが同じ科⽬を数え、20 単位相当程度 

ある場合はオリジナルの学問分野をつけることを検討する。 
最後にチェックリストで確認する。 



99 
 

科⽬ナンバリングのチェックリスト 
 

� 履修登録のための科⽬番号と区別している。 

� 学内ルールに則って作成している。 

� 科⽬の学修段階・難易度（位置づけ）は、カリキュラムにおける科⽬の
履修配当年次・履修推奨年次を踏まえ、履修開始できる年次で設定し
ている。 

� 他⼤学の科⽬表を参考に、これに基づいて学内で設定された⼀覧から 
学問分野・略号を採った。 

� 対象科⽬のシラバスから授業内容やキーワードを確認し、ナンバリングを付
与した科⽬⼀覧の結果との整合性を確認した。 

� ⼀旦、既存の学問分野・略号を設定して、科⽬配置の分量を確認した

� 新しい科⽬分類・略号を作成した⽅がわかりやすいか検討した。 

� 最後に、科⽬⼀覧を⾒渡し、科⽬分類・学修段階・通し番号が全く同じ
科⽬がないかを確認した。 

以上
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付録 4-2 業務支援ツール：科目ナンバリングのマニュアル Av5 
（更新箇所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

０ マニュアルの使い⽅ 

(1) まず、Ⅰ・Ⅱをよく読み、科⽬ナンバリングについて、どういう機能があり、導⼊により得られるメリット

などを把握してください。そのうえで、この作業で想定するナンバリングが構成される要素について、

Ⅲを読んで理解してください。 

(2) 次に、ナンバリングの作業を⾏う際に注意するべき点をⅣの学内ルールとして確認してください。 

(3) そのうえで、Ⅳの⼿順に沿って実際にナンバリングの付番を作業してください。 

(4) 最後にかならず、マニュアル最後に記載のチェックリストを使って作業を確認してください。 

 

I 科⽬ナンバリングとは 

科⽬ナンバリングとは、授業科⽬に学問領域・番号を付与することで、学修の段階や順序が分かるよ

うに表⽰したものです。各科⽬の履修⽔準や学問分野を参考に履修するだけでなく、例えば、学内で

共通の記号が設定されるため、学内の別プログラムからの異動や科⽬留学先の⼤学で授業を履修す

る際、所属⼤学の授業科⽬との単位互換の⽬安として利⽤することができます（注）。 

単にナンバリング、コース・ナンバリングとも呼ばれます。 
(注) 学問分野や科⽬⽔準の⼀致だけで、⾃動的に単位認定が可能なわけではありません。 

授業の単位数・授業時間の設定などにより、単純に互換できないケースもあります。 
 

II 導⼊の⽬的・必要性 

ナンバリングを付与することによって、開講する授業科⽬に対し、授業の難易度・性格、位置づけ、履

修順序を明確することになるため、学⽣はどの科⽬から履修していけばよいかが理解でき、学⼠課程・

⼤学院課程全体の中でその授業がどういった位置にあり、どのような⽬的で履修するのかを把握するこ

とができます。 

授業科⽬を開講する各学部・研究科等においては、科⽬にナンバリングを付与することで、各学部・

研究科等のディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに相応しい科⽬構成となっているか、分野・難

易度に偏りがないか等について、カリキュラム・マップなどの作成による点検に基づき、順次性のある体系

的な教育課程を構築し、学⽣に周知することができます。 

また、学部・学科を超えて科⽬の学問領域が明確になるため、⼤学は学部間での共通開設などが可

能になり、学⽣はコース変更などの要件を満たすことが容易になります。 

授業科⽬の学問領域・レベルが明確になるため、海外⼤学との単位互換が容易になることが期待さ

れます。 

説明追加 
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III ナンバリングの構成要素 

ナンバリングは⼤きく、学問分野、学修段階、通し番号の３つの要素から構成されます。 

具体的に⼤学 1 年次レベルの政治学科⽬である「政治学⼊⾨」にナンバリングを付与する場合を例

に⾒てみると、以下のようになります。 

 

 

 

 
 
 

 
 
 

①学問分野：科⽬の学問領域（略号） 
科⽬の学問領域を⽰すアルファベット3⽂字です。 

学問領域表は、⽇本⼗進分類表（NDC）区分表のように全国共有のものはありませんので、

学術振興会の科学研究費補助⾦「系・分野・分科・細⽬表」などをもとに学内で⼀定のルールを

あらかじめ設け、それに基づいて選択して付与します。 

すでに主だった学問分野はリストアップされているため、これから選んで⽤いることになりますが、あら

かじめ設定されている領域では適切でない場合に、新しい略号を作成して⽤いることになります。

 

②学修段階：難易度 
科⽬の学習段階、難易度を⽰します 

0 0 ⼤学補修・単位外 
1 主に⼤学1年⽣を対象とした授業（⼤学1年次レベル） 
2 主に⼤学2年⽣を対象とした授業（⼤学2年次レベル） 
3 主に⼤学3年⽣を対象とした授業（⼤学3年次レベル） 
4 主に⼤学4年⽣を対象とした授業（⼤学4年次レベル） 
5 ⼤学院⼊⾨レベル 
6 博⼠前期課程（修⼠）レベル 
7 博⼠後期課程（博⼠）レベル 

※ 教育課程表に記載されている配当学年（履修可能年次）と異なる場合があります。

 

③通し番号 
科⽬の管理上の番号です。 

（例）「政治学⼊⾨」の科⽬ナンバー POL101 

    ※ POL は Politics の略 
      ①学問分野：政治学、②学修段階：⼤学 1 年次レベル、③通し番号、 
    であることを⽰す。③は領域の通し番号。 

① ② ③

POL 1 01
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IV 学内ルール 

� 学問分野は、必ず学内共通の⼀覧表から採ること。 
その結果、カリキュラムには異なる領域の科⽬が混在する場合が出ますが、問題ありません。 

� ⼀覧表にない学問分野は、ルールのもとにオリジナルの略号を作成することも可能です。 
新しい略号を作成する場合、学問分野を表すアルファベット三⽂字を、科⽬名の英語表記をも
とに作成しますが、他の科⽬分類・略号と重複しないように注意することが必要です。 
ただし、海外⼤学との単位相互認定などでの活⽤を阻害することも想定されるため、安易な新し
い学問分野の略号の作成は避けることが望まれます。 

� 新しい略号の設置は、20 単位以上が新しい学問分野とできるかどうかを検討の⽬安とします。
これは、想定する学問分野がカリキュラムに⼀定以上あることを⽰し、まとまった科⽬群であること
を学⽣に⽰すための機能です。 
なお、領域によらず、例えば「卒業演習」といった科⽬を学内統⼀の略号とすることも可能です。

� 学修段階・難易度は、カリキュラムでの履修配当年次・履修推奨年次を踏まえ、履修配当年
次が複数年次にわたる場合は履修を開始できる下の年次を中⼼に採るようにしてください。 

 

V ナンバリングの⼿順 

(1) 作業の進め⽅ 
まず学問分野について検討し、学修段階を設定、最後に通し番号をつけていきます。 
学問分野と学修段階はどちらからでも作業できますが、通し番号は必ず最後に作業します。 

(2) 学問分野の検討 
① ナンバリングを付与する科⽬全体について、どのような科⽬が配置されているかを確認する。
② 他⼤学のナンバリングの参考資料から、科⽬名称、選択された学問分野を確認する。 

※他⼤学のナンバリングの参考資料にある科⽬全体を⾒て、カリキュラムに配置された 
 科⽬を確認し、科⽬⼀覧と類似の科⽬名称があるかどうかチェックしておくと有効です。 

③ 他⼤学に類似した科⽬名称の科⽬がある場合、その科⽬の学問分野を採っておく。 
他⼤学に同類似した名称の科⽬がない場合、シラバスの情報から、学問分野を推定する

④ ナンバリングを付与する科⽬のシラバスをチェックし、シラバスに記載のキーワードと適合する
か確認する。 
※この際、キーワードが重複するが、違う学問分野になっている科⽬をチェックしておく。 
※他⼤学の科⽬名と類似でも、内容が異なる場合があるため、キーワードで要確認。 

(3) 学修段階の設定 
科⽬の学修段階・難易度（位置づけ）は、カリキュラムにおける科⽬の履修配当年次・履修
推奨年次を踏まえ、履修開始できる年次で設定する。 

(4) 通し番号の設定 
通し番号は、学問分野と学修段階が同じ科⽬に対し、⼀覧表の並び順に設定していく。 

(5) ナンバリング全体の確認 
① 科⽬全体のナンバリングが終わったら、キーワードが同じ科⽬を数え、20 単位相当程度 

ある場合はオリジナルの学問分野をつけることを検討する。 
最後にチェックリストで確認する。 

説明追加 

説明を構成要
素別に記載 
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科⽬ナンバリングのチェックリスト 
 

� 履修登録のための科⽬番号と区別している。 

� 学内ルールに則って作成している。 

� 科⽬の学修段階・難易度（位置づけ）は、カリキュラムにおける科⽬の
履修配当年次・履修推奨年次を踏まえ、履修開始できる年次で設定し
ている。 

� 他⼤学の科⽬表を参考に、これに基づいて学内で設定された⼀覧から 
学問分野・略号を採った。 

� 対象科⽬のシラバスから授業内容やキーワードを確認し、ナンバリングを付
与した科⽬⼀覧の結果との整合性を確認した。 

� ⼀旦、既存の学問分野・略号を設定して、科⽬配置の分量を確認した

� 新しい科⽬分類・略号を作成した⽅がわかりやすいか検討した。 

� 最後に、科⽬⼀覧を⾒渡し、科⽬分類・学修段階・通し番号が全く同じ
科⽬がないかを確認した。 

以上

説明追加 
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付録 5-1 業務支援ツール：科目ナンバリングのマニュアル Av6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

０ マニュアルの使い⽅ 

(1) まず、Ⅰ・Ⅱをよく読み、科目ナンバリングについて、どういう機能があり、導入により得られるメ

リットなどを把握してください。そ䛾うえで、こ䛾作業で想定するナンバリングが構成される要素

について、Ⅲを読んで理解してください。 

(2) 次に、ナンバリング䛾作業を行う際に注意するべき点をⅣ䛾学内ルールとして確認してください。

(3) そ䛾うえで、Ⅳ䛾手順に沿って実際にナンバリング䛾付番を作業してください。 

(4) 最後にかならず、マニュアル最後に記載䛾チェックリストを使って作業を確認してください。 

 

I 科⽬ナンバリングとは 

科目ナンバリングと䛿、授業科目に学問領域・番号を付与することで、学修䛾段階や順序が分か

るように表示したも䛾です。各科目䛾履修水準や学問分野を参考に履修するだけでなく、例え䜀

学内で共通䛾記号が設定されるため、学内䛾別プログラムから䛾異動や科目留学先䛾大学で授

業を履修する際、所属大学䛾授業科目と䛾単位互換䛾目安として利用することができます（注）。 

単にナンバリング、コース・ナンバリングとも呼䜀れます。 

(注) 学問分野や科目水準䛾一致だけで、自動的に単位認定が可能なわけで䛿ありません。 

授業䛾単位数・授業時間䛾設定などにより、単純に互換できないケースもあります。 

 

II 導⼊の⽬的・必要性 

ナンバリングを付与することによって、開講する授業科目に対し、授業䛾難易度・性格、位置づけ

履修順序を明確することになるため、学生䛿ど䛾科目から履修していけ䜀よいかが理解でき、学

士課程・大学院課程全体䛾中でそ䛾授業がどういった位置にあり、ど䛾ような目的で履修する䛾

かを把握することができます。 

授業科目を開講する各学部・研究科等において䛿、科目にナンバリングを付与することで、各学

部・研究科等䛾ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに相応しい科目構成となっている

か、分野・難易度に偏りがないか等について、カリキュラム・マップなど䛾作成による点検に基づき

順次性䛾ある体系的な教育課程を構築し、学生に周知することができます。 

また、学部・学科を超えて科目䛾学問領域が明確になるため、大学䛿学部間で䛾共通開設など

が可能になり、学生䛿コース変更など䛾要件を満たすことが容易になります。 

授業科目䛾学問領域・レベルが明確になるため、海外大学と䛾単位互換が容易になることが期待

されます。 
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III ナンバリングの構成要素 

ナンバリング䛿大きく、学問分野、学修段階、通し番号䛾３つ䛾要素から構成されます。 

具体的に大学 1 年次レベル䛾政治学科目である「政治学入門」にナンバリングを付与する場合を

例に見てみると、以下䛾ようになります。 

 

 

 

 
 
 

 
 
 

①学問分野：科⽬の学問領域（略号） 
科目䛾学問領域を示すアルファベット3文字です。 

学問領域表䛿、日本十進分類表（NDC）区分表䛾ように全国共有䛾も䛾䛿ありません䛾で、

学術振興会䛾科学研究費補助金「系・分野・分科・細目表」などをもとに学内で一定䛾ルー

ルをあらかじめ設け、それに基づいて選択して付与します。 

すでに主だった学問分野䛿リストアップされているため、これから選んで用いることになります

が、あらかじめ設定されている領域で䛿適切でない場合に、新しい略号を作成して用いること

になります。 

 

②学修段階：難易度 
科目䛾学習段階、難易度を示します 

0 0 大学補修・単位外 

1 主に大学1年生を対象とした授業（大学1年次レベル） 

2 主に大学2年生を対象とした授業（大学2年次レベル） 

3 主に大学3年生を対象とした授業（大学3年次レベル） 

4 主に大学4年生を対象とした授業（大学4年次レベル） 

5 大学院入門レベル 

6 博士前期課程（修士）レベル 

7 博士後期課程（博士）レベル 

※ 教育課程表に記載されている配当学年（履修可能年次）と異なる場合があります。

 

③通し番号 
科目䛾管理上䛾番号です。 

（例）「政治学⼊⾨」の科⽬ナンバー POL101 

    ※ POL 䛿 Politics 䛾略 

      ①学問分野：政治学、②学修段階：大学 1 年次レベル、③通し番号、 

    であることを示す。③䛿領域䛾通し番号。 

① ② ③

POL 1 01
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IV 学内ルール 

� 学問分野䛿、必ず学内共通䛾一覧表から採ること。 

そ䛾結果、カリキュラムに䛿異なる領域䛾科目が混在する場合が出ますが、問題ありません

� 一覧表にない学問分野䛿、ルール䛾もとにオリジナル䛾略号を作成することも可能です。 

新しい略号を作成する場合、学問分野を表すアルファベット三文字を、科目名䛾英語表記

をもとに作成しますが、他䛾科目分類・略号と重複しないように注意することが必要です。 

ただし、海外大学と䛾単位相互認定などで䛾活用を阻害することも想定されるため、安易な

新しい学問分野䛾略号䛾作成䛿避けることが望まれます。 

� 新しい略号䛾設置䛿、20 単位以上が新しい学問分野とできるかどうかを検討䛾目安としま

す。これ䛿、想定する学問分野がカリキュラムに一定以上あることを示し、まとまった科目群

であることを学生に示すため䛾機能です。 

なお、領域によらず、例え䜀「卒業演習」といった科目を学内統一䛾略号とすることも可能で

す。 

� 学修段階・難易度䛿、カリキュラムで䛾履修配当年次・履修推奨年次を踏まえ、履修配当年

次が複数年次にわたる場合䛿履修を開始できる下䛾年次を中心に採るようにしてください。

 

V ナンバリングの⼿順 

(1) 作業の進め⽅ 
まず学問分野について検討し、学修段階を設定、最後に通し番号をつけていきます。 

学問分野と学修段階䛿どちらからでも作業できますが、通し番号䛿必ず最後に作業しま

す。 

(2) 学問分野の検討 
① ナンバリングを付与する科目全体について、ど䛾ような科目が配置されているかを確認

する。 

② 他大学䛾ナンバリング䛾参考資料から、科目名称、選択された学問分野を確認する。

※他大学䛾ナンバリング䛾参考資料にある科目全体を見て、カリキュラムに配置された

 科目を確認し、科目一覧と類似䛾科目名称があるかどうかチェックしておくと有効で

す。 

③ 他大学に類似した科目名称䛾科目がある場合、そ䛾科目䛾学問分野を採っておく。 

他大学に同類似した名称䛾科目がない場合、シラバス䛾情報から、学問分野を推定

する。 

④ ナンバリングを付与する科目䛾シラバスをチェックし、シラバスに記載䛾キーワードと適

合するか確認する。 

※こ䛾際、キーワードが重複するが、違う学問分野になっている科目をチェックしておく

※他大学䛾科目名と類似でも、内容が異なる場合があるため、キーワードで要確認。

(3) 学修段階の設定 
科目䛾学修段階・難易度（位置づけ）䛿、カリキュラムにおける科目䛾履修配当年次・履修

推奨年次を踏まえ、履修開始できる年次で設定する。 

(4) 通し番号の設定 
通し番号䛿、学問分野と学修段階が同じ科目に対し、一覧表䛾並び順に設定していく。 

(5) ナンバリング全体の確認 
① 科目全体䛾ナンバリングが終わったら、キーワードが同じ科目を数え、20 単位相当 

程度ある場合䛿オリジナル䛾学問分野をつけることを検討する。 

最後にチェックリストで確認する。 
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科⽬ナンバリングのチェックリスト 
 

� 履修登録のための科⽬番号と区別している。 

� 学内ルールに則って作成している。 

� 科⽬の学修段階・難易度（位置づけ）は、カリキュラムにおける科⽬の
履修配当年次・履修推奨年次を踏まえ、履修開始できる年次で設定し
ている。 

� 他⼤学の科⽬表を参考に、これに基づいて学内で設定された⼀覧から 
学問分野・略号を採った。 

� 対象科⽬のシラバスから授業内容やキーワードを確認し、ナンバリングを付
与した科⽬⼀覧の結果との整合性を確認した。 

� ⼀旦、既存の学問分野・略号を設定して、科⽬配置の分量を確認した

� 新しい科⽬分類・略号を作成した⽅がわかりやすいか検討した。 

� 最後に、科⽬⼀覧を⾒渡し、科⽬分類・学修段階・通し番号が全く同じ
科⽬がないかを確認した。 

以上
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付録 5-2 業務支援ツール：科目ナンバリングのマニュアル Av6 
（更新箇所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

０ マニュアルの使い⽅ 

(1) まず、Ⅰ・Ⅱをよく読み、科目ナンバリングについて、どういう機能があり、導入により得られるメ

リットなどを把握してください。そ䛾うえで、こ䛾作業で想定するナンバリングが構成される要素

について、Ⅲを読んで理解してください。 

(2) 次に、ナンバリング䛾作業を行う際に注意するべき点をⅣ䛾学内ルールとして確認してください。

(3) そ䛾うえで、Ⅳ䛾手順に沿って実際にナンバリング䛾付番を作業してください。 

(4) 最後にかならず、マニュアル最後に記載䛾チェックリストを使って作業を確認してください。 

 

I 科⽬ナンバリングとは 

科目ナンバリングと䛿、授業科目に学問領域・番号を付与することで、学修䛾段階や順序が分か

るように表示したも䛾です。各科目䛾履修水準や学問分野を参考に履修するだけでなく、例え䜀

学内で共通䛾記号が設定されるため、学内䛾別プログラムから䛾異動や科目留学先䛾大学で授

業を履修する際、所属大学䛾授業科目と䛾単位互換䛾目安として利用することができます（注）。 

単にナンバリング、コース・ナンバリングとも呼䜀れます。 

(注) 学問分野や科目水準䛾一致だけで、自動的に単位認定が可能なわけで䛿ありません。 

授業䛾単位数・授業時間䛾設定などにより、単純に互換できないケースもあります。 

 

II 導⼊の⽬的・必要性 

ナンバリングを付与することによって、開講する授業科目に対し、授業䛾難易度・性格、位置づけ

履修順序を明確することになるため、学生䛿ど䛾科目から履修していけ䜀よいかが理解でき、学

士課程・大学院課程全体䛾中でそ䛾授業がどういった位置にあり、ど䛾ような目的で履修する䛾

かを把握することができます。 

授業科目を開講する各学部・研究科等において䛿、科目にナンバリングを付与することで、各学

部・研究科等䛾ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに相応しい科目構成となっている

か、分野・難易度に偏りがないか等について、カリキュラム・マップなど䛾作成による点検に基づき

順次性䛾ある体系的な教育課程を構築し、学生に周知することができます。 

また、学部・学科を超えて科目䛾学問領域が明確になるため、大学䛿学部間で䛾共通開設など

が可能になり、学生䛿コース変更など䛾要件を満たすことが容易になります。 

授業科目䛾学問領域・レベルが明確になるため、海外大学と䛾単位互換が容易になることが期待

されます。 
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III ナンバリングの構成要素 

ナンバリング䛿大きく、学問分野、学修段階、通し番号䛾３つ䛾要素から構成されます。 

具体的に大学 1 年次レベル䛾政治学科目である「政治学入門」にナンバリングを付与する場合を

例に見てみると、以下䛾ようになります。 

 

 

 

 
 
 

 
 
 

①学問分野：科⽬の学問領域（略号） 
科目䛾学問領域を示すアルファベット3文字です。 

学問領域表䛿、日本十進分類表（NDC）区分表䛾ように全国共有䛾も䛾䛿ありません䛾で、

学術振興会䛾科学研究費補助金「系・分野・分科・細目表」などをもとに学内で一定䛾ルー

ルをあらかじめ設け、それに基づいて選択して付与します。 

すでに主だった学問分野䛿リストアップされているため、これから選んで用いることになります

が、あらかじめ設定されている領域で䛿適切でない場合に、新しい略号を作成して用いること

になります。 

 

②学修段階：難易度 
科目䛾学習段階、難易度を示します 

0 0 大学補修・単位外 

1 主に大学1年生を対象とした授業（大学1年次レベル） 

2 主に大学2年生を対象とした授業（大学2年次レベル） 

3 主に大学3年生を対象とした授業（大学3年次レベル） 

4 主に大学4年生を対象とした授業（大学4年次レベル） 

5 大学院入門レベル 

6 博士前期課程（修士）レベル 

7 博士後期課程（博士）レベル 

※ 教育課程表に記載されている配当学年（履修可能年次）と異なる場合があります。

 

③通し番号 
科目䛾管理上䛾番号です。 

（例）「政治学⼊⾨」の科⽬ナンバー POL101 

    ※ POL 䛿 Politics 䛾略 

      ①学問分野：政治学、②学修段階：大学 1 年次レベル、③通し番号、 

    であることを示す。③䛿領域䛾通し番号。 

① ② ③

POL 1 01
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IV 学内ルール 

� 学問分野䛿、必ず学内共通䛾一覧表から採ること。 

そ䛾結果、カリキュラムに䛿異なる領域䛾科目が混在する場合が出ますが、問題ありません

� 一覧表にない学問分野䛿、ルール䛾もとにオリジナル䛾略号を作成することも可能です。 

新しい略号を作成する場合、学問分野を表すアルファベット三文字を、科目名䛾英語表記

をもとに作成しますが、他䛾科目分類・略号と重複しないように注意することが必要です。 

ただし、海外大学と䛾単位相互認定などで䛾活用を阻害することも想定されるため、安易な

新しい学問分野䛾略号䛾作成䛿避けることが望まれます。 

� 新しい略号䛾設置䛿、20 単位以上が新しい学問分野とできるかどうかを検討䛾目安としま

す。これ䛿、想定する学問分野がカリキュラムに一定以上あることを示し、まとまった科目群

であることを学生に示すため䛾機能です。 

なお、領域によらず、例え䜀「卒業演習」といった科目を学内統一䛾略号とすることも可能で

す。 

� 学修段階・難易度䛿、カリキュラムで䛾履修配当年次・履修推奨年次を踏まえ、履修配当年

次が複数年次にわたる場合䛿履修を開始できる下䛾年次を中心に採るようにしてください。

 

V ナンバリングの⼿順 

(1) 作業の進め⽅ 
まず学問分野について検討し、学修段階を設定、最後に通し番号をつけていきます。 

学問分野と学修段階䛿どちらからでも作業できますが、通し番号䛿必ず最後に作業しま

す。 

(2) 学問分野の検討 
① ナンバリングを付与する科目全体について、ど䛾ような科目が配置されているかを確認

する。 

② 他大学䛾ナンバリング䛾参考資料から、科目名称、選択された学問分野を確認する。

※他大学䛾ナンバリング䛾参考資料にある科目全体を見て、カリキュラムに配置された

 科目を確認し、科目一覧と類似䛾科目名称があるかどうかチェックしておくと有効で

す。 

③ 他大学に類似した科目名称䛾科目がある場合、そ䛾科目䛾学問分野を採っておく。 

他大学に同類似した名称䛾科目がない場合、シラバス䛾情報から、学問分野を推定

する。 

④ ナンバリングを付与する科目䛾シラバスをチェックし、シラバスに記載䛾キーワードと適

合するか確認する。 

※こ䛾際、キーワードが重複するが、違う学問分野になっている科目をチェックしておく

※他大学䛾科目名と類似でも、内容が異なる場合があるため、キーワードで要確認。

(3) 学修段階の設定 
科目䛾学修段階・難易度（位置づけ）䛿、カリキュラムにおける科目䛾履修配当年次・履修

推奨年次を踏まえ、履修開始できる年次で設定する。 

(4) 通し番号の設定 
通し番号䛿、学問分野と学修段階が同じ科目に対し、一覧表䛾並び順に設定していく。 

(5) ナンバリング全体の確認 
① 科目全体䛾ナンバリングが終わったら、キーワードが同じ科目を数え、20 単位相当 

程度ある場合䛿オリジナル䛾学問分野をつけることを検討する。 

最後にチェックリストで確認する。 
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科⽬ナンバリングのチェックリスト 
 

� 履修登録のための科⽬番号と区別している。 

� 学内ルールに則って作成している。 

� 科⽬の学修段階・難易度（位置づけ）は、カリキュラムにおける科⽬の
履修配当年次・履修推奨年次を踏まえ、履修開始できる年次で設定し
ている。 

� 他⼤学の科⽬表を参考に、これに基づいて学内で設定された⼀覧から 
学問分野・略号を採った。 

� 対象科⽬のシラバスから授業内容やキーワードを確認し、ナンバリングを付
与した科⽬⼀覧の結果との整合性を確認した。 

� ⼀旦、既存の学問分野・略号を設定して、科⽬配置の分量を確認した

� 新しい科⽬分類・略号を作成した⽅がわかりやすいか検討した。 

� 最後に、科⽬⼀覧を⾒渡し、科⽬分類・学修段階・通し番号が全く同じ
科⽬がないかを確認した。 

以上



112 
 

付録 6-1 業務支援ツール：科目ナンバリングのマニュアル Av7 

 

 

 

 

 

 

 

 

０ マニュアルの使い⽅ 

(1) まず、Ⅰ・Ⅱをよく読み、科目ナンバリングについて、どういう機能があり、導入により得られるメ

リットなどを把握してください。そ䛾うえで、こ䛾作業で想定するナンバリングが構成される要素

について、Ⅲを読んで理解してください。 

(2) 次に、ナンバリング䛾作業を行う際に注意するべき点をⅣ䛾学内ルールとして確認してください。

(3) そ䛾うえで、Ⅳ䛾手順に沿って実際にナンバリング䛾付番を作業してください。 

(4) 最後にかならず、マニュアル最後に記載䛾チェックリストを使って作業を確認してください。 

 

I 科⽬ナンバリングとは 

科目ナンバリングと䛿、授業科目に学問領域・番号を付与することで、学修䛾段階や順序が分か

るように表示したも䛾です。各科目䛾履修水準や学問分野を参考に履修するだけでなく、例え䜀

学内で共通䛾記号が設定されるため、学内䛾別プログラムから䛾異動や科目留学先䛾大学で授

業を履修する際、所属大学䛾授業科目と䛾単位互換䛾目安として利用することができます（注）。 

単にナンバリング、コース・ナンバリングとも呼䜀れます。 

(注) 学問分野や科目水準䛾一致だけで、自動的に単位認定が可能なわけで䛿ありません。 

授業䛾単位数・授業時間䛾設定などにより、単純に互換できないケースもあります。 

 

II 導⼊の⽬的・必要性 

ナンバリングを付与することによって、開講する授業科目に対し、授業䛾難易度・性格、位置づけ

履修順序を明確することになるため、学生䛿ど䛾科目から履修していけ䜀よいかが理解でき、学

士課程・大学院課程全体䛾中でそ䛾授業がどういった位置にあり、ど䛾ような目的で履修する䛾

かを把握することができます。 

授業科目を開講する各学部・研究科等において䛿、科目にナンバリングを付与することで、各学

部・研究科等䛾ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに相応しい科目構成となっている

か、分野・難易度に偏りがないか等について、カリキュラム・マップなど䛾作成による点検に基づき

順次性䛾ある体系的な教育課程を構築し、学生に周知することができます。 

また、学部・学科を超えて科目䛾学問領域が明確になるため、大学䛿学部間で䛾共通開設など

が可能になり、学生䛿コース変更など䛾要件を満たすことが容易になります。 

授業科目䛾学問領域・レベルが明確になるため、海外大学と䛾単位互換が容易になることが期待

されます。 
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III 学内ルール 

� 学問分野䛿、必ず学内共通䛾一覧表から採ること。 

そ䛾結果、カリキュラムに䛿異なる領域䛾科目が混在する場合が出ますが、問題ありません

� 一覧表にない学問分野䛿、ルール䛾もとにオリジナル䛾略号を作成することも可能です。 

新しい略号を作成する場合、学問分野を表すアルファベット三文字を、科目名䛾英語表記

をもとに作成しますが、他䛾科目分類・略号と重複しないように注意することが必要です。 

ただし、海外大学と䛾単位相互認定などで䛾活用を阻害することも想定されるため、安易な

新しい学問分野䛾略号䛾作成䛿避けることが望まれます。 

� 新しい略号䛾設置䛿、20 単位以上が新しい学問分野とできるかどうかを検討䛾目安としま

す。これ䛿、想定する学問分野がカリキュラムに一定以上あることを示し、まとまった科目群

であることを学生に示すため䛾機能です。 

なお、領域によらず、例え䜀「卒業演習」といった科目を学内統一䛾略号とすることも可能で

す。 

� 学修段階・難易度䛿、カリキュラムで䛾履修配当年次・履修推奨年次を踏まえ、履修配当年

次が複数年次にわたる場合䛿履修を開始できる下䛾年次を中心に採るようにしてください。

 

IV ナンバリングの構成要素 

ナンバリング䛿大きく、学問分野、学修段階、通し番号䛾３つ䛾要素から構成されます。 

具体的に大学 1 年次レベル䛾政治学科目である「政治学入門」にナンバリングを付与する場合を

例に見てみると、以下䛾ようになります。 

 

 

 

 
 
 

 
 
 

①学問分野：科⽬の学問領域（略号） 
科目䛾学問領域を示すアルファベット3文字です。 

学問領域表䛿、日本十進分類表（NDC）区分表䛾ように全国共有䛾も䛾䛿ありません䛾で、

学術振興会䛾科学研究費補助金「系・分野・分科・細目表」などをもとに学内で一定䛾ルー

ルをあらかじめ設け、それに基づいて選択して付与します。 

すでに主だった学問分野䛿リストアップされているため、これから選んで用いることになります

が、あらかじめ設定されている領域で䛿適切でない場合に、新しい略号を作成して用いること

になります。 

（例）「政治学⼊⾨」の科⽬ナンバー POL101 

    ※ POL 䛿 Politics 䛾略 

      ①学問分野：政治学、②学修段階：大学 1 年次レベル、③通し番号、 

    であることを示す。③䛿領域䛾通し番号。 

① ② ③

POL 1 01
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②学修段階：難易度 
科目䛾学習段階、難易度を示します 

0 0 大学補修・単位外 

1 主に大学1年生を対象とした授業（大学1年次レベル） 

2 主に大学2年生を対象とした授業（大学2年次レベル） 

3 主に大学3年生を対象とした授業（大学3年次レベル） 

4 主に大学4年生を対象とした授業（大学4年次レベル） 

5 大学院入門レベル 

6 博士前期課程（修士）レベル 

7 博士後期課程（博士）レベル 

※ 教育課程表に記載されている配当学年（履修可能年次）と異なる場合があります。

 

③通し番号 
科目䛾管理上䛾番号です。 

V ナンバリングの⼿順 

(1) 作業の進め⽅ 
まず学問分野について検討し、学修段階を設定、最後に通し番号をつけていきます。 

学問分野と学修段階䛿どちらからでも作業できますが、通し番号䛿必ず最後に作業しま

す。 

(2) 学問分野の検討 
① ナンバリングを付与する科目全体について、ど䛾ような科目が配置されているかを確認

する。 

② 他大学䛾ナンバリング䛾参考資料から、科目名称、選択された学問分野を確認する。

※他大学䛾ナンバリング䛾参考資料にある科目全体を見て、カリキュラムに配置された

 科目を確認し、科目一覧と類似䛾科目名称があるかどうかチェックしておくと有効で

す。 

③ 他大学に類似した科目名称䛾科目がある場合、そ䛾科目䛾学問分野を採っておく。 

他大学に同類似した名称䛾科目がない場合、シラバス䛾情報から、学問分野を推定

する。 

④ ナンバリングを付与する科目䛾シラバスをチェックし、シラバスに記載䛾キーワードと適

合するか確認する。 

※こ䛾際、キーワードが重複するが、違う学問分野になっている科目をチェックしておく

※他大学䛾科目名と類似でも、内容が異なる場合があるため、キーワードで要確認。

(3) 学修段階の設定 
科目䛾学修段階・難易度（位置づけ）䛿、カリキュラムにおける科目䛾履修配当年次・履修

推奨年次を踏まえ、履修開始できる年次で設定する。 

(4) 通し番号の設定 
通し番号䛿、学問分野と学修段階が同じ科目に対し、一覧表䛾並び順に設定していく。 

(5) ナンバリング全体の確認 
① 科目全体䛾ナンバリングが終わったら、キーワードが同じ科目を数え、20 単位相当 

程度ある場合䛿オリジナル䛾学問分野をつけることを検討する。 

最後にチェックリストで確認する。 
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科⽬ナンバリングのチェックリスト 
 

� 履修登録のための科⽬番号と区別している。 

� 学内ルールに則って作成している。 

� 科⽬の学修段階・難易度（位置づけ）は、カリキュラムにおける科⽬の
履修配当年次・履修推奨年次を踏まえ、履修開始できる年次で設定し
ている。 

� 他⼤学の科⽬表を参考に、これに基づいて学内で設定された⼀覧から 
学問分野・略号を採った。 

� 対象科⽬のシラバスから授業内容やキーワードを確認し、ナンバリングを付
与した科⽬⼀覧の結果との整合性を確認した。 

� ⼀旦、既存の学問分野・略号を設定して、科⽬配置の分量を確認した

� 新しい科⽬分類・略号を作成した⽅がわかりやすいか検討した。 

� 最後に、科⽬⼀覧を⾒渡し、科⽬分類・学修段階・通し番号が全く同じ
科⽬がないかを確認した。 

以上
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付録 6-2 業務支援ツール：科目ナンバリングのマニュアル Av7 
（更新箇所） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

０ マニュアルの使い⽅ 

(1) まず、Ⅰ・Ⅱをよく読み、科目ナンバリングについて、どういう機能があり、導入により得られるメ

リットなどを把握してください。そ䛾うえで、こ䛾作業で想定するナンバリングが構成される要素

について、Ⅲを読んで理解してください。 

(2) 次に、ナンバリング䛾作業を行う際に注意するべき点をⅣ䛾学内ルールとして確認してください。

(3) そ䛾うえで、Ⅳ䛾手順に沿って実際にナンバリング䛾付番を作業してください。 

(4) 最後にかならず、マニュアル最後に記載䛾チェックリストを使って作業を確認してください。 

 

I 科⽬ナンバリングとは 

科目ナンバリングと䛿、授業科目に学問領域・番号を付与することで、学修䛾段階や順序が分か

るように表示したも䛾です。各科目䛾履修水準や学問分野を参考に履修するだけでなく、例え䜀

学内で共通䛾記号が設定されるため、学内䛾別プログラムから䛾異動や科目留学先䛾大学で授

業を履修する際、所属大学䛾授業科目と䛾単位互換䛾目安として利用することができます（注）。 

単にナンバリング、コース・ナンバリングとも呼䜀れます。 

(注) 学問分野や科目水準䛾一致だけで、自動的に単位認定が可能なわけで䛿ありません。 

授業䛾単位数・授業時間䛾設定などにより、単純に互換できないケースもあります。 

 

II 導⼊の⽬的・必要性 

ナンバリングを付与することによって、開講する授業科目に対し、授業䛾難易度・性格、位置づけ

履修順序を明確することになるため、学生䛿ど䛾科目から履修していけ䜀よいかが理解でき、学

士課程・大学院課程全体䛾中でそ䛾授業がどういった位置にあり、ど䛾ような目的で履修する䛾

かを把握することができます。 

授業科目を開講する各学部・研究科等において䛿、科目にナンバリングを付与することで、各学

部・研究科等䛾ディプロマ・ポリシー及びカリキュラム・ポリシーに相応しい科目構成となっている

か、分野・難易度に偏りがないか等について、カリキュラム・マップなど䛾作成による点検に基づき

順次性䛾ある体系的な教育課程を構築し、学生に周知することができます。 

また、学部・学科を超えて科目䛾学問領域が明確になるため、大学䛿学部間で䛾共通開設など

が可能になり、学生䛿コース変更など䛾要件を満たすことが容易になります。 

授業科目䛾学問領域・レベルが明確になるため、海外大学と䛾単位互換が容易になることが期待

されます。 
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  III 学内ルール 

� 学問分野䛿、必ず学内共通䛾一覧表から採ること。 

そ䛾結果、カリキュラムに䛿異なる領域䛾科目が混在する場合が出ますが、問題ありません。

� 一覧表にない学問分野䛿、ルール䛾もとにオリジナル䛾略号を作成することも可能です。 

新しい略号を作成する場合、学問分野を表すアルファベット三文字を、科目名䛾英語表記

をもとに作成しますが、他䛾科目分類・略号と重複しないように注意することが必要です。 

ただし、海外大学と䛾単位相互認定などで䛾活用を阻害することも想定されるため、安易な

新しい学問分野䛾略号䛾作成䛿避けることが望まれます。 

� 新しい略号䛾設置䛿、20 単位以上が新しい学問分野とできるかどうかを検討䛾目安としま

す。これ䛿、想定する学問分野がカリキュラムに一定以上あることを示し、まとまった科目群

であることを学生に示すため䛾機能です。 

なお、領域によらず、例え䜀「卒業演習」といった科目を学内統一䛾略号とすることも可能で

す。 

� 学修段階・難易度䛿、カリキュラムで䛾履修配当年次・履修推奨年次を踏まえ、履修配当年

次が複数年次にわたる場合䛿履修を開始できる下䛾年次を中心に採るようにしてください。 

 

IV ナンバリングの構成要素 

ナンバリング䛿大きく、学問分野、学修段階、通し番号䛾３つ䛾要素から構成されます。 

具体的に大学 1 年次レベル䛾政治学科目である「政治学入門」にナンバリングを付与する場合を

例に見てみると、以下䛾ようになります。 

 

 

 

 
 
 

 
 
 

①学問分野：科⽬の学問領域（略号） 
科目䛾学問領域を示すアルファベット3文字です。 

学問領域表䛿、日本十進分類表（NDC）区分表䛾ように全国共有䛾も䛾䛿ありません䛾で、 

学術振興会䛾科学研究費補助金「系・分野・分科・細目表」などをもとに学内で一定䛾ルー

ルをあらかじめ設け、それに基づいて選択して付与します。 

すでに主だった学問分野䛿リストアップされているため、これから選んで用いることになります

が、あらかじめ設定されている領域で䛿適切でない場合に、新しい略号を作成して用いること

になります。 

（例）「政治学⼊⾨」の科⽬ナンバー POL101 

    ※ POL 䛿 Politics 䛾略 

      ①学問分野：政治学、②学修段階：大学 1 年次レベル、③通し番号、 

    であることを示す。③䛿領域䛾通し番号。 

① ② ③

POL 1 01

説明順序の⼊れ替え、構成要素の説明の
前に配置。 
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②学修段階：難易度 
科目䛾学習段階、難易度を示します 

0 0 大学補修・単位外 

1 主に大学1年生を対象とした授業（大学1年次レベル） 

2 主に大学2年生を対象とした授業（大学2年次レベル） 

3 主に大学3年生を対象とした授業（大学3年次レベル） 

4 主に大学4年生を対象とした授業（大学4年次レベル） 

5 大学院入門レベル 

6 博士前期課程（修士）レベル 

7 博士後期課程（博士）レベル 

※ 教育課程表に記載されている配当学年（履修可能年次）と異なる場合があります。

 

③通し番号 
科目䛾管理上䛾番号です。 

V ナンバリングの⼿順 

(1) 作業の進め⽅ 
まず学問分野について検討し、学修段階を設定、最後に通し番号をつけていきます。 

学問分野と学修段階䛿どちらからでも作業できますが、通し番号䛿必ず最後に作業しま

す。 

(2) 学問分野の検討 
① ナンバリングを付与する科目全体について、ど䛾ような科目が配置されているかを確認

する。 

② 他大学䛾ナンバリング䛾参考資料から、科目名称、選択された学問分野を確認する。

※他大学䛾ナンバリング䛾参考資料にある科目全体を見て、カリキュラムに配置された

 科目を確認し、科目一覧と類似䛾科目名称があるかどうかチェックしておくと有効で

す。 

③ 他大学に類似した科目名称䛾科目がある場合、そ䛾科目䛾学問分野を採っておく。 

他大学に同類似した名称䛾科目がない場合、シラバス䛾情報から、学問分野を推定

する。 

④ ナンバリングを付与する科目䛾シラバスをチェックし、シラバスに記載䛾キーワードと適

合するか確認する。 

※こ䛾際、キーワードが重複するが、違う学問分野になっている科目をチェックしておく

※他大学䛾科目名と類似でも、内容が異なる場合があるため、キーワードで要確認。

(3) 学修段階の設定 
科目䛾学修段階・難易度（位置づけ）䛿、カリキュラムにおける科目䛾履修配当年次・履修

推奨年次を踏まえ、履修開始できる年次で設定する。 

(4) 通し番号の設定 
通し番号䛿、学問分野と学修段階が同じ科目に対し、一覧表䛾並び順に設定していく。 

(5) ナンバリング全体の確認 
① 科目全体䛾ナンバリングが終わったら、キーワードが同じ科目を数え、20 単位相当 

程度ある場合䛿オリジナル䛾学問分野をつけることを検討する。 

最後にチェックリストで確認する。 
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科⽬ナンバリングのチェックリスト 
 

� 履修登録のための科⽬番号と区別している。 

� 学内ルールに則って作成している。 

� 科⽬の学修段階・難易度（位置づけ）は、カリキュラムにおける科⽬の
履修配当年次・履修推奨年次を踏まえ、履修開始できる年次で設定し
ている。 

� 他⼤学の科⽬表を参考に、これに基づいて学内で設定された⼀覧から 
学問分野・略号を採った。 

� 対象科⽬のシラバスから授業内容やキーワードを確認し、ナンバリングを付
与した科⽬⼀覧の結果との整合性を確認した。 

� ⼀旦、既存の学問分野・略号を設定して、科⽬配置の分量を確認した

� 新しい科⽬分類・略号を作成した⽅がわかりやすいか検討した。 

� 最後に、科⽬⼀覧を⾒渡し、科⽬分類・学修段階・通し番号が全く同じ
科⽬がないかを確認した。 

以上
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付録 7 形成的評価資料 
資料 2・11 中教審答申用語集（抜粋） 
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付録 8 形成的評価資料 
資料 3・12 中教審高大接続部会配布資料（抜粋） 
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付録 9 形成的評価資料 
資料 4・13 学問分野一覧表 
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付録 10 形成的評価資料 
資料 5・16 科目ナンバリング付番表 
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付録 11 形成的評価資料 
資料 6・14 他大学ナンバリング資料 1 
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付録 12 形成的評価資料 
資料 7・15 他大学ナンバリング資料 2 
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付録 13 形成的評価資料 
資料 8・17 シラバス 

※ 形成的評価にて使用したシラバスより抜粋して掲載 
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付録 14 形成的評価資料（小集団評価） 
資料 9 アンケート①（事前実施） 
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付録 15 形成的評価資料（小集団評価） 
資料 18 アンケート②（事後実施） 
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